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この報 告書 は、 日本 自転車振興会か ら競輪収入

の一 部で ある機械工業振興資金の補 助 を受けて昭

和56年 度に実施 した 「実効 的技術移転 のため の

情報 システ ム諸問題 の研究 」の成果 をとりま とめ

た もの であ りま す。
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は じ め に

この調査研究報 告書は、 当財 団が システ ムズ ・アナ リス ト・ソサエテ ィに調査

委託 した 「実効的技 術移転 のための情報 システム諸問題の研究 」の成果 をとりま

とめた もの である。

我国 の経済は、エ ネルギー、 資源、 食 料 等 の 海外 依 存 度 が 非 常に高 く、国 際

的協調 な くしては今後の発展 はお ろか、我国の存立 さえおびやか され る とい って

も過言 ではない。

ただ し、 我国の誇 りうる資源 としては ・技術 日が あ り、 その転 出を図ることに

よ り諸 外国の我 国に対す る技術 的依存度 を高め、安定 的関係の保持 が可能 となる。

しか し、 緊密かつ複雑な世界情 勢の中で技術移転 をとりま く環境 は多種多様 で

あ り、 今後の技術移転が よ り実効 的 となるには、その情報 の組織 的 な利 用が まさ

に必要 とされ る。

本事業 は、 乙の ような観点か ら同 ソサエテ ィ内に野 口照雄氏 を委員長 とす る

「技術 移転情報 システム委員長 」を昭和54年 度 より設置 し、調査研究 を進め て

きた。

本年度 は、技術移転の基本構造、 技術移転 を行 う主体側の動機、移転 国の体制 、

産業 及び技術 レベル等の基礎事項 について、 これまでの研究成果の総括 を図 ると

ともに、技術移転 を推進す る際の体制、情報 システ ムなどのあ り方につ いて調査

研究 した。

最後 に、調査研究にあた ってご協 力を頂いた委 員及 び関係各位 に深 く感謝の意

を表す る とと もに、 本書が情報処理の 新た な局面 で役立 ち得 ることを願 うもの で
e

あ る 。

昭和57年4月
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ま え が き

近年の国際情勢は相互依存性が緊密化す る と共に、一方 では分担化 の様相 を一

層強め てい る。 一国の地 方問題が、た ちま ちに して世界中をまき込む 事件 とな り、

又、国 際ブ ロックにおける東西 ・南北関係 は南 々問題さ らには先進国間において

も貿易摩擦 にみ られ る様 な構の 梁上 を著 らかに しは じめ、 かつて の様 な図式的国

際分類 は不可能 となってい る。

この様 な国 際情勢 の変動の中で、我国 と海外諸 国の関係 を友好 的に維持 ・展開

す るための方策 と して技術移転の重要性が認識されてい る。特 に転出依存性の高

い経済 構造 を もつ我国 に とって、 単 なる'物 ・の転出では貿易摩擦 にみ られ る様

に、 ・壁 ロに直面 してい る と言え、我 国製品 の輸 出競争 力の源 であ る高い技術 力

の移転 こそ、我国が囲まれ てい る問題 の解 決策 であるか もしれ ない。

技術移転 については、従来か らも世界の各国 ・各界において研究 ・検討が行 な

われてい る。 しか し、そ の多 くは技術移転 に関す る方法論 や体制論で あ った と言

える。 しか し情報的側 面か ら見 直 してみた らどうであろ うか。情報機能が技術移

転 において重要 な役割 を果 してお り、 一層の強化が 必要なのではないの だろ うか。

我 々は、 この様 な視点か ら本委 員会 を結成 し昭和54年 度 よb検 討 を続けて き

た。本年 は最終年 にあた り、 本報 告書 は最終報告書である。 ここでは、初年度及

び第2年 度 の報告書の内容 を紹介 した後 に本報告書 を要約す る。

「技術移 転を と りまく課題 」とい う副題 をつけた初年度報告書では、事例調査

を中心 と してい る。第1章 では 「技術体 系の移転 」と 「組織への技術移 転 」につ

いて、第2章 では事例 と して農業技 術、 ガラス ビン製造技術及び情報開発につ い

て、 第3章 では我国におけ る技術情報流通の現状、第4章 では国際技 術移転にお

け る情報の役割 についてそれそ≒れ報告 してい る。

「技術 移転の実態 と構造 」 とい う副題 をつ けた第2年 度報 告書 では、その社会

的課題(第1章)と して イラクとシンガポールの事例 を、 体制 的課題(第2章)

として 中国 の事例 をとりあげ、技術移転の構造 的検討(第3章)に ふれ た後に情

報 の役割(第4章)に ついて 報告 してい る。
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以上の成果を基に した最終年度 と しての本報告書は、 これ までの活動の総括 を

目指 し検討 を行 った結果 であ る。

第1章 では技術移転の 基本構造 を明 らか に してい る。技術移転は樹の移転に例

え られ る。 しか し、技 術は産業 の要素で あ り、技術 の選択の前に産業 の選択が必

要 とな る。技術の選択は技術 の特 質 と現地条件の適合性 に より、 技術 の定着は体

系的に行 なわれ る必要 があ る。一方、 技術移転は社会 的 コ ミュニケー シ ョンの1

っ で あり、文化 的波及か らの視点が重要 である。

第2章 では技術移転 を行 う主体別にそ の動機を分析 した。国際的視点 に よる超

国家 目的、政治的 な国家 目的、経済的 な国家 目的、 企業 目的、 個人 目的のそれぞ

れについて明 らか に してい る。

第3章 では技 術移転の課題 と して、移転 国の体制、移転国の産業及び技術 の レ

ベル、 技術そ の ものの特質、社会への定 着、移転のた めの情報流通について報告

してい る。

第4章 ではケース ・スタデ ィと して、援 助国が資金 を出 し、被援助国の研修 を

第3国 で行 う 「第三国研修 」、 先進国 間の技術移転 である 「産業協力 」、 外国入

に対す る日本語 教育の技術移転的側 面、 建築分野 におけ る技術移転のための情報

要素についてそ れぞれ報告 してい る。

第5章 では今後へ の提言 と して、以 上の議論を基 に して技術移転 を推進 するた

めには、共 同研究の体制 づ くり、 合意形成 のシステム作 り、情報 のス トック化 が

必要 であ り、 さ らには情報 システ ムの確立 が重要 である事を報告 してい る。
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序 章

地球 上の各地 に人類が住みつ き、そ こにそれぞれ の文化が興 り、それ らが互 に

接触 し、一方が他方を破壊 し、或い は吸収 し、 或いは相互に影響 を受け て変貌 し

つつ私達 の文化 はその発展の歩み を進めて来 た。技 術は、人間が 自然に対 して働

きかけ、人 間の持つ能力 を拡大 し、 自然には存在せ ぬ ものを造 り出す力が あるか

ら、 その習得 ・吸収は、文化 の接触の 中において常に大 きい関心事で あった。そ

して技術の移転 にお いては 、単 に技術のみが移転 する ことは歴史の中でかつて あ

り得ず、それ が例え原始社 会におけ る部族間での農耕や狩猟 の技術の授受で あっ

て も、部族間 の力 を背景 と して行 われ る ものであ り、それ に よってそれぞ れの部

族の因 習や伝統 とい う形 での文化の大 きい変化 を伴 な うものであった。

文化の接触 に よる相互 の文化 の変化 の様態は、双方の文化 を支え るそれぞ れの

社会の間 の、 力関係 に よって定 まって来 る もの である。

武力的 に強 い社会が、他 の社会の よ り高い技術 を箕奪す ることは、かつては世

の常の事で あった。近年にお いては、 第二 次世界大戦において、 ドイツの ロケ ッ

ト技術 を米国 とソ連 邦で奪 い合 って以来、姿 をひそめている。 しか し、 人間の長

い歴史の中で行われ て来た ことは、いつの時代 におい ても、そ の置かれた状況 の

中で、必ず起 り得 るのであ る。

私 達は この報告書 の中で、技術 移転 を広い視野においで把えてはいるけれ ど も、

工業 的先進 国か ら開発途上国への移転 を中心 に論 じている。その ような形でのみ、

文化の接触 を論 じ得 る ことは、私 達の住む世界が、 多 くの緊張の中にある とは言

え、平和 が保証 されてい る環境 の中 での文化 論で あ り、長 い人類 の歴史の中で恵

まれ たる時代に私 達は いるのだ とい うことを 自覚せ ざるを得 ない。

古代 オ リエ ン トで興 った文化は、東西両方 向に、そ れぞれ扇 形に移転 して行 く

中で、そのそれぞれ の土地 の文化 を吸収 しつつ、それぞれの土地の文化 となって

定着 して行 った。そ の様相 は、西への径路 と東への径路において大 きい違 いが み

られ る。
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西へ の流れにおいて、土地は比較 的平担 であ り、海 は あって も迂回路が あ り、

海峡 は狭 く、地 中海は穏 かな海 であった。 そのため、異 なる文化 の接触 は、交易

と武 力の衝 突 の相半ばす る中で行 われ、血 で血を洗 う中での文化 の交流 であ った。

強 い社会の、力に よる算 奪 の中 で多 くの技術 の移転が行 われた。

西へ の流れ において、特 に中国へ、そ して更に 日本へ の文化 の流れ は、 大 きく

様相 を異 にす る。西か らの文化 のイン ド亜大陸への流入 は、 ヒン ドゥーク シ、 カ

ラコルム、テ ィエ ン ・シャ ン、 ヒマ ラヤ等 々の山脈に よって遮 られ、 中国は更 に

広大 な不毛 の砂漠地帯 に よって隔 て られ、そ して 日本は大量 の軍隊を送 るには困

難 な潮路 の彼 方にあった。す なわ ち民族 と民族、異 なる文化 をもつ社会 と社会の、

直接の接触に よる移転が起 り得なか ったのであ る。

技術で あれ、文化 で あれ、その移転が送 り手の論理に よって行われ る とき、受

け 手の社会には多かれ少かれ、文 化 の破 壊 を 伴 う。 キ リス ト教文化 の欧州各地

へ の滲浸の過 程は、欧 州各地の土着の文化 の破壊 の上 に立 って行われた。それは

暗黒期 を通 して行 われ、 中世 に入 って異端弾 圧の形 をとって陰惨 に行 われ たので

ある。 この形の移転 は今 も、世界各地において行われつ つある。 しか し、移転が

受け手 の論理において行 われる とき、・力に よる纂奪に際 して送 り手社会 の破壊が

起 る ことはあるにせ よ、 受け手社会 の文化 の成熟は あって も破壊 には つ なが らな

い。特に、受け 手側の選択の中で行 われる とき、受け手 に とって移転 は健全 であ

る。

中国は、絹 を求め、陶磁器 を求 めてはるば ると来 る交易商人 を通 して流れ込む

異文化 を、選択 的に吸収 した。そ して内政の安定 した唐の時代(618～907)

には、 当時の欧州が吸収 した と殆 ど同 じ文化が長安に流入 している。それ と同時

に イン ドで小乗 と大乗 に分離 した仏教 も流入 している。

中国人は、それ らを極め て選択 的に吸収 し、 日本 はその中国人 の吸収 した もの

の中か ら、更 に選択 的 に流入文化 を吸収 したのであった。 この よ うな ことは、文

化の西へ の流れの 中にお いては決 して起 り得 なか った。欧州大陸にお いて、 ア ラ

ビアの砂漠において、地 中海の沿 岸において、 ア フ リカ大陸において、そ して近

年1ア メ リカ大 陸 に お い て、 い ず れ の 地 に お い て も起 り得 なか った。

一6一

ピ



●

日本文化の形成 は、地球 上の どの民族におい て も、そ のそれぞれの長 い歴史の

中において決 して起 ることのなか った過程を通 して、多 くの文化 を吸収す るこ と

の中で行 われた もので ある。そ して、その中で培われた文化 は長 い 日本民族の歴

史 の中で、他の民族 に移転 された ことはなか った。す なわ ち、文化の東への流れ

の中で、究極的なEastEndで あ り続けて来 たので ある。

西欧 か ら多 くの ものを学 び、そ の文化を、特に技術 を移植 し、それ を完全に我

が物 とし、そ して今やその中の多 くの場面において西欧 よりも優れた技術 を発展

させ ている。その意味に おいて、 日本 は受け手 の論理に立 った技術移 転の成功 の

典型的 な実例である。それ を、他の国にお いて再現 し得た な らば、恐 らくその技

術は、 その文化は、その 地に根づ いて行 くで あろ う。

西欧の文化 の移植は、そ の最 も代表的なキ リス ト教の善教 をみ ても、送 り手 の

論理 に立 ってい る。宣教 師は、そ の一生をその他 に捧げ、骨 を埋め る覚悟でその

地 に入 る。そ して最初 はそ の他 の住民 と同 じ生活 を し、そ の地 の建物 に住み、そ

れを教会 とす る。 しか し、 キ リス ト教の教 義に変 るこ とは ない。そ して普教が 進

ん だ とき、 その地に出現す る ものは、本質的に西欧風の教 会で あ り、宣教師は 自

分が西欧人 である ことを失 わ ない。 そ して更に学校 を建て、病 院を建 て、そ して

築 き上げ るものは、西 欧の文化の断片の模 写であ る。 これは技 術の移転 において

も全 く同様 である。そ して、資源や交通、軍事上 の何 らかの意義の ある地域に、

その周囲 とは隔絶 した西欧風都 市が 出現 し、その地 に西欧人は全 く西欧 風の生活

を営む。

これは、 日本 とは対照 的で ある。 日本 にお いては、流入 した仏教 です らそ の姿

を変え、多 くの原型 を留めて いる とは言え、 日本の風土 の中に溶け込んで いる。

そ して、私 達の心の 中に溶け込み、私達の心の世界 を造 り出 している。

そ の逆に、世界の各地 に移 り住み、その地の住民 と結婚 した西欧人は、その生

まれ育 った国の文化 を忘 れ去 る こ とは殆 どない。 しか し、第二次 世界大戦 におい

て東南 アジアの各地 に残 り、 その 地の生活の中に溶け込ん だ多 くの 日本人の中に

は、その地 に同化 して 日本語す らも半ば忘 れた人達 が多 くいる。 これ は驚 くべ き

こ とで ある。
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日本は、 第一次 世界大 戦后の委任統治領 に も、 またかつての植民地 にお いて も、

そ して第二次世 界大戦の 中での 占領地において も、 日本の文 化の強制的移植 を行

って来 なか った。西欧の 諸国の行 った ように、支配民族 の官庁建造物、教会、学

校、病院、住宅、市街、そ して教育 を徹底 的に押 しつけ るヒ とは なか った。また

部分的にそれを試み ても、殆 ど成功 してい ない。す なわち、送 り手の論理 に よる

文化の移植 には成功 していない。 これは、単に経験 不足 のみ が原因 とは考 え られ

ない。

日本人 は、受け 手の論理 に よる文化の吸収 において成功 した民族 で あると同時

に、 その本来の性質か らみて、受け手の立 場に立 って、みずか らの文化 を他 に移

転す ることにおいて優れ た民族 であるのか もしれ ない。 その地に同化 し、 自分が

日本人で あるこ とさえ も忘れ得 る とい うことは、みずか らの文化をそ の地 におい

て、その地の ものに し得 る能 力を持 ってい る証 左であろ う。

日本は他民族 と接 した経験が浅 く、国際社会 におけ る慣 習に もまだ慣れ ていな

い。そ して明治以降 も、つ い最近 まで文化 の受け手の立 場に立 って いた。今や、

少 しつつ、 い くつかの場 面 で送 り手の立場に立た ざるを得 な くなり、や っと 「交

流」 の場 に臨む ように なった。その意味 では、 まだまだ未 熟であ り、ア ジア、 ア

フ リカ諸国の中にあ って も、外交技術 的には後進国である。それが見 よう見まね

で文化 の送 り手 と して振舞 うとき、西欧風の送 り手の論理 に立 ってはな らない の

であろ う。本報告書 の中で展 開される多 くの角 度か らの議論 も技術 移転 の成功の

多 くの例において、受け 手の論 理 に立つべ きことを示 している。

私達 日本人 にお いて、 中国に、そ してイン ドか ら今や物質 的 な恩 恵は何 も受け

てい ない。 しか し、 私達 の心 を通 して、多 くの物 を受け入れ た中国文化に、 イン

ドの文化に、強 く結 びつ き、親 しみ を持 ちつづけ ている。 これは大切 なこ とで あ

る。 もしこれか ら、 日本 がみずか らの文化 を、みずか らの技術 を世 界の各地 に移

転 しようとす るので あれば、それは心の世 界を含めた、そ の他 の文化への移転 で

あるべ きで あろ う。

今 日日本 の技術 は、 開発途上国のみでな く米国 に、欧州 に移転すべ き時 とな り

つつあ る。米国 に、欧州 に 日本の工場 を造 り、現地の住民の失業を救わねば な ら
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な くな りつ つあ る。その とき、かつ て西欧が行 った ように、 日本式 の生活や 習慣

を押 しつけ るこ とは ないで あろ う。 しか し、 日本 人は、 その地の人達の考え方や

感受性 を理解す ると同時 に 日本 人の、最 も日本人 らしい考え方、感受性が その地

の人達に よって理解され なければ な らない。 日本人は送 り手 と受け手の双方の理

解 に よる、新 しい文化の創造 とい う、新 しい試み を全世界に展開 しなければ なら

ないので ある。
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第1章 技術移転の基本構造
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第1章 技術 移転 の基 本構造

本章では技術移転に関 して基本 的に考慮 してお くべ き事項 を述べ る。

●

●

1.1基 本概念

技術移転 とは新技術 あるい は革新 技術が一国か ら他国へ と移転す る事 であ る。

我 々はこの問題 を検討す るのに'樹 の移植"に 例え ると理解 しやすい と考えた。

つま り、樹 を技術 に例 えた訳 である。樹の移植 では、土壌 ・水 ・空気 ・温度 ・

天候等 のある周辺環境 の下 で育ってい る樹 を、異 なる環境 の下へ移 し換え を行

う訳 であるが、技術移転 も同様 に考え られ る。技術移転の場合 の周辺環境 とは、

企業風土、周辺技術 、精 神構造、文化等 と言 う事がで きる。 周辺環境が 同 じ場

合には"樹 の移植"は 容 易かつ確 実に、 っま り移植 した後 も順調 に根 づかせ る

事が で きる。 しか し、技 術移転の場合 は一般に周辺環境が異な り、確実 な移転

のためには、何 らかの方策が必要 となる。 ・樹の移植"と 同様に、樹(技 術)

を移転する相手の土壌に合わせて改良す る場合 と、移転す る樹(技 術)の 成 育

条件 に適す様 に相手の土壌改 良を行 う場合 がある。

移転の対象 である"技 術"と は、物 を創 り出 した り、変化 させ るための確立

された手続 であるが、特定の ある技術 は、それ単独では成立 してお らず、周辺

技術(つ ま り技術体系)や 文化的土壌 に支え られてい る。従 って本質的 な技術

移転 とは、技術 を支えてい る全 ての ものが移転 され る必要が ある と言え る。科

学技術の面に限 ってみて も、 当該技 術の周辺技術は もちろん、それ らの基礎技

術、 さ らには これ らの基 となる科学や教育 まで もが対象 となる。 しか し、 我 々

が 当面の対象 とす る発展途 上国への技術移転において、そ こまで望むのは実現

上困難 である。発展途 上国 にその技術つ ま り生産体系が根づ いて、拡大再生産

可能 な状態 となれば、その技術移転は成功 した とみて よいであろ う。

技術移転 を考え る時に必要 な事は産業 との関連で ある。技術は産業活動の要

素の1つ であ り、一般に技術移転 はその国の産業活動の一面 としての技術 を支
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接する事 になる。従 って、 まず最初に考慮 すべ き事 は、その国の産業基盤や経

済的土壌か ら評価 した適正 な産業の選択 である。っ ま り、不適格 な、 その国で

は成立 し得 ない産業が選択 された場合、技術移転が確実に行 なわれて も、 その

技術 を活用すべ き基 の産業が活動せず、技術は 消えて しま う結果 となる。その

国の経済発展 レベルや産業構造 等の十分 な検討 に よる適正 な産業の選択が必要

となる。

産業の選択が行 なわれれば、次に必要 となるのが技術の選択 である。産業 と

は市場 の要求す る製 品をつ くるのが 目的であ り、 そのために限度のある資本、

労働力、原材料を使 って活動 を行 う。 これ らを結びつけ る'のが生産 であ り、その

ために技術 があ る。 同一、 又は同種の製品 を作 るに も様 々な製造法(技 術)が

ある。従 って、 その産業の与え られた条件に最適 な技術 を選ぶ事が重要 となる。

この とき、最適 な技術が必ず しも移転側 である我国等先進国にある とは限 らず、

そ の場合は中間技術の開発が必要 となる。

技術 の選択が行 なわれれば、技術移転 の実施 が始 まる訳 であ り、移転技術 を

相手 側に定着 し、根付 かせ、育成す るための方策 が必要 となる。定着 のための

方策では、技術 の特質 を考慮 しつつ、移転 に関連 す る人 々が確実に実施 で きる

体系的方法論 が必要 となる。

技術移転 も社会 的 コ ミュニケー ションの一 つであ り、送 り手(移 転側)と 受

け手(被 移転側)が あ り、送 るべ きメ ッセー ジ(技 術)と その伝達方法が ある。

これ らの コ ミュニケー シ ョンは送 り手、受け手の文化的土壌 の上で行なわれ る

訳 であ り、技術 のみに と らわれ ない社会 ・文化的視野の考 察 も必要であ る。

技術 移転は、 移転技術 が根 をは り、実 を結んで い くとい う様 なエ コロジー的

発想に よる長い タイムスパ ンの評価が必要 であ り、近視眼的評価 は避け るべ き

である。以下の各館 では 上述の事項 を詳説す る。
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1.2産 業移転 とその条件

前節で述べた様 に技術移 転 を行 う前に、 まず産業移転 についての考察が必要

となる。以下では、 この視 点か らみた産業構造の様相 と、産業選択 及び リーデ

ィング ・インダス トリーについて述べ る。

`

1.2.1世 界的 な産業構造同質化の進展

先進国 と発展途 上国 にお・い て経 済 の規 模 較 差 は 著 しい ものが あるが、そ

の中味の産業構造で は どうであろ らか。鳥居教授(慶 応大学)の 報告に よれ

ば、先進国、 中進国、発展途 上国、東欧圏諸国の産業比較にお いて、生産額

規模 は著 し く異 な って い るが、生産額の産業構成は非常に類似 してい るの

である。生産額 の大 きい産業 群 を並べ る と、食品加工 ・繊維、機械、鉄鋼 ・

化学 の順になる。 もちろん 、 この傾 向は発展途 上国においては数 力国 を合計

した値 で、 つま リマク ロに見て言える事 であ り、発展 途上国の個 々の国では

類似 してい ない。 しか し、 タイ ・マ レー シヤ、 フィリピン等 中進 国一歩手前

の国は比較的類似 してい る。つ ま り、経済発展が進む程、産 業構造 が類似 し

て くる と言え る。

この傾向はいか なる理 由に基 くものであろ うか。産業革命 以降の経済発展

において出現 して きた産業 を、初期において主導的役割 を果 たす 「初期産業」

(食 品等)、 それ らにつ いで出現す る 「中期産業」(機 械等軽工 業)、 工業

化進展 に伴い 出現す る 「後期産業」(重 化学)に 分類す る事がで きるが、 上

述の類似傾向は この流れ に世界 中が沿 ってい ると言え る。 これは、初 ・中 ・

後期産業が、 国は異なっても経済発展に 伴い、①需要構造が似て くる、②投資

収益構造 が似て くる、③所得弾 性値の順位が似て くる事 に よる と考え られる。

亀

ここで、 「初期産業」、 「中期産業」、 「後期産業」 の概念 を鳥居教授論

文(脚 注参照)よ り引用 してお く。

「初期産業 とは、(1)必 要度 の高い最終需要財 を生産す る産業 で、②所得弾

性値が比較 的小 さ く、{3}比 較的小 さな前方連 関効果 と、(4)比較 的大 きな後方
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連関効果 を持 ち、(5)単純で在来的 な生産技術 を用いて、(6}労働集約度が高い

産業群 である。具体的 には、食 品加工、皮 革、繊維等の産業で、 これ らの産

業は、そ の経済的特質 か らして、低賃金労働力が無制 限に得 られ、投 資や輸

出に対す る政策 的インセ ンテ ィブが与え られ るとい う条件 の下 では、 容易に

国際競争 力を獲得 して海外輸 出市場 を拡大す ることが 出来 る。」

「中期産業 とは、(1)或 る種の最終需要財や初期産業 に とって必要 な中間材

を生産す る産業 で、②所得弾性値 が大 き く、(3)前方連関効果 が大 き く、{4)後

方連関効果 も大 き く、(5}よ り高度の労働 力を必要 とし、⑥初期産業 よりは資

本集約的 で、(7)大 きな市場 を必要とする、等の特性 を持 ってい る。金属加工産

業、軽機械工業、 ゴム ・木材 加工、家具等の産業が この分類 に属す。一 部の

化学(フ ァイ ン ・ケ ミカル)や 石油精製産業 も特性的には この部類に属する。

これ らの産業は、その特質か らして、国内市場だけでは な く、海外輸 出市場

に依存す る傾向が必然的 に強 くなる。」

「後期産業 とは、(1)主 と して初期 ・中期産業が必要 とす る中間財 と、 ご く

一部の高度 の最終需要財 を生産 す る産 業で、②所得弾性値 が高 く、(3)前 方連

関効果が大 き く、④後方連関効果 も大 き く、㈲高水準の複雑 な生産技術 を必

要 とし、⑥ 資本集 約度が極 めて高い、等の特性 を有する。具体 的には、紙パ

ル プ、鉄鋼、金属精 錬、 重機械、基礎化学等の中間材産業や 資本財産 業 と、

アパ レル、 印刷 ・出版等の最終需 要財産業が後期産業に属す る。」

「『前方連関』 とは当該産業の製品が他の諸産業 の原材料 と して用い られ

るとい う相互依存 の関係 である。 『後方連関』 とは、 当該産業の生産 を行 う .

ため に他の諸産 業の製 品を原料 として需要す るとい う相互依存の 関係 である」

,

今後、世界経済の発展 に伴い、先進国か ら発展途上国 まで産業構造が ます

ます共通 して類似化す る傾 向に あると予想 され る。する と、産業移転 の視点

か らの問題点は、 この類似化傾向 に遅れ ないための産業選択 であ り、その国

の産業構造 を概観 した 上でそ の透 き間を埋める産業選択である。(現 実 に、

「世 界経 済 の秩序 とネ オ ・ナ シ ョナ リズ ム」地 球 社会 へ の展 望 、1980、 日本生産性本部 を参考
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リビアでは鉄鋼業 を有する様に なって以降、産業構造が類似 して きている)。

さ らに、技術移転の視点か らの問題は、その国の経済規模 に適 した技術の選

択 である。前述の様に、先進国 と途 上 国 では経 済 規 模 が 著 し く隔た ってお

り、先進国の技術 をそのま ま移す事は困難 である事が多い。 同 じ技術構造の

ままで小規模用に変更 して移す事は可能か、 受入国側の制約条件 に適合 させ

て技術 を改善す る事 は可能か等 とい う問題 となる。

1.2.2産 業選択 とその要素

産業 の選択 を行 う場合に必要なのは、 その国にお ける当該産 業発展の今後

の見通 しである。その判断基準 は次の3つ の条件 に求め る事 がで きる。

① 国内需要が あるか

(民 需及 び軍需 の面か ら)

② 関連産業 が存在す るか

その国の所得水準 に代表され る経済発展 水準 及び産業構造 の現状 の評価

より、 どの様 な関連産業が存在 し、 又、 今後展開 しうるかの判断 が必要で

ある。産業連関 の中味 と しては、原料 の調 達方法、 中間材 ・素材 の調達方

法、及び これ らを海外 より購 入 した場合 で も経営維持可能か どうか、 さ ら

に建設資材箸初期投資に必要 な資材 の調達 法に関す る判断 を行 う必要が あ

る。

③ 海外販路が あるか

海外市場が あ り販売が可能であるな らば その投 資の見通 しは有力である。

例 えば、韓国の繊維産 業はその好例 である。

市場 に関 しては、加工貿易の様 に海外市場 のみ を対象 と した もの もある。

現実 には、 この3つ の条件の どれ に も適合せず、 為政者のモニ ュメン トと

して行 なわれ る場合 も少な くない。

当該発展の見通 しについて判断す る時に重要 な もう1つ は産 業基盤形成、

経済発展の見通 しである。経済発展があまりにも人為的に行 なわれている とそ

の見通 しは不安が ある。 しか し、 当初 は人為的であって も完成 時には校正 さ ・

■
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れる場合 もあ りそ の判断は困難である。 サ ウジアラビアの例 であ るが、都市

建設が盛んに進め られそのために膨大な資材が必要 となる。 資材 は 当然なが

ら輸入 に より調達 され るが、そ の うちに間に合 えば高 くて も国 内で調達す る

必要が生 じ、 ス トックが生 じて くる。 これ がある程度の規模 となる と、 この

ス トック された資材 を使 った組 立産業が成立 し得る様に な り、産業形成の芽

が 出て くる。 ある程 度の量の資材ス トックが 出来 るとい う事は、 国内生産 を

して も需要が存在 して産業が成立 しうるとい う事 である。つ ま り、 この場 合

は人為的 に、都市開発 を行 う事に より、政府 が意識 しなか った産業基盤形成

が行 なわれ た事 になる。 サ ウジア ラビアの場 合は、今後 も同様 に経済発展が

期待 で きるか ど うかの課題 は あるが、期待で きると判断す るのであれば、今

後の産業 展開は先進国 の例か ら予測 しうる もの となろ う。

産業基盤形成には、サウジアラビアの例にみ られる経済性に任せて形成 してい く場

合 と、社会主義国の様に政府の計画に より進め てい く場合 と、発展途上国の

状況が非常に沈滞 していて産業群 として集団 で進 出す る必要 がある場合等が

あるが、いずれ に しろ、その国の経済及び産業活動の ダイ ナ ミズムを見直す

事 が重要で あ り、産業構造か らの視点に よる産業移転の認 識 を移転 側、被移

転側双方が持つ事が重要 である。

θ

1.2.3リ ー デ ィ ン グ ・イ ンダ ス トリ.

リー デ ィ ン グ ・イ ン ダス トリとは そ の国 の 経 済 発 展 の原 動 力 とな る産 業 で

あ る。 産 油 国 の 場 合 は 油 で あ り、 オ ー ス トラ リア では 鉱物 資 源 で あ る と言 え

る。 東 南 ア ジ アの 中 進 国(韓 国 、 台 湾、 香 港 、 シ ンガ ポー ル 等)で は、 対 米

輸 出基 地 と して の エ レク トロニク ス産 業 で ス ター トし、 これ が 他 の産 業 を引

っぱ って きた と言 え る。 つ ま り、 東 南 ア ジア 中進 国の 場 合 は、 輸 出 して稼 い

だ 資金 を国 内 資 本 材 に投 入 して経 済 発 展 を遂 げ た訳 で あ る。

リー デ ィン グ ・イ ンダ ス トリの移 転 に よ り周辺 産業 が 自然 に 育成 さ れ る場

合 もあ る。 移 転 当初 の 必 要機 材 輸 入 が 国 内調 達 に徐 々に代 替 され て い き周 辺

産 業 が 育 成 され る。 マ レー シ ア ・マ ラヤ ワ タ製 鉄 所 はそ の 良い 例 で あ る。
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技術移転において重要なのは、 リーデ ィング ・インダス トリとすべ き産業

が輸出市場指向か、国内市場 指向か とい う事である。 この問題は次姉で述べ

る技術選択 と関連す るが、 輸 出指 向の場合は海外市場におけ る競争力確保の

ための技術 選択が必要 であ り、国 内指向の場合は国 内の技術 レベル等 を考慮

した 中間技 術 を選択す る事が可能 である。

韓国の繊維産業 の場合 は、最 先端の技術 を導入する事 に より輸 出競争 力を

確保 してい る。我国 の紡績工場は最大で も約20万 ス ピン ドルであ るが、韓

国では当初か ら平均20万 ス ピン ドルであ り、最大が40万 ス ピン ドルであ

る。 当初か ら国内市場 をあてにせず、輸 出市場のみ を目標 と して最先端の大

量 自動 高速紡績設備 ・技術 を導入 したの であ り又、それ を受入れ る土壌が必

要で あった。

一方
、 マレー シアのマ ラヤ ワタ製鉄所 は これ と正反対 で、輸 出市場は 当初

か らまった く考 えていない。1967年 にス ター トした時は 月産1万 トンであ

り、その製品である ラウン ド・バーは建設 資材 と して使 われていた。その技

術 は、受入側の土壌 を考慮 して開発 した中間技術であったが、 移転技術は根

をお ろ し、周辺産業 を育成 し、 リーデ ィング ・インダス トリと しての役 目を

果 してい る。

その産業 を リーデ ィング ・インダス トリとす るか どうかの判断 も重要 であ

る。その国の経済発 展の原動力 とす るとい うマク ロな判断 は必然的に政府ベ

ースの もの となる。 従 って、政府(我 国又は相手国)が そ う判断すれば、 ど

の様 な状 態になって も経営 を維持 しようとす るだろ うし、又、民 間企業であ

れば見通 しが 良 くない場合 に近視眼的 に中止 して撤退 して しま うか もしれな

い。 どち らも不 自然 な結果 とな って しま う。

,

■
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t.5移 転技術の選択 とその条件

産業移転 の視点か らの検討の次に行 なわれるのが、移転すべ き技術 の選択 で

ある。

1.3.1産 業 と技術

技術 は産業の中の1つ の個別アクテ ィビテ ィーであ り、そ の産業の特性 を

非常 に強 く有 している。但 し、同一産 業内において同一製品 を作 る場合 で も

様 々な生産方法が存在 す る。 これが技術の位置付である。

産 業の成立基盤(原 材料供給、労働力、 製品市場等)が 十分であれば、そ

の技術 も生き残ってい くはずである。 しか し、技術 自身に も資本集約的 とか労

働集約的 とかの性格 を有 してお り、その選択 を誤 まると育つべ き産業が育た

ない事 もある。

技術 自身の性格 としては、その技術が成立す るための条件 と、技術 の結果

である製 品の成立す る条件 とが あ り、 これ を技術の入 力条件 と出力条件 と名

付 ける事 にす る。

技術の入力条件 と しては次の カテ ゴ リが考 え られ る。

① 資本 レベル

資本 をどれ だけ必要 とす る技術 であるか とい う事で、大規模生産 を対象

とした技術か、小規模生産を対 象と した技術か と言 う事 もで きる。

② 労働の レベル

労働 力を量 と して どれだけ、質 と して どれ だけ必要 とす る技術 であ るか

とい う事 である。 労働集約生産 を対象 と した技術か、省 力化生産 を対象 と

した技術か、又、非 熟練労働者対象か、熟練 労働者対象か とい う事 に なる。

③ 資源 の レベル

資源の量 と質 を どれ だけ要求す る技術 であるか とい う事 である。低廉大

量な資源 を必要 とす るか、高品質 資源 を必要 とするか とい う事 になる。

④ エネル ギーの レベ ル

エネルギーの量及 び質 についてであ り、 アル ミニウム精錬の場合 は大量

r

-21一



低廉 な電 力が必 要であ り、 同期モー タを使 う設備 においては電 力の質(電

圧 ・周波数の安定性)が 問題 とな る。

⑤ 技術の レベル

必要 な周辺技術の レベルであ り、 必要 な部品の問題 で もある。部品の品

質、信頼性や測定、検査技術 に前提条件が ある場合は重要な問題 となる。

ノ

技術の 出力条件 としては入力条件 と同様 に考え る事がで きる。

① 資本制約の レベ ル

製品が受け入れ られ るのに必要 な資本の レベルで ある。市場の資本規模

に適さない製品 は受け入れ られ ない。例 えば、小規模農業市場においては

小 型の農業機械 でない と資本制約か ら受 け入れ られ ない事 となる。

② 技術制約の レベル

製 品が受け入 れ られ るのに必 要な市場 の技術 レベ ルである。例えば市場

の技術精度 より格段 に低い製品は使 われ ない し、反対に格段に高 くて もコ

ス ト的に不利 となる。

③ 資源 ・エネルギー制約の レベル

市場の要求す る資源 ・エネルギー レベル と適合 しない多消費型製品は到

底受け入れ られ ない結果 となる。

④ 市場規模 の レベル

製品が コス ト的に成立 しうるのに必要 な市場規模 である。

技術の選択において必要 なのはその分類区分である。 しか し技術移転の視

点か らの技術分類 は明 らか になってお らず、先進 国において使 われている既

存の分類か ら選 ぶか、 又は先進国に ない中間技術 を開発す る事 とな る。

1.3.2技 術の先進性 とその波 及

移転技術の選 択 において判断すべ き事項 の1つ として、技術の先進性 の問

題が ある。先進的最新技術 を移 転すべ きか、基礎的成熟技術(中 古技術 とみ

られ る事 もある)を 選ぶか とい う事 である。例えば、金属加工技術の移転に
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おいて、最先端のNC工 作機 を持 ってい き直ちに稼動 させ る場 合 と、汎用工

作機械 を持 って い き トレーニングす る場合 とが ある。NC工 作機 を持 ってい

った場合、金属切 削についていわば ブラックボ ックスを持 ってい った事 にな

り、本質的技術 開発 力につい ては人的な技術養成 も含 め期待で きない と言え

よ う。 しか し、 輸出指向型 の リーデ ィング ・インダス トリの場合、汎用工作

機 を導入 して、 トレー ニングか ら始めてい く場合には時 間的 に間に合わない

事 もある。

従 って、技術の先進性の判断は次の様 になる。先端技術 で もよい場合は、

輸 出市場指向 で、①製 品が 出来れば よく、②技術の発展可能 性には期待せず、

③移転国に対す る技術依存性(ブ ラックボ ックスの中味 については依存せ ざ

るを得ない)は 持続 して もよい ケースであ る。 又、基礎技術の方が よい場合

は、国内市場 指向で、 ①国内の技術発展 を目指 し、②国 内人材育成 を目指 し、

③移転国に対す る技 術依存性の解消 を目指す ケース と言 える。

技術移転に関連 して問題 となるブー メラン効果について も、 上述の どち ら

の ケー スであるかに より内容は異な ってくる。市場は先進国にあ るので、輸出

指向で先進技術 を導入 した ケースにおいてはそ の製品が直 ちに ブー メラン効

果 を引 き起す可能性が 高いが、半面 では ブラ ック ボックス とい う弱点を持 っ

てい る。国 内指 向で基礎的技術の導入 を行 った場合は ブー メラン効果は直 ち

には起 きないが、技術 が定着 して地力をつけて くると手強 い競争相手 となる

恐れ もあ る。

もう1つ の技術 カテ ゴ リーに中間技術が ある。 中間技術 とは、先進国には

ない、発展途 上国 の水準に適 した適正技術 と も言え る。 前出のマ ラヤワタ製

鉄所の場合は中間技 術 であ りなが ら、立派に リーディング・インダス トリの役 目

を果 してい る。 しか し、中間技術が国際市場において優 位 な例は工業製品、

つ まり大量 生 産 に 関 しては 稀 であ り、 自ら国 内 指向の もの とな る。又、中

間技術 とは先進国の技術 を途上国 の低い労働 力や少ない資本において活動 しう

る様 に改 良された もの とも言えるが、 この様 な装置や設備の供給者 が殆ん ど

な く新たに開発 を行 わ なければ な らない事が 多い。
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1.3.3労 働 力 と技術 レベ ル

技術移転相手国 の労働 レベル も重要 な要素である。熟練 労働者 を対象 とす

るか、非熟練 労働者 を対象 とするかに より技術の選択が必要 となる。

熟練労働者 があま りい ない所へ、技能 として複雑 な技術(設 備)を 持って

いって も、動かす事 が で きない。従 って早期稼動を第一 に考え るのであれば、

高度 なシステムを持 ってい き非熟練 労働者 で も動かせ る方が 良い とい う考 え

になる。 しか し、 この方 向はオー トメー シ ョンに進 展 してい くため、発展途

上国の技術移転の1つ の 目的である労働需要確保の面では逆 効果 とな り得 る。

一方では、非熟練工 を養成 し、 熟練工 となる と会社 をやめて しま うとい う

例がある。止めた熟練工 が地 元企業 に就職 し技術伝達が行 なわれ るとい う半

面、止め られた企業 においては、 非熟練工の養成効果の点で あ きらめて しま

うケース もある。

我国 の労働状況 と比較 して大 き く異 なるのは、労働 力の等質性で ある。我

国の場合 は教育程度 も高 く、平均化 しているが、発展 途上国においては相当

バ ラツキがあ り我国 と異 な った様相 を示 してい る。

一例 と して、 タイの 自動車工業 において、 トヨタでは生 産 ライ ンにおいて

ベル トコンベアの導入 を止め、台車 での運搬 を行 ってお り順調に成功 してい

る。 しか し、 同国 フォル クス ワーゲ ンではベル トコンベア システムを導入 し、

行 きづまって しま った。ベ ル トコンベア システ ムでは、労働 力 として同質か

つ時 間観念の確立 した もの を前提 としているため、 この条件 を有 しない労働

力においては行 きづ まって しま う。 タイ ・ トヨタの場合 はこの様 な労働 力 レ

ベル を見通 して、 これに耐 え うる運搬 システムとして台車 を採 用 した訳 であ

る。

労働 力供給の面に おい て も、必要 な レベルの労働力 を現地において確保す

るのは困難 な場合が 多い。 しか し、 マ ラヤワタ製鉄所の場合はその稼動 に伴

い、大学に関連専 門学部 が設置され、数年後には卒業生 を採用す る事が出来、

熟練工 として会社 を止め地元企業に移っていった工 員もその企業の技術 レベル

向上を通 じて労働 力 レベルの 向上の効果 を生んでい る。一般 には、我国企業
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は欧米系企業に比 して現地化 を積極的に進め労働 力 レベル を向上させ る事 に

より成功 している と言 える。

■

1.3.4メ ンテ ナ ンス技 術 の 評 価

メ ンテ ナ ンス技 術 は 移 転 が 困 難 な技 術 の1つ で あ る。 従 って 、 そ の見 極 め

が 必 要 とな る。 つ ま り、 メ ンテ ナ ンス技 術 の レベ ル に よ り移 転 す べ き技 術 が

異 な って くる。 例 えば 、 メ ンテ ナ ンス ・レベル が 低 い場 合 は、 メ ンテ ナ ンス

を あ き らめ、 壊 れ る ま で使 う機械 を持 って い く事 が あ る。 製 品 の 輸 出にお い

て は この 選 択 が 通 常 な され 、 自動 車 の場 合 に は輸 出国 の メ ンテ ナ ンス ・レベ

ル に 応 じて電 子 装 置 を使 った エ ン ジ ン と使 わ な い通 常 の エ ン ジ ンの 輸 出 を区

別 して い る。(し か し、 輸 出先 では メ ンテ ナ ンス技 術 レベ ル に関 係 な く先 端

技 術 を好 む例 が 多い 。)

補 修 用 部 品 の金 額 は 生産 用 の 約半 分 と一 般 に 言 わ れ て い る。 従 っ て、 メ ン

テ ナ ンス を現地 化 す る事 は、 補修 用部 品 の 分 だけ経 済 規模 を拡 大 す る事 とな

り好 ま しい と言 え る。 従 って 、 メ ンテ ナ ンス技 術 が 既 に 存 在 す る国 には、 そ

れ を前提 と した技 術 を選 択 す べ きで あ る。

,

1.3.5技 術 の周辺 とそ の移転

技術の周辺 にはそれ を支えている企業土壌、周辺技術等 が存在 してお り、

本質的 には これ らを含 めて移転対 象 として検討すべ きである。従 って、技術

を支え る基本的な体 系 と しての学術 を移転 す る事が重要 であ り、特 に応用力

を確保す るには必 要で ある。

学術、 サイエンスの移転は教師、教材等 を用意すれば さほ ど困難な もので

は ない。 しか し、 サ イエ ンスはそれ単独 では存続 しえず、技術 があ り、生産

が あ り、工場において発生 して くる技術 マイン ドがあ って支え られ るもので

ある。途上国への技術 移転 は、 まず使 う技術が移転 し、 次いで メンテナンス

技術やエ ンジニア リン グ、 最後 にサイエ ンス とい う順序で行 なわれ る。つま

り、技術の発展の歴史 と逆に行なわれ る訳 であるが、 徐 々に水準 を上げてい
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くのが賢明 と言え る。 これは、 我国の現状 をみて も未だ テクノ ロジーの レベ

ルであ り、 サイエ ンス レベ ルは今後の課題 である事か らも理解 で きよう。又、

前述 の移転が困難 と言われ る メンテナ ンス技術 につ いて も生産技術 があって

こそ芽吹 き育成 され る ものである。

技術移転 において、欧米 と我国 とでは方策が異 な っている点が ある。欧米

の場合は、 自分達 の技術 をそのまま持 ってい く発想が強いが、我国の場合は

そのま まではな く何 らかの改良を前提 とした発想 を している。 これは、我国

が技術導入 を した際 にその ままを受入れず 自分の環境に合致す る様に改良 し

た経験か ら来 てい る もの と考え られ る。

この様に、技術 の移転 にあた ってはその周辺 を含め移転 す るか、又は周辺

を考慮 して技術 を改 良するかの検討 が必要 であ り、周辺環境の整備 には自か

ら順序が ある とい う事 を認識す る必要が ある。

1.3.6技 術移転 のパ ター ン

(1)移 転技術 の レベル と受入側環境

図に示す様 に、 縦軸に技術 レベル、 つま り高度 で総合的か、低度で部分

的な技術か を区分す る。横軸 としては、 移転技術の受入側環境が変化する

か どうか(ア クセプ タンス ・レベル)を 区分す る。す ると、 中心 に移転技

術 を置いた時に この4つ の領域 の どこに行 くかに より技 術 を区分す る事が

で きる。

① 品種改 良型

移転技 術が高度 ・総合的であ り、 これ を受入側 で 自分の環境 に適す様

に品種 改良 を行 う場合 である。 我国が欧米か ら技術導入 した例 において

は この様 な ものが多い。つ ま り、我国の技術水準が高いため、導入技術

を改 良 して適合化 させ る事が必要 となる。 この様 に、品種改良型移転 を

可能 とす るには受 入側の技術水準が高 くなけれ ばな らない。

② 短期パ ー ツ型

移転技術 は低度 ・部分的 であ り、 これ を部品 と して短期に組み込ん で

ワ
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,

しま う場合 である。 部品であ るか ら、外部導入の方が コス ト的に有利 と

判断 された場合 に この型 とな り、その導入に よる受入側の環境変化 はな

い。① と同様 に受 入側の技術水準が高 くなければ な らない。

③ 逆 輸 出型

移転技術 は高度 ・総合的であ り、受入側の環境 を移転 側に対応 して変

化 させて しま う場合 である。 この場合は、移転側において受入可能 な製

品が作 られ る事 とな り、 ブー メラン効果に よる逆輸 出の可能性 が高い型

となる。

④ 環境移転型 ∵

移転技術 は低度 ・部分的であ り、受入国側の環境 を変化 させ る場合 で

ある。 先進国 か ら途上国へ の技術移転 は、途上国の技術水準が低いため、

この ケースが多い。

技術 レベル

高度 で

総合的

1
低度で

部分的

環 境 は変 わ る 環 境 は変 わ らない

図1.2技 術 移 転 の パ ター ン

アクセ プタンス
レベル

ア ク セ プ タ ンス ・レベ ル の例 と して 品質 の 許 容度 を考 え た 場 合 、"環 境

が変 わ らない"場 合 は 品質 許 容 度 を 自分 の レベ ル に合 わせ て しま う事 で あ
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り、"環 境 が変 わ る"場 合 は 品 質 許容 度 を変 え て い く事 に な る。 我 国 か ら

途 上国 へ の 移 転 に お い ては 、 我 国 の 品質 を現 地 に お い て 維 持 す るのは 困 難

な 場合 が 多 く、 最 低 品質 レベ ル を徐 々に 向 上 させ て い く事 に な る。

② ハ ー ドウ ェア ・ソ フ トウ ェアの 複雑 度

図 に 示す 様 に、 ハ ー ドウ ェア ・ソ フ トウ ェア の複 雑 度 を縦 横 軸 に とっ た

場 合、 一 般 に途 上 国 技術 は左 下 に位 置 す る。 つ ま り、 ど ち らも簡 単 であ る。

ハ ー ドウ エ ア

単 純

(欧 米型) 5複 雑

☆
A 矛 ☆
l
lB

D/1』
//'
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一
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./C
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ノ

1プ /一
1/ /

1/ /
/

/

1/
!

!
/

1/ !1

1!,!レ
,'
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ひ 一ー ー一

一 一 ー ー 一 一_☆(昔 の 日本 型

A
発展途上国

Ψ 単 純

ソフトウエア

複 雑

図1.3技 術 移 転 の ル ー ト

現 在 の 我 国 は ハー ドウ ェア(装 置)も 、 ソ フ トウ ェア(使 用 法)も 複雑

な もの が 多 く、 図 の 右 上 に位 置 す るが、 昔 の 我 国 は ハ ー ドウ ェアは 簡単 で

ソ フ トウェア は 複 雑 で あ り図 の右 下 に位 置す る。 一 方、 欧 米 では ハー ドウ

ェア は複 雑 だ が 、 そ の ソ フ トウ ェア(使 い 方)は 単 純 で あ り、 図の 左 上 と

な る。 途 上国 の 技 術 を移転 技 術 に よ り変 化 させ る場 合、 図 に お い て どの ル
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一 トをた どるの か に よ 択 移 転 方 法 は 異 な って くる。

具 体 的例 と して計 算 用 具 につ い て考 え て み る と、 昔 の我 国 の計 算 用 具 で

あ った ソ ロバ ンは ハ ー ドウ ェアは 単 純 で あ るが、 ソ フ トウ ェア は複 雑 ・高

度 で あ る。一 方、 西 欧 で使 用 され た 歯 車 式 計 算機 で は、 ハ ー ドウ ェアは 複

雑 で あ るが ソフ トウ ェアは 簡 単 で あ る。 現 在 では 双方 にお い て電 子 式 卓 上

計 算 機 が 利 用 され て い るが 、 最近 の我 国 の電 卓 では プ ログ ラ ミン グ可能 な

もの が 普 及 して お り、 ソ フ トウ ェア が 複雑 な もの が増 加 してい る。

(3)移 転 終 了 まで の 時 間

移転 技 術 を、 目標 レベ ル に達 す る まで の 時 間 に よ り区 分 す る もの で あ る。

図 のAは 短 期 間 で レベル に 到達 で きる技 術 で ハ ー ドウ ェア は複 雑 で も ソフ'

トウ ェア が単 純 なケースである。Bは 積 み 重 ね方 式 に よ り比 較的 速 く達 成 で

きる技 術 で あ る。Cは 基 本 原理 を理 解 した 上で 達成 可 能 な技術 で あ り、 あ

る程 度 の期 間 を 必要 とす る。

現実 の技 術 移転 で は、 このA、B、Cが 一緒 に な ってい る例 が 多 く、 ど

の タ イ プか をみ きわ め、 又 、 途 中経 過 に お いて 相 互 バ ラ ンスの 留 意 が必 要

で あ る。

技術 の 達 成度

目標
レベ ノレ

(A)

/

(B)

/
/

./

/

(C)

図1.4技 術 移 転 の 時 間

時間
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1.4技 術 定 着 とそ の 条件

(1)移 転 す べ き技 術

移 転 す べ き技 術 は ① ソフ トウ ェア、 ② ハ ー ドウ ェア、 ③ ス キル、 ④ リー ダ

シ ップの4要 素 で あ る。 これ ら4要 素 は 独立 してい るが相 互 に 関連 づ け て こ

そ 実 質 的 な技術 移 転 が 可 能 とな る。 これ らの 関係 を図 示 す る と下 図 の 様 に な

る。

Systemati
zation

'

Leader-'

ship ..

Standardi-

zation

Mainte-

nance

図1.5Transferす べ き 技 術

ソ フ トウ ェア とス キル を結 びつ け るの は 知 識 で あ る。 ハ ー ドウ ェア とス キ

ル を結 び つ け るの は訓 練 で あ る。 ソ フ トウ ェア とハ ー ドウェア を結 ぶ のは デ

ザ イ ンで あ る。 リー ダ ー シ ップ と ソ フ トウ ェア を結 ぶ もの は 体 系 化 で あ り、

ハ ー ドウ ェア と結 ぶ もの は メ ンテ ナ ンス(ハ ー ドウ ェア に対 す る)で あ り、

ス キル と結 ぶ もの は標 準 化 で ある。 さ らに、 デ ザ イ ンが あ り、 そ れ に よ り作

、
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成 され た ハー ドウ ェア の メ ンテ ナ ンスが あ り、 そ の た め の トレー ニ ングが あ

り、 標 準 化 が 必 要 とな り、 この た めの 知識 が必 要 と な る とい う関係 に あ る。

② マ ニ ュア ル とそ の 限 界

技 術 移 転 の手 段 と して マニ ュアル が作 成 され るが 、 この 方 法 に は 自 ら限 界

が あ る。 マ ニ ュア ル 化 が 可能 な部 分 は理 屈 の な い 部 分 つ ま り繰返 し行 な われ

る部 分 で あ り、 大 量 生 産 設 備 に適 して い る。 繰 返 しの な い、 故 障 等 トラ ブル

シ ュー テ ィ ングの マ ニ ュアル化 は困 難 で あ る。 マ ニ ュア ル化 が 可 能 な もの は

ハ ー ドウ ェアや トレー ニ ングに 関す る もの で あ り、 例 え ば ソ フ トウ ェアは知

識 で あ リマ ニ=ア ル で は伝 わ らず 他 の 方 法、FacetoFace等 で行 な われ る

事 とな る。

{3)ト レー ニ ン グ

トレー ニ ン グは 前述 の4要 素 に つ い て行 うが、 次 の点 につ い て 明 らか に し

て お くべ きで あ る。

① 指 導 対 象 者 の レベ ル

② 訓 練 の 方 法

③ 期 間 と頻 度

④ 指 導 者 の レベ ル

ソ フ トウ ェアに つ い て の、 指導 対 象 者 は 現地 マ ネ ー ジャー や ス タ ッ フで あ

る。 知 識 の 移 転 で あ り、 講 習 会 方式 等 で トレー ニ ングが 行 なわれ る。

ハ ー ドウ ェア につ い て の、 指 導対 象 者 は ス タ ッ フ及 び オペ レー タで あ る。

訓練 は視 覚 的 方 法(ス ライ ド等)の 他 、 実機 械 の モ デ ル を使 用す る事 が 多い 。

数 週 間の 訓 練 の 後 に実 務 を行 い、 これ を ア フ ター フ ォ ロー して 指 導す る と効

果 的 で あ る。

ス キ ル につ い ての 指 導 対 象者 は オ ペ レー タで あ る。 数 カ月の 実務 訓 練 が必

要 で あ る。

リー ダ ー シ ッ プは、 幹 部 ク ラス を指導 対 象 とす るが、 トレー ニ ン グに よる

指 導 は非 常 に困 難 で あ る。 会食 、 デ ィス カ ッシ ョン、 旅行 等 に よる本 人 の適

性 把握 を行 っ た 上 で 指 導 を行 う事 が 必 要 とな る。
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{4)評 価基準の 明確化

技術移転 とい う活動 の成果 を、何時、誰が、何に よって評価す るか とい う

事 を明確に してお くべ きであ る。 移転側 と被移転側双方が 自己の評価基準 を

明 らかに し、 調整 しそれ を認識 してお く事が重要である。

発展途 上国の中には、機械 を設置 し、人材が集 まれば 直ちに採算に乗 ると

考えている場合が あ り、特に製造業の受入れ経験 のない国の場合 は理解が遅

い。従 って、十分に時間 をかけ、 ドキュメン トのみではな く、映 画 ・ス ライ

ド等の視覚説 明等 を行 った 上で十分理解させ る事が必要で ある。

評価基準 は様 々であるが、客観的 に評価可能 な基 準 を設定す る事が望 ま し

い。例えば、赤字 でなければ よいのか、利益を どれ くらい あげ ない といけな

いのか、 マーケ ッ トシェアか、一定期間内の設備停止回数 もし くは稼動率等

が考 え られ る。 この基準 の評価時期 について も、最終的、つ ま り技術が根付

く目標 としては10年 程度 と長期 的視野 で設定すべ きである。

{5)常 識 の移転

我 々が 日常 目にす るマニ ュア ルは対 象者 を暗黙 の うちに規定(つ ま り、我

々日本 人であ る)し てい るため、その前提 となっている"常 識"に 気がつか

ない。 そ して、 マク ドナル ドの様に挨拶 の仕方 まで規 定 してあるマニュアル

に面 して驚 く事に なる。

常識について課題 となるのは、その常識 が通用す る世界においては、"何

が常識"な のか とい う事 を殆ん ど意識 していないため 明確化で きる人 が少な

い事 である。又、常識 その ものが、国土や文化 に根 ざ してい る部分が多 く、

これ ら基本的土壌の異 なる世 界への移転は容易では ない。 、

しか し、伝 えるべ き技術 は"常 識"を 基に してお り、 これ を移転 しない訳

にはいか ない。例 えば 「整理整頓」 とい う事 を現地 において言 って もその概

念がなければ、何 を言われ てい るのか、何のためにや るのか、 どう役に立つ

のかが理解で きない。 しか し、整理整頓は製品の品質 や コス トに影響す る重

要な常識 である。

常識 は、いわば 理屈の域 を越え て観念の域 と言 って もよい。 したが って、
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その定着のため に最 もよい方法は、 その常識 が通用 ・重要視され る世界にお

け る体験 ・体得 である。又、前述の様に、常識 の明確化 も重要 であ り、その

ためには、その世界(例 と して事業所)の あ らゆる部門か ら常識 的事項 を定

常的に発掘 し、 これ を全部に浸透 させ る体制が効果的 である。

(6)ト ラブル ・シa.'一テ ィング

トラブルは常識 を越 えた所で発生 し、担 当者 も大いに動転す る。実 際には

担 当者 の もつ あ らゆ る知識 ・経験 を動員 して、 時間を厭わない努 力の連続 に

より何 とか切抜け る。

しか し、 トラブル発生は戦争 と同 じであ り、その解決 のためには様 々な要

素の有機的機動 力が重要 である。戦争 をマネー ジメン トとしてみ る と下 図の

様 になる。

指

揮

・前

職

図1.6戦 争 と い うManagement
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前述 の移 転 す べ き技 術 の 図 と対応 させ る と武器 は ハ ー ドウェア に、 参 謀 は

ソ フ トウ ェア に、 前職 は ス キル に、 指揮 は リー ダー シ ップに相 当 す る。 指 揮

と参謀 は戦 略 に よ りつ なが れ 、 参 謀 と前 線 は 作 戦 に よ りっ なが れ て い る。 指

揮 官 と前線 をつ な ぐの は命 に服 す とい う関 係 で、 前 線 は武 器 に対 し平 素 の訓

練 が 必 要 で あ る。 指 揮 官 は常 に武 器 を調 達 して お くべ きで あ り、 参 謀 は 武器

の 展 開 を考 え る。 この4者 が有 機 的 に 働 い て こそ 、 トラ ブル に対 応 し うる訳

で あ る。

トラブ ル シ ュー テ ィン グの戦 略 は 平 素か ら準 備 し、 訓 練 を行 い、 ハ ー ドウ

ェア の調 達 ・整 備 を行 う必 要 が あ る。 そ の シス テ ム と しては 次 の4つ を あげ

る事 が で きる。

① チ ェ ック ・シス テ ム:異 常 状 態 を事 前 に 察 知 ・警 告 す る シス テ ム

② シ グナ ル ・シス テ ム:ト ラ ブル 発生 時 に シ グ ナル を出す シス テ ム

③ デ ィ フ ェ ンス ・シス テ ム:ト ラ ブル を防 ぐた め の シス テ ム

④ エ ス ケ イ プ ・シス テ ム:施 し よ うが な い 時 に 対 応す る システ ム

(7)外 部 サ ポ ー ト

技 術 移転 を行 う、 あ る い は受 け るに あた って 、 外 部 に 頼 ら ざる を得 な い事

項 は 多 い。 特 に情 報 収 集 につ い ては顕 著 で あ る。 収 集 すべ き情 報 は 、 相手 国

の気 候 ・風 俗 ・習慣 、 政 治 情 勢 、 金 融 事情 、 国 際 収 支、 原料 供 給、 燃 料 ・電

力 ・水事 情 、 労 使 慣行 、 賃 金 水 準、 労 働 生 産 性 、 外 資 管理 、 為 替 管理 等 様 々

で あ る。 これ らの 情 報 は、 政 府 、 研 究機 関 、 商 社、 銀行 の調 査 部 門、J㎜

等 調査 機 関 か ら入 手 した り、 さ らに は 直 接 現 地 で調 査 しな けれ ば 得 られ な い

事 もあ る。
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1.5コ ミュ ニケ ー シ ョン と して の技 術移 転

技 術 とは特 定 の条 件 下 で対 象 に働 きかけ、 そ の 存 在様 式 を変 化 させ る一 連 の

手 続 で、 再 現 可能 な 様 に 手続 的 に確 立 して い る もので あ る。 しか し、 技 術 の形

〉 成 に は文 化 的 土 壌 が 大 き く関 与 してお り
、 技 術 の み を と り出 して も直 ちに 機 能

しうる とは 限 らない 。

技 術 移 転 とは 、 以 下 の 手 順 をた どる コ ミュ ニケ ー シ ョンで あ る。 あ る文 化 土

壌 の下 に発 生 した技 術 が、 個 人 又 は集 団に 認識 さ れ るか 、 そ の 内 容 が情 報 化 さ

れ る。 前者 はFacetoFaceで 、後 者 は ドキ ュ メ ン ト等 の情 達 伝 達 に よ り他 の

個 人 ・集 団 に よ り認識 反復 さ れ、 再 現 され 、 体 験 化 され る。 この 段 階 に 至 っ て

技 術 が 人 間 系 列 ・地域 文化 に定 着 し、 社会 環 境 へ 影 響 を 及ぼ す 。 さ らに は、 そ

の 地 域 の 文化 に も影 響 を及 ぼ す事 とな る。

技 術 移転 は 社 会 的 コ ミュ ニ ケー シ ョンの1種 で あ り、 従 って コ ミュニ ケー シ

ョンの特 質 をわ き ーまえ た 方 策 が必 要 で あ る。 コ ミュニ ケー シ ョンの条 件 とは 次

の もの で あ る。 つ ま り、 そ の 要 素 と して、 送 られ るべ きメ ッセー ジ(こ の 場 合

は技 術 に関 す る)が あ り、 そ の送 り手 と、 受 け手 が あ り、 両者 を結 ぶ伝 達 経 路

(こ の場 合 は 移 転 の 方 法 と言 って よい)が あ る。 送 り手 か ら、 受 け手 に情 報 が

届 くま で には 様 々 な障 害 が あ る。 まず 、 送 り手 は、 自分 の 持 って い る情 報 を他

に伝 え るた め の メ ッセ ー ジに 変 換 す る。 こ こで まず 表 現 の 誤 りが 発 生 し得 る。

本 来 の意 味 す る もの(技 術)が 、送 り手 の メ ッセ ー ジ記 述 能 力及 び メ ッセー ジ

の 表 現能 力の 限 界 に よ り変 質 して しま う可 能性 を有 して い る。 又 、 受 手 は送 ら

れ て きた メ ッセ ー ジを解 釈 す るが、 そ の時 に メ ッセー ジそ の もの の受 手 の認 識

能 力 の限 界 と、 送 り手 の メ ッセ ー ジ表 現 の基 とな って い る知 識 ・経 験 者 を知 ら

ない が た めの 推 察 能 力 の限 界 に よ り、 さ らに 変質 して認 識 され る可 能 性 を有 し

て い る。 つ ま り、 送 られ る メ ッセー ジの問 題 とそ の メ ッセ ー ジを作 成 及 び認 識

す る側 の 問 題 とが あ り、 これ らの 十 分 な対 策 を講 じな い と満 足 な コ ミュ ニケ ー

シ ョンは成 立 しえ ない 。

送 り手 の み の 論 理 に よる移 転 では欧 米 の 植 民地 経 営 に み られ る様 に文化 的侵

略 に な って しま う。 我 国 が技 術 導 入 を行 った 際 は、 上述 の コ ミュニ ケー シ ョン ・
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ギ ャップを受手 である我 々の努力に より解決 して きた と言 える。 我国が、今後

送 り手 となるには、受 け手 の事 を十 分考 え、双方において努力が実 る様 な方策

を講 じる必要が ある。
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技 術 移 転 の 動 機
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第2章 技 術 移 転 の 動 機

2.1実 施主体 とその動機

技術 移転 は工業先進国 と発展途上国間の援 助、協力問題 の一環 と して広 く知

られて きた。本委 員会で も主 として 日本の技 術を途上 国へ 移転す る経験 を もつ

人 々を中心に技 術移転について様 々な角 度か ら検討 を加え、最 も速やか に完全

に技術が移転 され るには ど うすれば 良いか とい う命題に一応の答 を出す に至 っ

ている。

フ ランスの リヨンにあ る企業研究所 の2人 の尋 問家が中小企業が技術移転 を

する戦略 を3つ の タイプに分けて説 明 してい る。第1は 全 くコマー シャル ・ベ

ースの戦略 で、技術 を売 る戦略、第2は 、技術的戦略 で、企 業の方 で技術の維

持、 向上の為 に技術移転 を行 う。第3は 多国籍化戦略 である。

この分類 に よると、先進国か ら途 上国へ の技術移転 は第3の ジャンルに入 る

もので、 しか も援 助或いは協力の立場 では ない。従 って技術移転 が極 く限 られ

た範 囲の問題 と して考え られ るのを防 ぐために、 この章 では、政 治現象、経済、

社会現象 と しての技術移転 を扱 うことにする。後で技術移転情 報 システムにつ

いて提案 されるが、具体的 な政策案 として出 してい るのは現 実の問題 を捨象 し

たモデルでは な く、複雑 で利害が錯綜 した現場 で有効に働 くモデル を目指 して

いる。即 ち技 術移 転の動機が極めて多岐 に渡 っている ことか ら、実際の場面 で

は技術移転 を行 う側に とって も、移転 を受 ける側に とって も完全に誤解 なくス

ムースに技術 移転が行われ てい るとは言い難 い。そ こで技術 移転が各 々の立場

か らどの ような動機 で行われているか を類型化 してみ よう。類型化 された双方

の動機 が同 じであれば一般的 には技術移転 が うま くい くベ ースは出来 ている こ

とに なる。

下表 のマ トリックスを見 て頂 きたい。
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表21技 術移 転の動機の分類

技 術 移 転 の 動 機 移 転 側 被 移 転 側

1.超 国 家(国 際 的)目 的

2国 家(政 治 的)〃

a"(経 済 的)"

4企 業"

5個 人"

一

.

一

右欄の矢印は移転 側か らの動機 を表わ してい るが被移転側か らの動機に よっ

て出来 る矢 印 も多様 である。

(1)超 国家(国 際的)目 的

主 として南北問題か ら派生 した と思われ る動機 で、工業先進国の技術 を途

上国へ移転すべ きだ とい う理念 に基 いている。従 って、 この動機 を純粋に取

り扱 う場合は先進国から途 上国 に向けて行われ る、或 いは国 際機関 を通 じて行

われ る技術援助の形態 をとる。

1979年 夏に ウイー ンで開 催 された 「開発のための国連科学技術会議 」

で採 り上げ られた 「技術移転 」が、 この典型的 なパ ター ンである。 このレベ

ルでの話 しは双方 ともに意 見の食い違 いは な く、北側 と しては、 南の要求に

対応 する姿勢 を示す ことが大切 で ある ことを認識 している。

昨年1月 、UNCTAD(国 連貿易開発会 議)で は策定中の技術移 転 コー

ドにデ ィスク ロー ジャー条項 を盛 り込む ことに なった。 これは多国籍 企業の

行動 を規制する手段 の1つ と考 え られ るが、 これ も超国家的 な技術移 転を取

り扱 っている。

② 国家(政 治的)目 的
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シンガポール、台湾、香港、 メキシ コ、 イラン、 イラク、 リビア等の政府

の高官や、妻入が 日本に対 して技術移転 を求める発言 を盛んに行 っている。

シンガポールが技術立 国を 目指 して経済開発局の長官が発言 した とい うこと

になれば、 日本は国 と して対応せ ざるを得 ない。両国家 間の政治問題 となる。

イ ランで問題 となったIJPC(日 本、イ ラン石化 プ ロジェク ト)の 場 合 も、

イ ラン側は、 この技術移転 を強 く主張 した。 しか しイ ラン側の要求 は コマー

シャル ・ベースでは とうてい応 じられ る ものではなか った。 しか しなが ら、

この ような場 合に も政治的 な配慮 か ら対応せ ざるを得 ない ケースが多 くなっ

て きている。

更に政 治的 な色彩 の強い ものに、最近 のボーラン ド問題 に も絡ん で、ア メ

リカ政府が高度先端技術、戦略技術がソ連、東欧諸 国へ移転す るのを阻 止す るた

め、全米の主要大学や研究機関に対 して協力を求める通達 を出 したという例がある。

内容は、①米国滞在 の ソ連 ・東欧圏諸国の学者、研究者、留学生 の研究活動

就学状況の把握、② 米国の最新 の科学技術研究開発成果 や先端 、戦略技術情

報の公開 を規制す るための立法措置 を講 じる、 とい うもので ある。

軍事技術 については本年1月 に米国防予算 で開発 した米 政府保 有並 びに政

府委託軍需産業の軍事技術デー タを外国政府 に移転す るこ とを認め ない国防

支出修正法案が成立 した。

この ケースでは、む しろ先進国同志の技術移転である。

政治的 な動機 に よる技術移転は移 転 を行 うに しろ、防止す るに しろ、移転

側、被移転 側の意志 は一致 しないので、最初のケースの ように被移転側の意

欲 だけで、移転 側はお ざなりの協力 を行 うだけで技術移転 は効果 を上げ ない

場 合が 多い と考 え られ る。又次 のケースの ように被移転側 の意欲 が切実 な場

合には、移転 を禁止 して も何 等 か の方 法 で 時 間 はかか ると して も被移転側

で移 転 して しま うこと もあろ う。

(3)国 家(経 済的)目 的

技術移転 を行 う側の国に とって頭の痛いのは、技術移 転 を受けた国の技術
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の向 上が、その国 の輸 出競争 力を強 め、いわゆるブー メラン効果 に よって、

技術移転国側に不利益 を もた らす可能性 を否 定 出来 な い こ とで ある。全 て

が技術移転が行 われ た ことに よる打撃 では ないに して も例 えば韓国の造船 業

が 日本の同業に少 なか らず影響 を与 えて きた。NICSと 呼 ばれる中進国は、

この例の ように様 々な分野 で先 進国か ら導入 された技術 を習得 し、相対的に

安い労働力 を使 って先 進国 のマー ケ ッ トや、先進国が独 占して きた途 上国の

マーケ ッ トに進出 し始めてい る。 日本は、他の国と異なって、産 業構造政策 を

もって注意深 く産 業 を見守 って きた。特 に工業については明治か ら第2次 大

戦迄 と、戦後か ら昭和30年 代 にかけて大 きな2度 の重 化学工業化 を目指 し

て産業構 造の変化 を直接的、 間接的に促 進 して きた。そ の後40年 代 か らは

知識集約型産業構造 が提唱 され、2度 の石油 シ ョック を経て、 ようや く新 し

い産業構造が生れるかに見えて きてい る。工業 を軸 と した第1次 、第2次 産

業の型が、 どうや ら、第1次 、第2次 、第3次 と全 ての産業の型に変革が起

ろ うと している。

もし日本 として、 この変 化の先端 を長期 にわた って維 持す ることが出来 る

とい う自信があるな らば、他の 国への技術移転 を積極 的に進 める ことに よっ

て 日本に とって も大 きな利益が得 られ ないと も限 らない。 この点 は重要 なの

で、結論部分で改め て述べ る ことにする。

概 して、国家 と して経 済的 な面か ら云 うならば、ECの ような経済共 同体

を形成 して、'国際分業 を行 う場 合は と もか く、技術移転 に積極的に なる動機

は乏 しい と云わ ざる を得 ない。

それ とは裏腹 に、途 上国、或 いは、 とにか く技術移 転 を受入れ る余 地のあ

る、技術 レベルの低 い国に とっては、技術移転 を受 入れる メ リッ トは極めて

大 きい。

'特特にシンガポールのよ うに国家 目標に技術立国 とい うことが掲げ られていて
、

技術集約型の産業構造 を 目指 してい る場 合には技術移 転の受入れ を強 く望む

ことは明 きらかであ る。 この国の場 合には、技術移転の意味が充分に吟味 さ

れてお り、効果的な技術移転 を行 うため、技術 者 の 水準 を上 げ て技術移転
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がス ムースに 行 われ る よ うに、技 術 教 育 者 等 に 対す る免 税措 置、或いは

地場 産業の設備投 資に対す る低 利融資 などを考えてい る。

しか し一方 では技術移転の意味 を全 く理解せず、言葉 の 上で技術 移転 を乱

発す る途 上国 もある。 ある国の ナ シ ョナル ・プロジ ェク トにな っていて、契

約 上技術移転が義務付け られているのだが、技術移転 を しように も相手側 に

技術者 がい ない。仕 方 な く出稼 ぎに来 てい る第3国 の技術者に技術移転 を し

ようとしてク レー ムが付 くとい う話す らある。

殊 に、 やた らに先端技術 や巨大技術の技術移転 を求めて くるケースがあ り、

この場合は真に、その 国の技術 レベルを向上 させ、その国の経済を技術に よ

って改善 して、発展す る、 とい う動機が あるのか 疑 しい。

技術移転 を行 う側では、 「適 正技 術 」、 「中間 技術 」とい う、段 階 的 な

技術移転 を考 えてい るが、 これが、 「中古技術 」とい う誤解 で悪意に とられ

る場 合が ある。 これは受入 れ国 に しっか りと した技術政 策があれば見定め る

ことので きる筈 の もの である。 やは り技術移転 を行 う前提 と して、受入れ国

側に技術移 転が出来 るだけの基盤 、条件 を求めてい くべ きでは ない か と思 う。

技術移転 を求 める数 ケ国 については確かに、その国の経済政策、産業政策に

結びつ いた確 かな動機 があ る。 しか し多くの国については、 先進国が途 上国へ

技術移転 をす るべ きだ とい う南北問題的観点や、他 の国でや っているか ら自

国の場 合もとい う安易 な動機で技術移転が求め られている ようである。

(4)企 業 目的

技 術 移 転 とい う言葉 が普 及 して きた せ い か、 今 や 企 業 レベ ル では 、海 外 へ

の技 術 移 転 で は な く、 企 業 間 、企 業 内技 術移 転が 課 題 に な る ように な って き

た 。 勿論 、 従 来 よ り技 術 移 転 は実 体 と して行 わ れ て きて お り、例 えば 社 内 で

は"Onthejobtraining--OJT"等 、 社 内 訓練 と して正 に技 術 移 転 が 行

わ れ て きた わ け で あ る。 しか し、OJTで は な く、TOT-Transferof

Technologyと して 明確 に意 識 され て くる と、 技 術 と して意 識 され た もの 、

新 しい展 開 が 可 能 に な る。 技 術 は 今迄 、訓練 の中に組み込 まれて しまっていたも
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のが、 自立 し、価値 をは っきりさせ るこ とが出来 る ように なって くる。場 合

に よっては価値 が金銭 に よる価格 として評価 される。社内で、企業 内で技術

が価格 で表 示で きる ように なると、技術は流通 し、決裁され、その利用は高

度化す る。社 内で見過 されていた ものが、改めて技術 と して評価 されXば 、

新 しい技術 を生 み出す刺戟 となる。技術 として認識 されていなか った ものが、

技術 と して認識 され ることに よって、 ソフ トの部分、純粋に工業技術 では な

い、管理技術や事務的 な技術 で工業技術 と結びついた技術が改めて重要 な部

分 と して浮び上 が って くる。

又、異業種 間の技 術移転について、 京都産業情報 セ ンターの活動 が興 味深

い。企業規模や業種が違えば未 活用情 報 を生かせ る可能性 がある とセ ンター

を作 って情報交流の場 づ くりを した。 現在140数 社が参加 しているが、省

エネルギー機器、教育機器、 セキ ュリテ ィー(安 全)機 器、ME機 器(医 療

電子装置)、 農業工業化機器の5分 野 については共同 プロジェク トと して開

発に取組んでい る。類似 の グルー プや セ ンタ・一一は全 国に15ケ 所以上 あると

い う。 この ように異業種間の交 流は新 しい技術移転 の形で注 目され てい る
。'

日本 では こうした形 で技 術移転が企業 ベースで行われてい るこ:に 注 目すべ

きで ある。一方では、 「新技 術開発事 業団」が官製の機 関 として企業間の技

術移転の促進の為 に活動 してい る。

54年5月 の(財)工 業開発研究所の報告書に よると、技術移転 の形態 を

① ユーザーが メー カーか らの移転 を受け る、② メー カー同志 の移転、③非営

利研究所か らユーザーへの移転、 に分類 してい るが、同規模の企業間での移

転が難 しい と指摘 され てい る。 そ して企業間の技術移転 を効果的に行 うため

の中立 の機 関の設立 を提唱 してい る。 しか しなが ら、 こうした官製 の ものに

比べ ると先 に述べた民製の方が意欲 が高い企業の集 りであるだけに技術移転

はスムーズに行い得 る ような気が する。但 し③の ケースの場 合、即 ち非営利

の研究機関か らの技術 移転は、 この種 の中立機関があった方が良いか も しれ

ない。

1沖縄県工業 試験 場で新 し く分離 した黒 こ うじ菌株を、沖縄特産 の蒸 留酒泡
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盛の製造に用 いる よう、各 泡盛 メーカーに技術移転 を行 うことを決めた。 」

(54年6月')都 道府 県の工業試験場の他に、国が もっている工業技術院傘

下の研究所、 試験所 の開発技術は現在以 上に技術移転 の要請 を受け るであろ

う。 この よ うに 日本の場 合は中堅、中小企業 を中心に、 大企業 との技術格差

を様 々なルー トか らの技術移転 を基礎 に して縮 めてい くことに力 を入 れてい

る。

さて、技術移転が 国内の多 くの企業に注 目されているわが国の場 合は とも

か くとして、国 際間の技術移転に話 を戻 してみたい と思 う。

一般 には①企業の海外進 出(企 業誘致)に 伴 う技術移転
、②技術輸 出(導

入)、 ③技術協 力、 に わけ られる と思 う。

この うち① 、②につ いては、今更述べ る必要は ないが、 いつれの場合で も、

技術移転 に対す る強い動機 を もっている。最近 は、 中国や、東欧 の国 々、或

いは途 上国が"合 弁"を 望ん でいる と云えば、技術移 転 を強 く期待 している

と思 って、ほぼ間違 い ない。 合弁 で工場 を建 てれば、高い ロイヤ リテ ィを払

わずに技術が手 に入 る とい うことが魅力になってい る。技術の移転 を行 う側

としては、 合弁企 業が成功 するか否かは技術移転が うま くい くか どうかにか

か ってい るので、技術移転 に対す る強い動機 を もつ ことに なる。

微 妙 な問題が生ず るのは、③の技術協 力の場 合である。 イ ラン石油化学 プ

ロジェク トで、 イ ラン側 のイ ラン石油化学公社 が、三井 側に対 して技術移転

に関 して強 く不満 を も らした。 イラン側は 日本人技術者 よりもイラン人技術

者を多 く雇い、技術移転 をス ムーズに行 う方法 を考え るべ きだ と主張 して き

た。 イ ラン側は この プ ロジ ェク トを 「経 済 協 力 」と考 え、技 術 移 転 は 当然

だ と云 う。 しか し、企 業 と して は、早 急に工事 を完成 しなければ、経費が

かさむ一方なので、日本人技術者 を投入 して工事 を進 めたい。商業 ベースでは、

この技術移転 負担 に耐 え られ ない。派遣技術者の報酬問題 も出た。 日本側 と

しては、技術援助料 を も らう。 国際慣行であ るとい うのに、 イラン側は、

この費用 の節減 を主張 してい る。 この ように企業 が援助 として協力 できる範

囲は限 られてい る。 どん な形 にせ よ援助 した分 は償却 され なければ な らない。
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三菱 商 事 、 三 菱 重 工 な ど三 菱 グル ー プが イ ラクに 対 して技 術 移 転 を軸 に し

た経 済技 術 協 力の 取 り決 め を した。 三菱 グル ー プは 企 業 グル ー プ と して技 術

移 転 を行 うが 、 これ は将 来 イ ラク市 場 に対 し、三菱 が 強 い 力 を もつ た めの 布

石 で あ る。従 って、 企 業 的 に は将 来 採 算 が 合 う とい うこ とで技 術移 転 を 「協

力 」とい う形 で 進 め る こ と に ね ろ う。 企 業 が 行 う技 術 協 力は 、 特 に 将 来 、

企業 が メ リ ソ トを と るた め の 布 石 で あ る こ とは 明確 で、 この メ リッ トが見通

せ なけ れ ば 技術 移 転 は 行 わ ない とい うこ とに な る。 当然 、 技 術 移 転 を受 け る

側 は、 それ な りの 計 算 を行 うこ とに な り、 双 方 の 見通 しが食 い違 え ば 、先 の

例 の よ うな論 議 が 出 て来 る。

また 、企 業 の 場 合 に は 資 本の 性 格 に よって も技 術移転に対す る動 機 は異な っ

て くる。 資本 の早 い 回転 に よ って儲 け を狙 う華 僑 系 資 本 で は 、 比較 的 単純 な

技 術 で、 移転 期 間 も極 め て短 時 間 で済 む もの を選好 し、 ナ シ ョナ ル ・プ ロジ

ェク トに 近 い 資本 に なれ ば 、比 較 的 高度 な技 術 で、 時 間がかか っても先にな っ

て大 き く利益 が 出 る もの を選好 す る と見 られ る。 前 者 を商 業 資 本 、後 者 を工

業 資 本 と して 分け て 考 え るが 、技 術 移 転 を行 う場 合、 よ く見 極 め て お く必 要

が あ る。

(5)個 人 目的

個人 レベルでの技術移転 の動機は、今迄述 べて きた他 の レベルの動機に比

較すれば単純 であ る。工場 内で限 られた 目的に対 して技術 者が技術者に対 し

て行 うもの である。即 ち、技術移転の主体は技術者 にあ り、技術者 は移転す

る技術を もち、又移転 される技術 を もつ必要が あるか らである。但 し、外か

らの動機付 けが 重 要 な の は 云 う迄 も ない。高 い技術に対 して高い報酬 を払

い、高い技術 に対 して高いステー タスに よる明確 な制度が必要 である。又、

この制度が一工場 内や、企業に限 られた ものでは な く、国 内的 に、社会 の中

に位置付け られる ような仕組みが必要 で、当然の ことなが ら、教育制度 と結

びついた ものであ る必要が ある。エ 業高等学校や、工科大学 の卒業が、その

まS-一 定の技術 レベル を示 してい ることが重 要な意味 を もつ、わが国の例 を
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あげ る まで も ない 。 日本の 社会 で 一 時期 を風 び した考 え 方 は 、 理 工 系 大 学→

技 術 者 → 大 メー カー→ 食 いは ぐれ な し、 とい う図 式 で あ り、 この 時 期 に 多 く

の優 れ た技 術 者 が世 の 中 に生 み 出 さ れ た。 少な くとも技術向上 に関 して は この

よ うな図 式 が 、 途 上国 で 出て くる こ とが望 ま しい。 一 国 の 社 会 に 技 術者 に対 .

す る高 い位 置 付 けが な く、 技 術者 にな りたい人が少な く、慢 性 的 技術 者 不 足 で

あ る と、 シ ンガ ポー ル で 問題 に な って い る ような 「転 職 」が 絶 えず 起 る。 こ

れ に は シ ン ガポ ール へ 進 出 してい る 日本 企 業 が一 番頭 を痛 め て い る と云 わ れ

て い る。
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2.2我 が国 に とっての技術移転

今 や 日本に とって技術移転は重要 な武器 となってい る。前節の分類の 中で、

国家 と して政 治的、或 いは経済的 な目的 に言 及 したが、現時点 では、国際社会

で日本が生 きのびてい く手段の1つ と して、 技術移転の持つ意味は大きい。日本

の経済が世界に及ぼ している圧力 を緩和 してい くために、米 国 とECに 対 し貿

易摩擦の解消の有力の手段 として、又援助や協力 を求 めて くる途 上国 の要請に

応え る手段 と して技術移 転が ある。

受け身 の立場か らばか りでは ない。我 々は技術移転 を行 う過程 で、多 くの情

報 を得、更 に新 しい技術 を生 み出す 力があ り、技術力を一段 と高め ることが で

きる。 ブー メラン効果 を心配 し、技術移転 を制 限す る より、技術 移転 を行 うこ

とに よって、 次の技術 を生み出 し、 常に新 しい技術 を生み出 し続け るこ とがで

きる可 能性 が高い。
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第3章 技 術 移 転 の 課 題
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第5章 技 術 移 転 の 課 題

実効的な技術移転は これ までに述べ た ように技術移転の基本的 な構造、そ して

技術移転 のそ もそ もの動機 が 明 らかにな って始めて前進す ることにな る。 しか し

本研究に おいて調査 した事例の中で も実際の技術移転 をす る、 される とい う段階

に なると、 多 くの障害が待 ち受け てい ることが認識 される。

本章 では技術移転に伴 うこれ ら課題 を とりまとめてみたい。そ の際、 問題 を整

理す るため、図3.1の ような技術 移転の基本構造 を設定 し、そ の中の構成す る要

素ご とに課題 を抽出 した。

〔技術移転国の体制の課題〕 〔移転相手国産業 ・技術の課題〕
。技 術 移転 総合 政策

。技 術 訓 練制 度

。技 術 者の 態度

。影 響要 因 の基 礎 研 究

。人的 コミュニケーシ ョンの 重要 性

㊦

傘

慧 嘘/
。技術の体系化の必要性

(技 術)

〔情報流通の課題 〕

。必要な情報とは

。移転段階で異る情報

。技術情報の体系化

。情報システムの効用

。産業選択

。組織への移転

。科学技術政策の必要性

o

図3.1技 術 移転 の 課 題 の と らえ方

一51一



5.1技 術 移転 国の体制 の課題

(1)技 術供与国 に望 まれ る総合政 策

再三述べ られてい る ように、 技術移転 は、単に技術者間の問題 ではな く、

技術移転の成否 は、技術を取巻 く社会の 問題で ある。従 って技術 を供与する

側 では、 国、 業 界、企業、 各 々の段階 で、技術移転の動機に合 った各 々の役

割を分担 しなければ な らない。

国(政 府)・ ・… ・ 科学技術政策遂行 に伴 う、諸教育制度 の充実整備のため

の援助

業 界 ・… ・・ 業界ベースでの、技術指導体制の整備

企 業 … … 企業ペース での体制 の整備

しか も、各 レベルが、む しろ戦略的には密接 に関連 を維持 してい くことが、

技 術移転 の効果 を発揮 するので、例えば途 上国へ の科学技術ア タ ッシェの派

遣 を行い、実態 を よく把握 させ、政府、業 界、企業、或い はその他の機関に

適切 な勧告 を行 わさせ る ような方策 を考 えてみる と良い。 また、一国 で行 う

とい うことに問題が あれば、 国際機 関に調査、勧告 をさせ るの も良い と考え

られ る。

(2)技 術訓練制度 の確立

途 上国側 の事情 を呑み込ん だ うえ で、 日本側 に望 まれ るのは、 戦略性 をも

った技術訓練制度 の充実 である。 これ には、 日本 に途上 国か ら訓練生 を受入

れ る制度 に関す る もの と、相手国に訓練 制度 を作 らせ ようとす るもの と2つ

の方向があ る。前 者につ いて は、個 々の企業ベースでは、その企業の海外進

出に よって必要性が感ぜ られて、 日本の本社、工場に現地 か らの訓練 生を呼

ん で教育 してい る例は多いが、政府 レベルや、 業界 レベル での訓練制度は ま

だ少 く、その分野 での整 備が必要である。後者に 関 しては、 工業高等学校、

通信教育 センター等、基礎 的な レベルの制度 を 日本の援助 で作 るこ とが必要

で あろ う。
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(3)技 術 者 の技術移転 に対す る態度

技術 を相手国に教え るとい うことか らす ると、 とにか く教え る側の態度 に

自信 と一貫性が必要 である。 さ らに合理 的な考え方に立脚 して、相手側に管

理 の主導権 を与え るような指導方法が重要 であろ う。

日本的なや り方が通用するか どうかは国に よって異るが、移転で きない技 術は

ない、現地の人々と気心を通 じれば十分やれる、 とい う態度で成功 した例 は多い。

(4)技 術移転への影響要 因の基礎研 究

技術移転 に影響を与 える要素は、その動機、技術移転 に係わ る主体、 移転

す る技術 な どに よって異 るが、相手国の事情 を知 るためにはいずれに して も

基礎 的 な科学の分野で、まず研 究が進め られ るべ きである。

研究対象の まず第一 は、気候 ・風土の作業能 力に及ぼす影 響、作業能 力の

国際比較、 人種比較な どであ る。

第二は、相手 国の社会構造、 社会制度(行 政 組織、教育 制度 な ど)、 イ ン

フラス トラクチ ュア、 など社会的要 因の分析 であ る。

第三はその国の技術史の立場か ら、伝統的技 術の確認作業で ある。 直接近

代技術 に結びつかな くて も中には優れた伝統技術があ り、それ を生かす 方向

が必要 だか らである。

(5)人 的 コ ミ ュニ ケー シ ョンの重 要 性

最 終 的 には 組 織 へ の 技術 移 転 が 重 要 で あ る反面 、 人 的 な コ ミュニ ケ ー シ ョ

ン、 人 的 な信 頼 関係 が 移転 を円滑 にす る大 きな カギ とな る こ とが あ る。 た と

え ば対 中国 関係 にお い て は 特 に 人脈 が 重 要 で あ り、 プ ロ ジェク トに対 す る 個

人 の 責任 の遂 行 が、 組 織 に 対す る 責任 よ り も重要 視 され る とい うこ と もあ る。

た だ、 個 人 関係 が行 きす ぎ る と発 展 途 上 国の 場 合、 日本 人 に 対 して 、現 地 技

術 者 は い わ ば 師 弟関係 とい うこ とに な り、 享 受 され た技 術 が 一入 占め に さ れ

る とい う問 題 も起 るの で、 相 手 国 の社 会 制度 、 教 育 制度 を考 慮 した上 での コ

ミュ ニ ケー シ ョンが 必 要 とな ろ う。
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5.2移 転相手 国の産業 ・技術の課題

(1)組 織 への移転の必要性

我が国か らの技術移転が発展途 上国へ蓄積され る際、 組織 では な く個人 と

な る場合が多い。 折角ある技術 を学ん で も、 学んだ人間はそ の結果 と して昇

進 した り、直接技術 とは縁 のないセ ク シ ョンに移 って しまった り、 あるいは

そ の技術 を もとに別の もっと条件の よい所 に再就職 して しま うな どとい うケ

ースが意 に多い。 このため一 向に技術が定着せず、移転側 では別の人間に

再 度いちか ら教 え込 まねば な らない とい う悪循環に陥入 ることになる。 この

悪循環 を避 けるためには、 移転 される技術 を組織 で受け入 れるこ とである。

具体 的には、 学ん だ技術が確実に組織 に蓄積され、更 に、 それを波及的に伝

播 させ ることであ る。

この ためには、技術 を情報 と して蓄積 し、体系的に整備 ・メンテナ ンスを

行 う体制 を作 り、 関係者が これ を利用 して、有効に伝播 し うる環境 の形成が

必要 であろ う。

(2)技 術移転 され る側の 自覚の必要 性

技術移転 を行 う側 にそ の政治的 ・経済的 な動機 がある ように、一方での技

術移転 を受け る側に も、技術 を受け入れ る意味 を正確 に捉 え、動機 を明確に

す る必要が ある。 む しろ後者 の方が重要 であ り、我が国がかつて 自主開発 し

て きた技術蓄積が、い ざ他国か ら技術移転 を受け る時に大 きな力を発揮 した よ

うに、途 上国に とって導入 した技術 を自己の もの にす るには受け る側の環境

作 りが鍵に なる.。

(3)技 術受入国 に よる科学技術 政策 の必要性

技術移転 が容易 に行われ るためには、 技術 者個人ベースや企業 ペースだけ

では な く、社会 システムの一環 と しての役割 を果 してい る技術 と して捉える

必要が ある。即 ち技術受入 を希望す る国 は、 自国の長期計画の 中で明確な

「科学技術政策 」を策定す る必要が あ る。そのためには、 自国の技術水準 を
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各技術 につい て判定す る と共に、伝統技術の確認 に力 を入れ るべ きである。

自国の技術 につい て調査が なされた段階 で、科学技術政 策 を作 るこ とにな

るが、一方では産業育成策 を、 もう一方 では労働政策 を考え、導入技術、 開

発技術の 目的に対応 して、研究者 ・技術者の育成計画 を立 てなけれ ばな らな

い。

研 究者 ・技術 者の育成が決 まれば、一般教育の組込み と、科学技 術教育制

度を調和の とれた形で整備 してい く必要が あろ う。い わば先進国 で一般化 さ

れてい る一般教育の科学、技術教育の カ リキ ュラムと、 科学 ・技術専門課程、

専門学校 の充実 であ る。 しか も、制度化された科学 ・技術教育が、単に輸入

されたままの ものではな く、 自国の実情に適合 し、社会 の 目的に合 うような

教育 に していかなければ な らない。

また、学校教育 のみな らず、職業訓練制度 の充実は、 国、地 域社会、企業

が一体 とな ってい くことが 必要であ る。

●

(4)教 育制度の充実

人材育成 とい う問題 を考えるに当 って考慮 すべ き第一の問題は、そ の国の

教 育制度の 問題で ある。技術移転のためのプ ログ ラムの中において、 人材育

成のための様 々な計画、 支援 が真に相手 国において根 を下 ろす ためには、 当

該国の教育 システムの あ り方を充分 に理解 し、 これ と有機 的に結合 しうる諸

計画 を立案 ・実施 す るこ とが不可欠 である。

例 えば、専 門家養 成の ための何 らかの教育機 関を設置す る場合、その成否

は、 教師の質 や、教育設備 に よって大 きな影響 を受け ることは言 うまでもな

いが、決定 的に重要 なの は提供す る教育 プ ログ ラムに応募 して くる人材の質

であ る。 こう した人材 は、当該被援 助国の既存 の教育 システ ムの中で一定程

度の教育 を受け、応募 して くる訳 だが、当然の ことなが ら、彼 らに とっては、

自国内の教 育制度 の枠 を出て、 言わば外来の教 育制度に乗 り換え ることは大

きな選択 であ り、その過程 では様 々な要素が考慮 され よ う。

通 常、 自 らが受 けるべ き教育 を選 択するとい う人間の行動は、最 も社会的、
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文化的、歴史的な要 因の影響 を受 ける ものであ り、選択の価値基準は、その

国の教 育制度 をは じめ とす る多 くの要素に よって規定 される。従 って、 いか

に して優秀 な応募者の心 をつかむか、 とい う問題 においては、その国の教育

制度、教 育 をめ ぐる社会的 な価値体系 とい った要素 を充分 に分析す る ことが

極 めて重要 で ある。

(5)技 術者の向上意欲

発展途上国の技術 者の問題 として、 向上意欲 の欠如が あげ られ る。特に階

層社会 におい ては勤 労面において も影響 を及ぼ し、非常 に流動性の少 ない勤

労環境 を生み 出 してい る。つ ま り人事 ローテー シ ョンが な く、同 じ仕事 を行

うとい う状況 とな って しまってい る。

技術者の方 も、 勤勉 に働 いて も生産性 を上げて も自分 への見返 りが ないた

め意欲は減退 してい く。

この結果問題点 の解明や、解決策 な ど前進的な仕 事 を しな くな って しま う。

技術者の生命は ・よ りよ くしょう ・とい う意欲 であ り、 向上心のわ く組織 づ

くりは現地国に とって体制 的 な課題 として重 要である。
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5.5技 術 の特 質の課題

ここでは移転す る技術そ の もの の課題 について記述する ことにす る。

(1)適 正技術 とは

その 国にとっての適正技術 は何かが技術選択の際に重要 となる。 この場合

の 「適正」はい く三)かの要件 を必要 と し、まず第一はその国(地 域)の 自然 ・

風土に合 うこと、そ して制度や慣行 とい った社会 的条件に適合 する ことであ

る。 ただ し古い技術、伝統的技術の改 善で達成 で きる ものではな く、それ ら

の組合わせ にあ った近代技術 の活用 を必要 とす る。

第二 はその国(地 域)の 経済 システム と適合 しなけれ ばな らない ことで あ

る。勿論経済 シス テムは技術移転 国が作 り出す ものではないの で、そ の地域

の人 々が 自 らの必要 に応 じ自主的に新 しい社会 ・経済関係 をつ くり出すにふ

さわ しい技術 の導入 と改 良が望 まれ る。

第三 は、以上述べ た ことと も関連す るが、 日本に とっての適 正技 術が発展

途上国である相手国に とって適正 であるかは別 であるの で、相手 国に とって

の真の適正技術は現地の人 々が作 り出 して始めて適正 となるので ある。従 っ

て 日本 に対 しては、 日本か ら適正化 する技術 と経験 を学ぶこ とが必要 と思 わ

れ る。

第 四は適正技術 が社会制度、経済 システムを背景 と してい る以上、適正技

術は情報 のセ ッ トとな らねば な らない。 これは次に述べ る技術 の体 系化 とい

う問題 とか らん で くる。

■

② 技術 の体系化の必要性

技術移転は技術の持 つ断片的 な側面だけでは相手国へ根 付か ない のは当然

である。 「技術移転の基本構造 」において も示され たよ うに技術移転 は異 なる

社会 システムの中に技 術体系を根 づかせ ることである。 つま り技術 の持つ バ

ー ドウェアの側面のみ な らず、 ソフ トウェアが特 に重要 となって くる。そ う

な るとこれに係 わる情報は大量 とならざるを得ず、 さ らに伝達 の迅速性を も
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要 求 す る こ とに な る と、 この ソフ トウ エア ー の体 系化 ・マ ニ ュア ル化 が必要

不 可 欠 とな る。

玉 ネ ギ の皮 をむ くよ うに、 目標 達 成 の た め の 個 々の 技 術 を分解 しつ づ け る

と、 最 後 に は バ ラバ ラ に された 技 術 の 断 片 だ け が 残 り、 玉 ネ ギ と しての 用 を

な さな くな って しま う。皮 が集 ま って 玉 ネ ギ に な って い る よ うに、 個 々の 技

術 も重 要 だ が、 そ れ らが 集 って で きてい る全 体 の 目標 とな る形 は さ らに重 要

とな る訳 で あ る。

しか しこ こで現 実 に 問題 とな るの は、 現 地 にお い て は技 術 事 情 を と りま と

め る環 境(場)が ない 、 仮 に あ った と して も技 術 体 系 との 対応 が十 分行 なわ

れ ない な どで あ り、 この 点 に お い て も情 報 の 体 系 化 、 評価 方 法 の 明示 が双 方

の 国の 努 力 に よって 必 要 とな る。

角

一58一



●

"

5.4社 会への定着の課題

技 術移転が相手国に'定 着 ・す るには、本章で示 され る数 々の課題が あるが 、

ここでは特に社会への定着の障害 と条件 を述べ ることにす る。

(1)基 礎 的障害 の認識

他 国へ の技術移転 を考える場合、技術供与国 と享受 国の間には、技術環境

の様 々の相違 一 民族、気候風土 とい った技術以前の状況 の相違が存在す る。

当然それ らは、技 術 を構成 してゆ く上で必要欠 くべか らざる要素 であ り、 技

術移転上に障害 とな って くるケース もしば しば起 り得 る。 しか しなが ら、 こ

れ らの障害 を取 り除 くことは、不可能 なことで あり、従 って、そ の現状を的

確に認識 してゆ くしか ない とい うのが現実で ある。

まず第一 は気候、風土 である。工業化社会 あるいは技術の時代 といわれ る

現代 において先進国 といわれ る諸国が、大部分地球上 の温帯に属す ることを

考え るな らば、気候、風土 とい った自然条件が、(工 業)技 術 を創 り出 し、

成 長せ しめ る重要 な基盤であることは否定 で きないであろ う。 ところが技術

を受け入れ る国は、ほ とん ど例外 な く、高温、 多湿で あるか、逆 に乾燥地帯

であるか、 あ るいは高 山地帯である。 この ような悪条件が ゆえの能率、能 力

の低 下は避 け難い ものが ある。 この ような地域 での産業基盤 と しての技術が

必要 である以上、 異質 な 自然環境 の中で、 ど うい った種類の技術 を育ててゆ

くべ きか の検討が必要 であろ う。

第二は言語の 問題 であ る。技術 移転 は一種 の コ ミュニケーシ ョンであ り、

言語が相違 してい る こ、とに より、情報伝達が十 分になされない こ とは十分に

想像 され る。 コ ミュニ ケー シ ョンの方法 には様 々な形態が考 え られるが、 必

ず しも現地語 に頼 らず 、共通の外国語、あるい は 日本語 も含めて、要は相手

に分か り易い体系 的 な伝 達方法が と られれ ば よい。

第三は 習慣、民族性 の問題 である。 これ らの点 で最 も障害 を起す場合は、

近代産業 ・近 代企業 の形態が享受国の生活習慣、国民感情 とあま りにかけは

なれてい る場 合で ある。わが国の場合、 相手 国の国民 に対 し、わが国特有の

一59一



企業 意識 とか組織人 の意識 を期待 す るのは無理 な話である。

第四はそ の国の歴 史の認識 であ る。発展途上国はほ とん どが過去西欧諸国

の支配下 にあったわけで、 旧宗主国の西欧的習慣、教育制 度、その他インフ

ラス トラクチ ュアの遺産 を受け つい でい る例が 多い。 また現実の経済関係 を

みて も旧宗主国 との連 が りは強 く、本来LDC諸 国の中で、 自 ら産業 を起す

とい う意識 を稀薄 にさせてい るの も否めない。

第五は民族の持 つ生物学的能 力の問題 である。技術移転 の対象 を単純労働

力 として考え るのであれば ともか く、 プラン トな り工場 とい うこ とになると、

それ なりの技術習得能力 を必要 とす る。一般的に技術 を享受 しよ うとす る発

展途 上国 技術者の能 力は、共通 して、教え られた こと、 指示 された ことには

忠実に従 うが、そ こか らの応用力、発展性 に関 しては不足が顕著で ある。 こ

れ らの原 因は、人種的理 由や、 自然環境の違い な どに もよるが、 何 よりも従

来その社会 において、その ような 能 力を必要 としなか った とい うことが大 き

いであろ う。

(2)社 会 ・文化 的課題

その国が 自ら持 ってい る基礎的 な条件だけ でな く、 さ らに社会構造、社会

制度 、そ の他文化的 な面 も定着のための大 きな条件 となる。

まず第一は社会階層の存在の問題 である。 多 くの発展途上国 には民族に よ

る格差、学歴 に よる格差 な ど、歴然 とした社会階層が存 在 してい る。 この よ

うな状況下 では階 級 に よって作業が 分断されていた り、 上層 と下層の意思疎

通がない な ど、総 合的 な発展計画の遂行 を障 げてい る。 また技術移転に よっ

て享受す る メリッ トも、結果 的に支配的階級 に独 占されて しま う場合 も少 く

ない。 この ような階級は カース ト制度 の ように定着 してい る場合が 多 く、 し

か も現時点 で も保存 しようとする傾 向が あり、無視 で きない。

第二は教育制度の問題 であ る。近年、発 展途上国 におい て も教育 の重要性

は十分認識 され、小学校 の普 及そ の ものは進ん でいる。 しか し実情 は内容 が

乏 し く、基礎教育の レベルは相当低 い。 この ことが上流社会 と下級社会の格

亀
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差の大 きな要 因 ともなってい る。 また技術教育や職業訓練 も内容 的には乏 し

く、 これ らにつ いては先進国側の協力 も必要 なところであ る。

(3)そ の 他

今まで述べた以外 に、 社会 資本の整備状況、流通機構、医療水準、 雇用状

況、そ の他 の多 くの課 題があ り、 これ ら社会 システ ム全体の 中で技術 を定着

させ る上 での障害 と克服 の条件 を捉えてい くことが必要で あろ う。

■
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5.5技 術移転 のための情報流通の課題

(1)必 要な情報 とは

技術移転 をす る際に情報 を必要 とす る主体 は、 技術 移転側 と相手国 とがあ

る。その中で、特 に発展途上国で求め られてい る技術情報は、 次の ような も

のである。

第一は、単発的 な情報 では な く、包括的 ・体系的 な ものであ る。 これは例

えば、 ある技術 につ いて、その基礎 とな る技術、或い は応用技術 な どを同時

に情報 と して与 える とい うことを意味す る。

第二 は、 先端技術 に もそ れな りの関心が持 たれ ているが、一 方で実用技 術

に対 す るニーズが高い とい う点 である。 この場合 も、その装置 な り技術 な り

を使用 した際の経 過報告、補修技術、各製品におけ る比較 など、その技術 を

とりま く情報 も重要 であ る。

そ して、第三は、 日本独 自の技 術についての情報 である。 これ については 、

そ の もとに なった技術、 日本の特殊 事情、 日本 で行われた開発、 そ してそ の

結果 の調査 まで含ん でい ることが望 ま しい。 つ まり、 日本 における技術の改

良努力に対す る関心 は高いが、技術情報 と してそれ を海外 に向けて示す場合

には、その技術 の位 置づけ を含め た周囲の情報が必要 にな って くるとい うこ

とで ある。

以上の ことか ら、 海外へ向けて 日本の技術 情報 を送 り出す場合には、その

技術 を とりま く情報即 ち、 その技術 の位置 づけ、必要 な周囲の技術情報、実

際の操作 に必要な デー タな どが含まれ ている ことが望 ま しい。 これ は、必ず

しも低開発国の ニーズ とい うだけ では な く、恐 らく、先進国において も同 じ

であろ うと考 え られ る。つ ま り、 日本 の技術 に関す る情報が絶体的 に不足 し

てい るために、 単発の情報 では、 しか もそれが 日本人の基準 で記述されてい

れば なお さ ら、理 解 しがたい とい うことに なる。欧米 との間の規格等が非 関

税障壁 と して問題 になる場合 には、技術情報 の量的不足 と同時に、情報が体

系化 されてい ないた めの理解不足が、大 きな原 因のひとつである と考え られ

る。

一62一



令

■

(2)移 転段階に応 じた必要情報

相手国側が必要 とす る情 報に対 して、 技術移転供与側での必要 な情報は、

その技術移転 プ ロジェク トの発展段階に応 じて違 って くる。 この段階 を下 図

の ように大 き くは3つ に分けて考え ることにす る。

① 事前の情報開発

日本側(技 術供与側)で まず必要な情報 は企業化の可否 を検討す るため

の情報 である。

第一は、技術 的検討のために、その プロジェク トを実際に稼動 させ る際

に必要 となる、素材 ・原材料等の情報 である。

第二は、相手 側の資本 力 ・昂揚性 ・経営能 力 などの情報 であ る。 この場

合、相手側の経 営者 の個人的能 力、種族がかな りの大 きな要素 となって く

る。

第 三は、 技術 を実際に動かす技術者、労働 者 の量、質 に関す る情報であ

る。 プ ロジ ェク トがか なり進展 した段階 で熟練技術者がいない、習得に時

間がかか るなどの問題 が発生す る場合が少 な くな く、 事前の情報収集が極

めて重要 となる。

第 四は、現地 で事業 を行 う場合の制度 や手続 き、慣 習な どに関す るもの

である。
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② 運営 に必要な情報

次の段階 と して プ ロジェク ト、 あるいは実際の工場の運営 に必要な情報

の収集、整理 とい う問題 で ある。

第一 は現地の労働者 に対する教育訓練のための情報 であ り、 特に我が国

の工場 や生活様式に関す る情 報 を与えるこ とである。

第二は、 これは特 に発展途 上国の未 熟練労働者には必要 な保守 と修理 に

ついての、 インダス トリアル コモンセンス と、技術の提供 である。

第三 は企業経営 に関す る技術情報で あるが、 これは現地の企業経営の 目

的、 資本系列 に よって異 なる場合がある。

第四は労働者の役割分担の正 しい把握 をさせ ることであ る。

③ 産業開発 のため の情報

技術移転の 目的が現地で の産業 開発 である とい うことを念頭 に置 くと、

その技術が産業 にい かに して浸透 してい くか、関連 産業への波及の程度 な

どを計画的に立案 す ること、 っま り国 と しての産業政 策の マス タープ ラン

作 りが 重要 となって くる。 そのためには産業構造、産業発達の水準な どの

情報が必 要となる。

以上 をま とめてみ ると、国際的な技術 の移転には多 くの 段階が必要であ り、

その段階 ご とに必要 な情報の種類 も変 ってい くことが理解 され よ う。

(3)技 術情報の体系化の課題

必要 な情報 は何かが わか った と して も、 その情報が社会 に生 きないこ とに

は意味 をなさない。 つま り、 情報の流通体制 についての 問題 であ る。

技術情報 の流通体制 を特に技術移転 とい う観 点か ら眺めた場合に、2つ の

課題 がある と思われる。

第一は、 日本の技術 を体 系的に示す姿勢 の必要性であ る。 日本がかつて技

術 を欧米 か ら受 け入れた 際に、築 き上げた独 自の会得 の体系 を、今度は発展

途上国に示す とい うことであ る。そ の場合、 あ くまで海外へ 向けての もので
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ある以上、 日本 独 自の改 良、そ してそれが 必要 となった 日本の特殊事情 な ど

を含む もの でなければ な らない。

第 二は、そのための手段 として、 日本独 自の技術の定義、 あるい はイ ンデ

ックス ・システムが必要であ り、 しか も他国に翻訳 し易い 日本語 であるとい

うことである。技術 を他国へ移転 す る際に、情報を英語あ るいは他の外国語

で提供す ることは、情報流通の促進要 因には違い ないが、 必ず しも本質的な

ことではない。要は 日本 技術 を体 系的に理解す るための流通体制が整 ってい

るか どうかであ る。

(4)情 報 システムの効 用

技術 移転 を行 う側 、受 ける側共 に十分な意欲が あって も、技術移転 を円滑

に行 うには多 くの障 害があ る。 また情報があるに もかか わ らず整備 され てい

ないために、実際には無いに等 しい とい うような状況 もよ くあ る。

情報 を必要 とする主体は、 下図の ように技術移転 を受 け ようとする側 と、

与 える側 とが ある。 通常 よく考え られ るのは、与 え る側 の ア ク セス で あ る

が、 もっと重要 なことは本来受け ようとす る側が いかに 自由に アクセスで き

るかである。 当然の こ となが ら、 技術移転 を受けるか らには、 す でに述べた

よ うに明 らかな動機が ある。 この動機 をいかに展開させてい くか 、それは相

手国側 の 自覚 に頼 る しかな く、実効 的な技術移転は我が国 の動機 だけでな く、

両者の動機が調整 されて始 めて成立 し得 るもの である。

¶

●

技 術 移 転

供 与 国

技術移転を行 う強い
動機(政 治的、経
済的、その他)

テ

情
報
シ

ス

テ

ム

技 術 移 転
∈

相 手 国

技術移転を受けたい
強い動機、(政 治的、
経済的、技術的)

図3.2情 報 シ ス テ ム の イ メ ー ジ
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そ の 意味 で 情報 シス テ ムの役 割 を再 確 認 す る必要 が あ ろ う。 この情 報 シ ス

テ ム の あ り方 につ い ては、 第5章 に…bいて 提 示 され る こ とに な るの で、 こ こ

で の記 述 は これ ま で に と どめ る。

4



ぽ　

ケ ー ス ・ ス タ ァ ィ

一67一

第4章

 

●

●

●

■



●

■

●



●

第4章 ケ ー ス ・ ス タ デ ィ

4.i第 三国研 修 とコロンボプラン

(1)第 三 国研修 の内容

発 展途 上国の人 々に対す る技術研修 には、途 上国の人 々を先進国が受け入

れて研修 を行 な う方法 や、先進国の技術者が途 上国に派遣 されて、現地 で指

導に あた る方法 が考 え られる。 しか し、途 上国で必要 とされる技術が常に先

進国に存在 す るとは限 らない し、又、技術格差 が大 きす ぎる場 合 もある。

例 えば、寄 生虫駆 除や結核 治療 の ように、 もはや先進国では技術 の重要度

が薄れ て きてい る ものについては、近隣の中進国、途 上国に技術 を求 める方

が より適確 なこともあろ う。先進国の極度に 自動化 された製造 技術 が、必ず

しも適正 な技術移転 を ともな うとは限 らないであろ う。

そ こで、途 上国が 本当に必 要と して#り 、かつ適正 な水準 で得 られ る技術

を、その技術 が最 も活用され てい る国 より求め ることが、技術移転の方法 と

して考え られる ように なって きた。特 に、●先進国が、その発 展過程に おいて

は重要で あったが、今は重要度が薄れつつ ある技術について、他 の途 上国や

中進国にその技術が存在す るな らば、そ こを研修 の場 に しよ うとい うのであ

る。確か に先進国に とって も、社会が既に必 要 としな くなった ような技術 を、

途 上国へ の援助 を考え て保存 し続 けるのは、あ ま りに も非効率的 である。

こ うした事 か ら、先 進国 が途 上国に資金 を提供 し、必要 な技術が得 られる

国(第 三 国)で 研修 を行 な う第三国研修が行われ る ように なって きた。 これ

は、途 上国が途 上国で、 あるいは 中進国で、技術研 修 を行 うための資金 を、

先進国が提 供す ることで適確 な技術移転を進め ようとす る ものである。

② 第 三 国 研 修 の 実 施 状 況

第 三 国 研 修 の 実 施例 と して は 、 タイの キ ング ・モ ンク ッ ト工 科 大学 、 メ キ

シコや ケニ アの 電 気 通 信 セ ン ター 、 フ ィ リピ ンの道 路 交 通 セ ンター な どで行
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わ れ て い る 。 例 え ば 、 タ イの モ ンク ッ ト工 科大 学 は 、 日本 の援 助 で設 立 さ

れ た が、 タイ と 日本 とが半 分 つ つ 資金 を 出す こ とで研 修 生 の 受 け入 れ を行 な

って い る。 この 場 合、 タ イの 分担 す る資金 は、 途 上国 間 援 助、 日本 の 分担 す

る資金 は第 三 国 研 修 と と らえ る こ とが で きる だ ろ う。

しか し、 日本の 第 三 国 研 修 は 、 まだ そ の端 緒 に つ い た ば か りで あ り、 年 間

a500名 程 度 の 研 修 生 に対 し、 第三 国研 修 は15名 程 度 の 枠 で しか行 われ

て い ない。 これ に対 し、 ア メ リカや 二 一ー ジー ラン ドとい った 国 々では 、 第

三 国研 修 が非 常 に盛 ん で あ り、 ニ ュー ジー ラ ン ドで は 海外 協 力の 半 分位 を 占

め て い る。 ア メ リカは 、 ア ジア の人 をア ジア の 中で とい う考 え に基 づ いて 、

台湾 の人 々の 研 修 を 日本 で行 う とい った こ とを実 施 して きて い る。 そ の他 、

イギ リス、 カ ナダ 、 オ ー ス トラ リア とい った国 々で も、第 三 国研 修 は積 極 的

に 進 め られ て きて い る。

こ う した、第 三 国 研 修 の 実 施 に対 して、 コ ロン ボ ブ ラ ンは重 要 な 役 割 を担

って きた。

③ コ ロ ンボ プ ランの 誕 生'

第2次 大 戦 が終 わ り、 東 南 ア ジ アの国 々が 独立 を達 成 しつ つ あ った195

0年 当時 、 英連 邦 に 属 す るス リラ ン カ、 イ ン ド、 パ キ ス タ ン とい った 国 に と

って、 戦 後 復興 の経 済 開 発 が 緊 急 の課 題 とな って い た 。 この よ うな事 情 を背

景 と して、1950年1月 、 ス リ ラン カの 首都 コ ロン ボで、 英連 邦 の外 相会

議 が 開か れ た 。 イ ギ リス 、 カ ナ ダ、 オ ー ス トラ リア、 ニ ュ ー ジー ラ ン ド、 ス

リラ ンカ、 イ ン ド、 パ キス タ ン の7ケ 国が 参 加 した 、 この 会 議 の席 で、 コロ

ンボ ブ ラン構 想 が検 討 され 、 決 議 され る こ と とな った 。提 唱 者 は、 現在 のス

リラ ン カの 大統 領(当 時 は 経 済 大 臣)ジ ャ ワル デ ナ と、 オ ース トラ リアの パ

ー シー スペ ンサ ー卿 で あ る
。

コ ロ ンボ プ ラ ン とは 、 参 加 国 が 毎 年 定期 的 に会 合 し、 途 上国 が経 済 開発 を

進 め る 上 でか か え て い る諸 問 題 や現 状 、2国 間 ベ ース で 進 め られ て い る経済

・技 術 協 力 の 問 題 点 に つ い て、 政 治 色 ぬ きで卒 直に 話 し合 うフ ォー ラム であ
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る。 現 在 、授 益 国6ケ 国 と、 受 益 国20ケ 国が 会す る この 場 では 、2国 間 ベ

ー ス で実 施 され る援 助 を、 い か に 効 率 的 に 進 め るかが 検 討 され る。 そ のた め 、

ドラ ッグ ・ア ドバ イ ザ ー ズ ・プ ロ グ ラム とい う例 外 を除 い て、 コ ロン ボ プ ラ

ンは 、 特 に実 施 プ ロ ジ ェク トを持 たず 、 表 決 で は な くコ ンセ ンサ ス方 式 で会

議 が進 め られ、2国 間 援 助 の 阻 害 要 因 の除 去 が はか られ る こ とに なる 。

日本 は1954年 か ら、 コ ロン ボ ブ ラ ンに参 加す る よ うに な って い る。

●

④ コ ロン ボ プ ラ ン事 務 局 の 関与

前記 の よ うに 、 コ ロ ン ボ ブ ラ ンは2国 間協 力 をベ ー ス に してい る た め 、第

三 国 研 修 とは異 質 に 見えるか もしれ ない。 しか し、 第3国 研 修 とい うの は 、先

進 国 と途 上国 との 間 で 、 直 接 的 な研修 プ ロ ジェ ク トを実 施 し よ うと した 時 に

生 じる阻害 要因 、 即 ち先 進 国 で は 適確 な研 修 施設 が失 なわ れ つ つ あ る とい っ

た 問 題 や 、 途 上国 間 援 助 の 資 金 不 足等 々を取 り除 く方 法 と して 考 え られ た も

の で あ る。 こ うした 点 か ら、 コ ロン ボ プ ラ ン事 務 局が 実 施 してい る2国 間協

力の 阻 害 要 因 の把 握 は 、 第 三 国 研 修 とい う形 も含 め て、 技 術 移 転 に大 きな貢

献 を して きて い る と言 え よ う。

例 え ば 、 ネパ ー ル、 ブ ー タ ン、 モ ルデ ィブ等 々の ニ ー ズ を と らえ に くい国

々につ い て 、課 題 を調 査 して加 盟 国 に配 布 した り、途 上国 間 の技 術 協 力状 況

を調 査 して 、近 隣 国研 修生 受 け入 れ の フ ァシ リテ ィ情 報 を と りま とめ た りし

て い る。 ま た、研 修 生 受 入 れ の条 件 が きび しす ぎる先 進 国 に 対 して は、 学歴

条件 を一 定 の経 験 に置 きか え る よ うに とい った提 言 も行 な って きて い る。

こ う した 調 査 の 過程 で 、 イ ン ド、 タイ、 パ キス タン、 韓 国 、 シ ン ガ ポー ル 、

マ レー シア、 バ ン グ ラデ ィシ ュ、 フ ィ リピ ンな どが実 施 して い る技術 協 力 の

実 態 が 明 らか とな り、 適 切 な研 修 施 設 を近 隣 諸 国 に見 出す 第 三 国 研 修 に 資 す

る こ と と な った。 近 隣 の 途 上国 、 あ るい は 中進 国 には、 どの よ うな研 修 施 設

が あ り、 どの よ うな研 修 が 可 能 で あ るかが 把 握 で きる よ うに な った の で あ る。
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{5)第 三 国 研 修 の 評価

第 三 国研 修 とい うの は 、 コス トシ ェア リン グの 援 助 方 式 で あ り、 施設 と資

金 を別 々の 国 が 提 供 す る とい う形 態 を とっ ては い る ものの2国 間協 力 の変 形

と言 え る か も しれ な い。 技 術 移 転 に果 たす 第 三 国 研 修 の 役 割 は 、 先 進 国

は 古 くな りつ つ あ る技 術 を保 持 す る必 要 が な く、途 上国 は適 正 な レベル の技

術 を、 そ れ が 活用 さ れ て い る国 か ら求 め る こ とが で きる とい う点 で 充分 評 価

され る が 、 そ の 他 に も有 効 な点 が 存 在 して い る。1つ に は、 研 修 生 が先 進 国

に 定着 して しまい、 帰 国 し な くな る とい う頭 脳 流 出が 、第 三 国研 修 の場 合は

少 ない とい うこ と で あ る。 又、 途 上国 か ら先 進 国 に派 遣 され た場 合に、 急 激

な環 境 変 化 が 心理 的 負担 と な り、 研 修 生 が ノ イ ロー ゼ にお ちい る こと もあ る

が 、 近 隣 で の 第 三 国 研 修 では 、 こ う した 精 神 的 負 荷 が軽 減 され る こ と となる。

さ らに、 自国 に全 く適 用 で きない よ う な、 格 差 の大 きい技 術 を学ん で 帰 国す

る とい う問 題 が ない 。 技 術 とい うの は、 段 階 的 に進 歩 す る もの で あ り、 最先

端 の技 術が 必 ず し も経 済 や技 術 開 発 に最 良 とい うわ け で は ない 。

こ う した 評価 か ら、 第 三 国 研 修 は 、 い わ ゆ る中 間技 術の 移 転 に は、 大 きな

効果 を 発揮 す る もの と期 待 され る。 しか し一 方 で は 、 時 と して 途 上国 で お き

る、 中古 技 術 の移 転 では ない か とい った批 判 や 、 最新 技術 の 出 しお しみ とい

う批 判 に 、 どの よ うに答 え て ゆ くか とい った 課 題 が 残 され て い る。

なお 、 本 ケ ース ス タデ ィは 、 元 コ ロ ンボ プ ラ ン事 務 局 ・技 術 協 力 ア ドバ イ

ザ ーの 石 崎 氏 の 御 協 力 を得 て と りま とめ た もの で あ る。

'
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4.2産 業 協 力 と技 術移 転

(1)産 業 協 力 の現 状

1981年 は、 「産 業 協 力 元 年 」と も言 うべ き年 で あ った。 表4.2-1に

示 され る よ うに、1980年 は 、首 相訪 欧(6月)、 稲 山使 節 団訪 欧(10

月)と い った2大 使 節 団 の 訪 欧 に 加 え て 、 英 国 ジ ョゼ フ産 業 相(9月)、

ECの ウ ィル キ ン ソン副 委 員 長(11月)、 仏 産業 省 デ ィザ ル ン電子 機 械 局

長(12月)等 の来 日が 続 き、 こ う した動 きの 中 で、 後 に 述 べ る貿 易 摩擦 回

避 等 の背 景 の 下 で 、 日欧 間 で の産 業 協 力 関係 が著 しく進 展 した。

そ の結 果 、 日英 、 日仏 間 で は 第1回 の 産業 協 力会 議 が 東 京 で開 かれ 、 エ レ

ク トロニ ク ス分 野 で の協 力 等 を中心 とす る合意 が なさ れ て い る。

表4.2-1産 業 協 力 をめ ぐる動 き(1980年)

月 日

2月11日

3月11日

3月30日

4月8日

4月24日

6月4日

6月11日

6月16日

6月20日

動 き

セア ッ ト社再建 で トヨタに協力要請 へ ー イタ リア国家産

業公社幹部が来 日。

政府主導 で欧州 と産業協 力、先端技術分野 で英 と合意。

仏、 日本に原子 力など10項 目の産業協力 要請。

産業協 力で定期協議 一 田中通産相、英外相 と一致。

高度技 術産業 で 日英協力を 一 田中通産相、 ベー カー英産

業担 当相会談 。

政府 、首相訪 欧で対処方針固める。一 対EC産 業協 力を

共同輸 出 ・生産 を軸 に推進。

11月 に 日欧 シンポー 鈴木 首相、産業協 力へ各 国首脳 に

呼び かけ。

政府 、秋 に経済使節団をEC各 国 に派遣一 通商問題 ・産

業協力 な どを探 る。

日仏経済関係強化へ通商 ・産業協 力の2委 員会設置一 鈴
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6月 .30日

7月17日

8月8日

8月9日

8月13日

8月30日

9月5日

9月7日

9月10日

9月14日

9月19日

9月19日

9月19日

9月23日

10月2目

木 ・ ミッテ ラ ン会 談 で 合意 。

仏 、企 業 国 有化 を縮 少 、 産 業 再 生 へ 協 力 を一 ミッテ ラ ン

政 権 、 日本 に説 明 。

外 務 省、 貿 易 ・産 業協 力委 設 置 で仏 に 日本 案 を説 明 。

産 業 用 ロボ ッ トで 日米欧 トップ連 合一 川 崎 重工 ・ユニ メ

シ ョン ・ア セァ、 製 造 ・販 売 で 協 力。

東 レ と国営 エ ル フ社(仏)、 航 空 向 け 炭素 繊 維 を仏 で 合弁

生 産 一 新 政権 下 初 の産 業 協 力 。

通 産省 に 「産業 協 力調 整 室 」設 置 一 各 国 との協 調 後押 し。

第5世 代 の コン ピ ュー タ、 日米 欧 の 共 同 開発 始 動－IB

Mも 参 加 へ 。

日英 、 電 気通 信 の 技 術協 力 で 合 意一 山 内 郵政 相 とジ ョゼ

フ産 業相 が話 し合い 。

英 、 第1回 日英 産 業 協 力 協議 で通 信 技 術 ・ロボ ッ ト量 産 な

ど対 日協 力 要請 へ 。(9月10日 ～12日)

ロボ ッ ト ・通 信 機 器 ・電 算機 を 日英 企業 協 力の 軸 に一 英

産 業 相 語 る。

日欧 電機 摩 擦 、再 燃 の 兆 し一 西独 、技 術 面 で保護 色 、 産

業 協 力の 底 に 「対立 」。

来 日中の ジ ョゼ フ英 前産 業 相 、 田 中通 産 相 と会 談一 産 業

協 力推 進 で一 致 。

富 士通 フ ァナ ックの 対英 ロ ボ ッ ト技 術 援 助1通 産省 の 産業

協 力 さ らに推 進 。

通 産省 、 対EC産 業 協 力 で ビク ター な ど 日欧4社 のVTR

合弁 計 画 を積 極 的 に支 援 。

貿 易 摩 擦 回 避 へ 産業 協 力 を積 極 的 に一 貿易 会 議 が意 見 書 。

日欧 協 調 の 道探 る、 稲 山 使 節 団 あす 出発 一 重 荷 の 産業 協

力推 進 、 輸 入 拡 大 に も及 び 腰 。
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10月6日

10月7日

10月20日

10月20日

10月26日

10月28日

11月2日

11月4日

11月5日

11月6日

11月7日

11月13日

11月27日

12月2日

12月3日

12月10日

産業協力具体化 を、稲 山使節団に期 待一 ハー フェル カン

プEC副 委員長 会見。

日 ・蘭企業間で産業協 力推進一 財界訪欧団確認。

稲 山使節 団全 日程終了へ、 対欧協調 キ メ手 な く一 「産 業

協力 」実 らず。

産業協 力へ対 日使節 団派遣一 伊首脳、稲山使節団 に提案。

日英電子機械業界、11月2日 か ら定 期協議一 先端技術

で産業協 力。

スペ リー社長、第5世 代 コンピュー ター開発 に参加、通産

の対応注 目、パ ソコン も進 出。

日 ・ECは 多角的 協力関係 を、産業協力深め る努力必 要 一

－EC副 委員長来 日前に語 る。

通産省 、月末 に 日仏 産業協 力協議一 ビクター と仏 トム ソ

ン ・プラン トの合弁決着へ。

米 ゼネラル ・ア トミック社副社長、原子 力産 業会議 と懇談

一 高温 ガス炉 の実 用化 に 日独協力必要。

日 ・ECシ ンポ個別 テーマ討論、産業協 力推進で一致一

日本的経営 を欧側 も評 価。

日本は産業協 力 など早急に実行 を－EC副 委 員長、 日 ・

ECシ ンポ終了後記老会見。

通産省、 本田 ・BLの 提携拡大 ・上級車種共同開発 を評価

一 日英産業協力進展 を期待。

日英電機業界会談で一致一 先端技術で産業協 力。

エレク トロニクスで 日仏 産業協 力進め る一 日仏協 力委員

会で一致。

デ ィザル ン仏電子機械局長、 エレク トロニクス分野 での 日

仏産業協力で6日 来 日。

目印経済 合同委が閉幕一 産業協力 など確認。
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12月11日

12月14日

12月28日

オ ー ス トラ リアの オ イ ミ ッヒ社救 済 で代 表 団 来 日、 電 子機

械 工 業 会 な ど と産 業 協 力 で会 合。

オ ー ス トラ リア政 府 、 日本政 府 ・産 業 界 に投 資 ・産 業 協 力

求 め る。

ル ー マ ニア 、近 く工 業 用 ロボ ッ トの 開発 、生 産 に 着 手一

西 側企 業 か らの 協 力 を希 望 。

(出 所)NEEDS-IRを 用 い て 「日経 」、 「 日経 産 業 」等 よ り作 成

② 産 業 協 力 問題 登 場 の背 景

こ う した急 速 な産 業 協 力 進展 の 背 景 に は様 々 な背 景 が あ るが 、 以 下 、 そ の

い くつ か につ い て検 討 して み る こ と とす る。

第1は 、 ヨー ロ ッパの経 済 不 況 の 深 刻 化 で あ る。EC委 員 会 の81～82

年 次 経 済 報 告 書 に よれ ば 、81年 のEC経 済 は マ イナ ス0.5%の 成 長 率 に

と どま る と予想 され てお り、 また 国 別 に 見 て も フ ランス0.5%、 西 ドイ ツが

マ イナ ス0.3%、 イ ギ リス もマ イ ナ ス2%と いず れ も著 しい 停 滞 を記録 しよ

うと して い る。 また 失 業 問題 も、EC委 員会 の発 表 に よる と、EC10ケ 国

の82年1月 末 の 失 業率 が8.5%、 約1,000万 人 と な ってお り、 極 め て深

刻 な問 題 と なって きてい る。

こ う した環 境 下 に お い て、 わ が 国 との 産業 協 力 に よって現 地 企 業 に何 らか

の 新 しい経 営 資 源 が 導入 され、 新 た な雇 用 機 会 が 創 出 され る な らば 、 そ れ は

当 面 の 失 業 問題 に と って も何 が しか の プ ラス 要因 となる こ とは もち ろん 、 よ

り長期 的 に み て も、 わ が 国 か ら新 しい 技 術や 経 営 方 式 とい った 経 営 資 源 を導

入 す る こ とは 、EC経 済 の 再 活 性 化 に寄 与す る もの と考 え られ てい るの であ

る。

第2に は、 こ う した ヨー ロ ッパ の経 済不 況 を根 本 的 な原 因 とす る 日 一欧 間

貿 易摩 擦 の激 化 とい う背 景 が 指 摘 で きる。

表4.2-2は1973年 ～80年 の 期 間vateけ る 日－EC間 の貿 易 動 向 を
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示 した もの で あ るが 、ECの 対 日輸 出は 、 円高 に よる急 増 の み られ た78～

79年 を除 け ば 平 均10%程 度 の増 加 しか示 して い ない の に対 し、 日本 の 対

EC輸 出 はほ ぼ コン ス タ ン トに年 々20%台 の 伸 び を示 し、 この結 果 、80

年 の 日 －EC間 貿 易 収 支 は100億 ドル に 達 してい る。 また 、 日 －EC間 の

輸 出 入額 の 比 を と って み て も、 第一 次オ イ ル シ ョック 時 にはECの 対 日輸 入

の3分 の2で あ った の に 対 し、80年 に は この 比 率 が 約3分 の1へ と低 下 し

てい る。

もち ろん こ うした2地 域 間 の貿 易 収支 の イ ンバ ラン スは 、 そ れ 自体 直 接 に

貿 易 摩擦 の発 生 を もた らす もの で は ない が 、 これ を品 目別 に 見 れ ば、 か つて

の 自動車 にかわ ってVTR、 半導体等の電子 機器や先端技術製品が急速 に伸

び て お り、 この 点 は 、首 相 訪 欧 、 稲 山 ミ ッシ ョン訪 欧 の 際 に も、EC側 が重

ね て 指 摘 す る とこ ろ と な って い るの で あ る。(各 国 と も特 定 セ ンタ ーへ の 集

中豪 雨 的 輸 出 を一一様 に批 難 し、 そ の 是 正 を求 め て きて い る。)

表4.2-2日 －EC間 の 貿 易 動 向

1973

1974

1975

1976

1977

1978

1979

1980

日 本 →EC

(A)(伸 び率)

4,186

5,219(25)

5,987(15)

7,153(20)

8,750(22)

11,124(27)

13421(21)

17,351(29)

EC→ 日 本

(B)(伸 び≧巨)

Z835

3306(17)

Z767(▲16)

3,043(10)

3,528(16)

4,746(34)

6,334(33)

6,362(0)

(百 万 ドル 、%)

貿 易 バ ラ ン ス

(B)一(A)(B)レ/(A)

▲1,35167.7%

▲1,93163.2

▲3,22046.1

▲4,112425

▲5,22240.3

▲6,37842.6

▲7,08747.2

▲10,98936.6

θ 第3に は、 こ うした貿易摩 擦の回避等 を も目的 として進展 してい る先進国

間におけ る直接投資の増大 とい う背景が指摘される。 もとより、 「産業協力 」

とい う名称は こ うした対欧直接投 資や対応技術協 力、対欧OEM契 約等の進

展 を背景 として、 これ を追認す るかの如 く冠せ られた名称 であ り、その意味
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で、 先 進 国 間 直接 投 資 の増 大 は 産業 協 力進 展 の 背景 とい うよ り も、 産 業 協 力

の進 展 そ の もの なの で あ る が、 一 応 こ こでそ の 状 況 を フ ォ ロー してみ る と表

4.2-3の 如 くと なる。

同表 は、 北 米 、EC、 日、 豪 の主 要先 進 国8ケ 国 間 にお け る直 接 投 資 の状

況 を、1977年 に つ い て投 資 国、 受 入 国 別 の マ ト リ ック ス と して表 示 した

もの で あ る。 、

,
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表4.2-3主 要先進国8カ 国間直接婁資残高

1977年(100万USド ル)

投 資 受 入 国(被 投 資国)

米 国 カナダ 英 国 西 独 フランス
'

イタリア 日 本
オ ース ト

ラ リア
総 計

'

米 国 35200
35357

17,434

ユ1,034

11,071
7,423

6,090
824

ao16 4,143
1,116

5,739
2011

149β48

カナダ 6β07
5β56

1β26
976

179
224

176
11

70 57
44

416
86

12640

投 英 国 綴 韻8…
'…灘

1,539
965

564 131
129

4,977
1,976

33ρ30

西 独 26752
529

168き 839
543

18↑歪 673
66

126 20511

資 フ ランス 989
1β00

193
767 1》8

283
1,134

217
27

6,030

イタリア
280 100 313 219 224

710

国 日 本 4,7671
,755

634
315

1,69069 252 222 44 964499 22210

オース ト

ラ リア 54 346 10

総 計 34595 44ユ48 20,064 19257 5,917 4238 1,918 5ρ48

(100万USド ル)1976年

投 資 受 入 国(被 投 資国)

米 国 カ ナダ 英 国 西 独 フランス イタリア 日 本
オース ト

ラ リ ア
総 計

33932 15,137 10497 5β47 2934 3797 5,465 136β09
米 国 35200 9,999 6,925 628 1,018 1576

61.78 1,052 153 224 50 69 485 11β64
カナ ダ 5,907 884 212 7 37 100

投 英 国
4,060

5β02

2β26

4,004

1,902
1,706

1β68

847

490 101
117

4,675
1,431

29905

2098 1244 774 1β17 640 105 18317
西 独 2097 817 478 681 54

資 フランス
797

1,570
161
753

584
602

197

1ρ02

190
22

4β16

159
イタリア 34 290 190 180

国 日 本
4,081

1,178

586
297

1,640

△93
207 184 36 818

367

19404

オース ト

ラ リア
46 324 9

総 計 30,770 43950 17β70 17β49 4β13 a103 1,694 3907

(注)上 段の数字は投資国側発表の数字。

下段の数字は受入国側発表の数字。
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しば しば 指摘 され る よ うに、 か つ て の 我が 国 の 対外 直接 投 資 は、 そ の投 資

が 主 と して 開発 途 上国 で あ った。 そ れ は 労働 集 約型 産業 を 中心 とす る低 賃金

を求 め て の 海 外 直接 投 資 で あ った。 しか しなが ら、70年 代 後 に入 る と、 発

展 途 上国 経 済 の 停 滞 が 著 し くな り、 我 が 国 の 海 外 投 資 に 占め る開発 途 上国 向

け投 資 の 比重 は低 下 し、 か わ って先 進 国 向け 投 資 、 と りわ け 対米 投 資 の比 重

が増 大 す る傾 向 とな る。

これ は、 ひ とつ には 途 上国 経 済 の 停滞 の も とで、 相 対 的 に 先 進国 市 場 の成

長性 が注 目 をあ び る よ うに な った とい う事 実 の反 映 で あ る とと もに 、い まひ

とつ には 、 日 一米 、 日 －EC間 の 貿 易摩 擦 の 激 化 とい う条 件 の 下 で、 商 品 に

よる直 接 輸 出に か わ って、 貿 易 摩 擦 を伴 わ ない 直 接 進 出やOEM契 約 の形 態

が選 好 され る よ うに な った か らで もあ る。

表4.2-3に もどれ ば 、77年 末 現 在 の 我 が 国 海 外 直接 投 資残 高222億

ドル の 内、 対米 投 資 は47.7億 ドル と約2割 強 を 占め てas・り、 イギ リス 向け

も、16.9億 ドル と約8%弱 を 占め て い る。

こ う した傾 向 は他 の先 進 国 に お い て も同様 で あ り、例 え ば 我 が 国 に比 べ て

1.5倍 の規 模 の海 外 直 接 投 資 残 高 を持 つ イ ギ リス の場 合 には 、 総額330億

ドルの内の52%は 先 進9ケ 国 に対 す る もの で あ り、米 国 の 場 合に は、 総 額1,

498億 ドル の 内55%は 先 進9ケ 国 に対 す る もの で あ る。

なお、 この よ うな直接 投 資 に よる海 外 進 出は 、 摩 擦 の 回避 とい う消極 的 意

義 に と どま らず 、 進 出企 業 に と って は、 投 資 先 での 企 業 イ メー ジの 向 上、 為

替 レー ト変 動 の 影 響 か らの 解 放(も ちろん 部 分 的 に は影響 を受 け るが)等 の

積 極 的意 義 を持 つ もの で あ る こ と も指 摘 して お く必 要が あ ろ う。

(3)技 術 移 転 の一 形 態 と して の産 業 協 力

以 上、 産 業 協 力 の 現状 及 び背 景 につ い て概観 して きた が、 ここ で、産 業 協

力 の概 念 にた ち も ど り、技 術移 転 の一 形 態 と して、 そ の特 徴 を整 理 して み る

こ と とす る。

よ く言 われ る よ うに、 「産 業 協 力 」なる概 念 は は な はだ あい ま い な もの で
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あ り、 必 ず し も明 快 な定 義 を得 て い ない。 しか しこ こで敢 え て定 義 を行 なえ

ば 凡 そ 次 の よ うな もの とな ろ う。

「産 業協 力 とは 、 日本 と先 進 国 との間 で、 資 本、 技 術 、 ノ ウハ ウ等 の交 流

を行 ない 、 相互 の産 業 活動 に対 して補 完 的 効果 を もた らす 諸 活動 を言 う 」こ

こで注 意 す べ きポ イ ン トが い くつ か ある。 そ の第 一 は 、 「日本 と先 進工 業 国

との 間 で 」と敢 え て 限 定 を付 け加 えた こ とで あ る。

既 に 「背 景 」の項 でみ て きた よ うに 、米 －EC間 の 資 本 の相 互 交 流 は 日－

EC、 日 一米 間 よ りも 活 発 で あ る に も関 らず 、 これ らの 投 資活 動 が 「産 業

協 力 」と呼 ばれ る こ とは ない 。米 －EC間 に おけ る資 本 、 技 術 、 ノ ウハ ウ等

の交 流 は 、 日 －EC、 日 一米 の 場 合 と全 く同様 に して 相 互 の 産 業活 動 に対 し

て 補 完 的 効 果 を もた らす に も 関 ら ず これ を 「産 業 協 力 」と呼 ば ない のは、

わ れ われ に と って関 心 が ない問 題 で あ るか らで は な く、 そ れ が 日本 を一 方 の

当事 者 とす る 「産 業 協 力 」の場 合 と質 を異 に す る一 面 が あ るか らで ある。

とい うの は 、 本来 「産 業 協 力 」は文字 通 り産 業 界主 導 の 準民 間 ベー ス協 力

であ るに もか か わ らず 、 現 在 推進 され よ うと して い る 「産 業協 力 」、特 に 日

－EC間 のそ れ は 、何 らかの 形 で両 国 の政 府 が 関 与 してk－ り、 そ の こ とは、

と り もなお さず この 「産 業 協 力 」が何 らか の意 味 で国 家 間 の利 害調 整 の一 部

と して扱 われ て い る こ とを意 味 して い る。端 的 に言 え ば 、 「貿 易摩 擦 の回避

の用 具 」と して これ が 位 置 づけ られ てい る とい う こ とで あ る。 こ う した 条件

は通 常 、 相互 の補 完 的 効果 ない し相 互作 用 に何 らか の非 対 称 性 を持 ち込 む も

の で あ り、 「経 済 協 力 」とい った場 合の 「協 力 」に こめ られ て い るの と同 じ

含 意が 「産 業協 力 」に も見 出 され るの で あ る。

第 二 には 、 産業 協 力 の 具 体 的形 態 につ いて で あ る。 即 ち、 産業 協 力の具 体

的形 態 と して は 、以 下 の よ うな ものが あ る。

川 合弁 事 業 、 直接 投 資 とい った 対外投 資 も し くは海 外 か らの 対 日投 資

(ii)技 術 提 携 や 共 同技 術 研 究 開 発

(iil)第3国 市 場 に お け る共 同 プ ラン ト受 注 の よ うな第3国 市場 協 力

lV)OEM契 約 書
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(i)の具 体 例 と して は 、IC、 民 生 用 エ レク トロニ ク ス分 野 での 対欧 投 資(

松下 、 東芝 、 日立 、 三 菱 、 ソニ ー 、 サ ン ヨー等 の対 英 投 資 な ど)が あ り、 相

当以 前 に行 わ れ て い る投 資 もあ る。

(ii)の具 体例 と して は 、 本 田技 研 と ブ リテ ィ ッシ=レ イ ラン ド(BL)社 の

技 術提 携 、 富 士通 とICL社(英)と の 技術 提 携 、 富 士 通 フ ァナ ック とジー

メ ンス(独)、 シ ック ス ハ ン ドレ ッ ドグル ー プ(英)と のNC工 作 機 、 ロボ

ッ ト分 野 での技 術 提 携 等 の他 、 共 同研 究 開発 プ ロ ジ ェク トと して は、 日英 の

民 間航 空 機 用 ジ ェ ッ トエ ン ジ ン共 同 開 発(XJB計 画一 ロー ル ス ロイス社

と川 重 、 石播 、 三 菱 重工)、 東 レ とエル フ ・ア キ テ ー ヌ(仏)の 炭 素 繊維 共

同開 発 、 川 崎重 工 とMBB(独)と の ヘ リコ プ タ ー共 同 開発 、 日米 伊 の 民 間

輸 送 機 共 同 開発(YX計 画)な どが あ る。

㈹ の 具 体例 と して は 、 ガー ナ水 力発 電 プ ラン ト、 ア ブダ ビ海 底 油 田 開 発 プ

ロ ジ ェク ト、 エ ジ プ ト港 湾 プ ロ ジ ェク ト、 サ ウ ジ精 油 所 プ ロ ジ ェク ト、 イ ラ

ク ダ ム プ ロ ジ ェク ト、 イ ン ドネ シ ア コ ンデ ン サ ー プ ロジ ェク ト、 東 独 冷 間圧

延 機 プ ロジ ェク ト、 フ ィ リピン肥 料 プ ラ ン ト、 東 独 カ ラーTVブ ラ ウン管 プ

ラン ト、 イ ン ドネ シア コ ンデ ン サ ー プ ロジ ェク ト、 ア ル ジ ェ リア石 油 精製 プ

ロジ ェク ト等 相 当 数 に の ぼ る プ ロジ ェク トに お い て 日欧 の 企業 が コン ソー シ

ア ム を組ん で途 上国 、 東欧 市 場 に お け る協 力 を実 施 して い る。

また こ う した 密 接 な協 力 を行 い うる背 景 と して 、 日欧 間 で い くつ か の 共 同

保 険協 定 が 締 結 され て い る こ と(日 英81年6月 、 日仏81年1月 、 目白8

0年6月 、 日蘭81年9月)や 、 日本機 械 輸 出組 合が 各 国 の機 械 工 業会 と行

って い る定 期 的 な情 報 交換 活動 の 役 割 を見 過 ごす こ とは で き ない。

(例)日 英 二日機 軸 とEEF(エ ン ジニ ア リン グ企 業連 盟)の 定期 協 議

日仏:日 機 輸 とGEIF(仏 プ ラン ト産 業 グル ー プ)の 定 期協 議

日独:日 機 軸 とVDMA(ド イ ツ機 械 工 業会)の 定 期 協 議

目白:日 機 輸 とFABRIMETAL(金 属 機械 工 業 連 盟)の 定

期 協 議

日蘭:日 機 軸 とFME(オ ラ ンダ機 械 工 業会)の 定 期 協 議
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日伊:日 機 輸 とASSOLOMBARDA(ロ ン バ ル デ ィァ機 械

工 業 会)と の 定 期協 議,

av)の具 体 例 と して は 、 ビク ター と ソー ンEMI(英)、 トム ソ ン ・プ ラ ン

ト(仏)、 テ レフ ン ケ ン(独)各 社 とのVTR分 野 で のOEM契 約 、 コ ン ピ

ュー タ分 野 で の富 士 通 一ジー メ ンス(独)のOEM契 約 等 が あ る。

以 上、 いず れ の ケ ー ス にお い て も、 そ こに 見 られ るの は 、 生産 技 術 、経 営

技 術等 の 経 営 諸資 源 が 一 体 とな って の 技術 移転 であ り、 合弁 事 業 等 の 場 合 を

除 け ば、 資本 の移 動 そ の ものは 必 ず しも本質 的 で は ない 。

そ して、 こ うした 技 術移 転 が 成 功 裏 に 開花 す るのは 、 先 進 国 間 の 技 術移 転

の場 合、移 転 を受 け る側 が 市 場 の把 握 、生 産 要 素 の調 達 等 に充 分 な能 力 と条

件 を備 え て い るか らで あ る と言 え よ う。移 転 を受 け る側 に と って 、 技 術 の み

が ボ トル ネ ック と な って お り、 そ れ以 外 の諸 条 件 は充 分 に成 熟 して い る、 と

い う場 合、 技 術移 転 の成 果 は実 る の で あ る。 この 点が 、 南 一北 間 にお け る技

術移 転 問 題 の抱 え る難 しさ と対 照 を な して い る と言 え よ う。

'
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4.5技 術移転 としての 日本語教育

は じめに、 最近 は文化摩擦 とまで呼 ばれ るよ うに なった貿易摩擦 の問題 につ
'

いて考え てみた い。そ して、 次に 日本語教 育、特に欧米 ビジネス マンを対 象 と

した場合の問題点を指摘 し、その上で技術移転 と しての 日本語教 育について検

討する。 なお、付論 として 日本語教育におけ る言葉 と文化の問題 を加 えた。

●

4.5.1貿 易摩擦 と 日本文化

対米 ・対EC貿 易不均衡 か ら、 いわゆる貿易摩擦の問題が 日本に とって大

きな懸案 事項 に なってか ら久 しい。特 に、最近 に なって米国議会で 「歯 には

歯 を、 目には 目を」 とも言 うべ き相互主義 の動 きが現れ、貿易摩擦 はひ とつ

の クライマ ックスを迎 え るに至 ってい る。欧米 の批判 の焦点は何 と言 って も

日本市場の閉 鎖性で ある。 日本側 も、欧 米か らの批判 に応えて関税の引 き下

げ、輸入お よび検査手 続の簡素化、寛 々公社 など政府機関調達の外国企業へ

の開放 とい った対応策 を とって きて い るが、欧米 とりわけ米国の対 日批判 は

ますます高 ま るばか りである。最た る ものが、 日本市場 の閉鎖性がそ の文化

と言葉に ある とす る見方 であ り、 これ を 「文化障壁」(米 国商務省の ギボン

ズ報告)と さえ呼んで いる。

日本 の市場 が閉鎖 的で ある とい う欧米の企 業か らの苦情 に対 して、 「日本

企業が輸 出市場 を開拓 したときには血の出 る よ うな苦労 を した。欧米の企業

もそれ に相 当す る努力をするべ きだ。」 とい う反論が従来行われて きた。欧

米側の努 力不足 を指摘す るや り方であ る。 この ような日本側の指摘に は真実

が含 まれ てお り、欧米 側 も努力不足 を認めて いない訳 では ない。 しか しなが

ら、最近 にな って欧米の論調は、そ れ でもや は り日本市場は閉鎖的 で ある、

とい うこ とに な って きた。米国、欧州諸国は、在 日商 工会議所を動 員 して欧

米企業の 日本市場 での活動状況 を調査 し、それぞれの企業 が直面 している問

題点 を洗 い直す作業 を行 っている。そ の結果、 品質、価格、デザ インなどの

点 で、 日本 のマー ケ ットに合わせ た商 品の開発努力を強化す る必要は認め な

が らも、問題 の本質 は非関税障壁 にある と結論 している。
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非 関 税 障 壁 に含 ま れ る もの は、 輸 入 、検 査 、 許 認 可 に 関 る諸 手続 きの 問題

ばか りで は ない 。 そ れ ば か りか、 これ ら諸 手続 き を簡 素化 す る とい う 日本政

府 に よる最 近 の改 善 策 は、 本 質 的 な解 決 策 に な ら ない とい う厳 しい見 方 も あ

る。(米 国大 手 医 薬 品 メ ー カー、 ジ ョ ンソン ・ア ン ド'ジ ョン ソン'イ ン タ

ー ナ シ ョナ ル 社 の ニ ール ・ア ッシ ュウ ェル 副社 長 一 日経 ビジネ ス誌1982

年2月22日 号)同 氏 に よれ ば、 日本 に求 め られ て い る もの は、 「小手 先 の

改 善 で は な く、 日本 そ の もの の変革 」 とい うこ とに な る。 一 方 、 オ ランダ 、

フ ィ リ ップス社 のW。 デ ッカー社 長 は 、 同社 極 東支 配 人 と して6年 間に 及 ぶ

日本 体験 を踏 まえ て、 「米 国、 中南 米 と比較 して 日本 市場 の 開拓 は例 外 的 に

難 しい」 と語 って い る。(日 本経 済 新 聞 、1982年3月1日 朝刊)そ の難

しさは 、 日本 の 文化 、 社 会 の仕 組み の異 質 性 に 由来 してお り、 言 葉 の 障壁 、

そ して問 屋 制 度 など流通 組 織 の 違 い も大 き い と言 う。

非 関税 障 壁 に対 す る以 上 の よ うな指 摘 に対 して、 日本 側 は従 来 通 り相 手 の

努 力不 足 を上 げ つ らえ ばす む とい う もの で は ない。 ま してや 、「文化 障壁」 の

撤 廃 を求 め る 声 に対 して、 日本 文 化 を 捨 てう とい うこ とか な ど と ヒス テ リ ッ

ク な加 剰反 応 を 示 すべ きでは ないで あ ろ う。 フ ィ リップス 社 は 、 世 界67カ

国 に進 出 して お り、 主 要 な先 進工 業 国 では い ず れ もそ れ 相 当の 成 功 を収 め て

いる。他国市場 での実 積 に基 づ い て、 日本 市場 の閉 鎖 性 を 指摘 す る欧 米 企 業 は 、

フ ィ リップス 社 、 ジ ョン ソ ン ・ア ン ド ・ジ ョンソ ン社 だ け で は な い。 日本 と

して も、 これ ら然 るべ き企 業 か らの 然 るべ き声 に 真 撃 に耳 を傾 け るべ き時 が

来 た よ うに思 え る。

日本 市場 の閉 鎖 性 あ る いは 非 関税 障 壁 、 文化 障 壁 一 この よ うな批 判 が ほ

ん と うの ところ何 を意 味 す るか 。 明治 維 新 以来 、 日本 は 政 府 主 導 の も と欧米

諸 国 へ追 い つ くと い う 目的 を達 成 す るた め に高 進 して きた。 第 二 次 大 戦 後 は、

経 済 復 興 、貿 易 立 国 の 掛 け 声 の も と、 国 内に お い て は 手厚 い産 業 保 護 を行 い

外 国 企 業 の 進 出 を 長 い 間阻 ん で き てい る。 そ の結 果 、 政 府 が 日本 市 場 は少 く

と も欧 米 並 に 開 か れ て い る と言 う時、 そ れ は同 時 に 国 内 市場 に外 国 企 業 が 入

り込 む余 地 の 無 い 事 を 宣言 す る に等 しい 、 とい う状況 が 生 じる こ とに な った 。
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これ は 、産 業 政 策 の 勝 利 と呼 ん で もさ しつか え な い で あ ろ う。

しか し官 僚 主 導 に よる弊 害 が 全 く無 い とは言 い きれ ない。 産業 育 成 の過 程

で 、 日本 企 業 、 外 国企 業 に対 す る有 形 ・無形 の制 限 が行 わ れ、 技 術 導 入 か ら

資 本 の 移動 に至 るま で様 々 な許認 可 権 を担 当 省 庁が 持 つ に至 った。 これ らの

許 認 可 権 は、 業 界 指 導 に おけ る官僚 の 力 の源 泉 とま で言 わ れ て い る。

日本 市 場 の閉 鎖 性 は 何 も 日本 の 官僚 制 度 だ け に よ る もの で は ない。 流 通機

構 に も問 題 が あ る 。 例 え ば 、 家 電 業界 、 自動 車業 界 な ど にお い て は販 売 店 と

呼 ば れ る制度 が あ り、 大 手 企 業 は、 自社 の販 売 ル ー トを網 の 目の よ うに 築い

てい る。 この場 合 、 各 々の 販 売 店 は そ の会 社 の製 品 だ け を販 売 す る こ とに な

っ てお り、他 社 の 製 品 を店 に 並 べ る こ とは通 常 許 さ れ て い ない 。 各 社 に とっ

て、 この販 売店 対 策 は大 切 な問 題 で あ り、 販 売 補 助 員 の 派 遣 、仕 入 価 格 の 割

引 、 経 営 指 導 、 資金 援 助 な どを通 じて深 い つ なが りを築 い てい る。 とて も外

国 企 業 の入 り込 む 余 地 は あ りそ うに ない。 も っ とも、 日本 企 業 で あ って も新

規 参 入 す る場 合 は 同様 で ある。 ソニ ーは、1950年 代 初 頭 、 テ ー プ レ コー

ダ ーの販 売 に 当 って、 松 下 電 機 な どの販 売 店 の軒 先 にそ の製 品 を置 かせ て も

ら うこ とか ら始 め た と言 う。 そ の 際、 や は り当時 売 出 し中 で あ った 日本 ビク

タ ー と共 に、 大 手 企 業 の 直販 店 に よる閉 め 出 し政 策 に苦 労 した経 験 を持 って

い る。(日 本 ビク タ ーは 、 そ の トレー ド ・マ ー クか ら ノ ラ犬 、 そ して ソニ ー

は なか なか い な くな ら ない ダ ニ とい うこ とで、 「ダ ニ とノ ラ犬 追 放運 動 」 と

呼 ば れ た 。)ソ ニ ー の大 賀典 雄i副社長 に よる と、 ソニ ー の製 品が 米 国 市場 で

受 け 入 れ られ た の は、 販 売 店 が 独 立 した経 営 体 で あ り、 消 費者 が 望 む 商 品つ

ま り売れ る商 品 を 、 メー カーに かか わ らず 、 店 に並 べ る こ とが で きる、,とい

.う自由 を持 っ てい る か らで あ る。 日本 の メー カーは 米 国 市場 で この恩 恵 に浴

して い る こ とに な る 。 そ れ に 比べ て、 日本 の販 売 店 制 度 は、 大 企 業 に よる 力

の濫 用 で あ り、 明 らか に 公 正取 引 法 に違 反 し てい る 、 と言 う。 日本 は 、米 国

に 倣 って公 正 取 引(FairTrade)と い う概 念 を 取 り入 れ た が 、経 済 におけ

る適 用 の仕 方 には 大 き な隔 た りが生 じてい る 。経 済 ル ール とそ の実 際 の距 離

に 日本 的 特 質 が 表 れ て い る例 は 、 この ほ か に も数 多 く見 受 け られ る。 最 近 の
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例 としては、香港資本 に よる株式取得に対 して、対象 となった企業ば か りで

な く、証券会社、大蔵省までが異 を唱え て、その実現 を阻止 す るとい う動 き

が あ った。 これ に対 して、香港 資本側で は、 日本では資本主義のル ールが通

用 しない との強い不満 を表明 している。外国 資本に よる国 内企業の株 式取 得

にはただでさえ厳格 な規制が あ り、そ の条件 を全て満 した上で更に(香 港 資

本 側に とっては)理 不尽 な介入があ ったため に、その怒 りは増幅され た形 と

なった。

以 上の ように、貿易摩擦 とい う現象の根底 には、 日本文化 の問題が横 たわ

っている。それ も、 日本 の西洋化の過程そ の もの に関 る問題 である。作 家の

中津僚子氏に よると、 日本 は異文化 ・押 し花 の国だ と言 う。西欧 か ら様 々な

概 念 を輸入するが、それはあたか も花 をつん で くるよ うなものであ って、 必ず

しもその花が育 った土壌 を理解 した上のことではない。 その花 を茎 も根 もい っ

し ょに持 って きて植 え変え るとい うのでは な く、花 をつみ とって くるのであ

る。 中津氏は著書 「何で英語 やるの」 の中で 日本における英語教 育の問題点

を指摘 している。外 国語の教 育 とい う点 について も 「あたか も花 をつんで く

る ような」 ことを した ことが問題 であると言 う。

近年、貿易摩擦が 高 まるにつれ て、 ことの本質が明確に なって きた ように

思え る。 日本 としては、 国際社会の一員になる ことに しか生存の道が ない と

すれば、考え な くてはな らない点 は余 りに多い。 しか し、最 も本質的 な問題

は、 国際社会 の一 員にな るとい うことの本 当の意味 を充分に考 える ことであ

ろ う。 技術 移転 に関す る議論 もそれな くしては始ま らない。外国 とのつ き合

いが 含まれているか らである。 日本人に対す る英語教 育あ るいは外国 人に対

す る日本語教 育 も同様で あろ う。技術移転 に して も、外 国語教育に して も国

際的な意味での 「教え る」 とい う作業だか らである。
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4.5.2日 本 語 教 育 の 問 題点

まず は じめ に、 日本 国 内 に お け る 日本 語 教 育 の 現 状 か ら見 てお きた い。 国

内 に おけ る 日本 語 学 習 者 の数 は近 年 急成 長 して お り、 そ れ に伴 っ て 日本 語教

育 機 関の 数 も増 え て きてい る。 文 化庁 の 「日本 語 教 育 の 概 要 」(1981年

3月31日 発 行)に よる と、 国 内 の 日本 語 学 習者 の数 は1979年 に 約

16,000人 で あ り、1971年 の約7,500人 と比較 して8年 間 で2倍 以

上 の の び を示 して い る。(図4.3.-1参 照)出 身地 域別 に み る と、1979

年 の デ ー タで は、43.8%が ア ジア で あ り、 北 ア メ リカ41.3%、 ヨー ロ ッ

パ9 .4%と な って い る。(図4.3-2参 照)日 本 語 教 育 機 関数 に つ い ては 、

1979年 で 約230で あ り、 これ も1971年 が100で あ った の に比 較

す る と2倍 強 の 増 加 とな って い る。(図4.3-3参 照)日 本 語教 育機 関 の 内

訳 につ い て は、 大 学 関係 の機 関 が32.7%で あ り、 一般 の機 関 が67.3%と

な って い る 。海 外 か らの留 学 生 の増 加 に従 って大 学 関係 の機 関 が 増 加 して い

る こ とが 分 る。(表4.3-r参 照)又 、 日本 語 教 員 の 数 も1971年 の900

人 余bか ら1979年 に は1,400人 を超 え て い る。

以 上 の数 字 は、 文 化 庁 の最 新 の 調査 に よる もの で は あるが、 小 規模 な語 学

ス ク ールお よび 個 人 レ ッス ンに よる学 習 を考 慮す る と、 日本語 学 習者 数 、 機

関 数 、教 員 数 と もに大 巾に 大 き な もの に な っ てい る と思 わ れ る。 これ に 、 海

外 に おけ る 日本 語 教 育(日 本 人 子 弟 の た め の もの を除 く)を 含 め る と、 日本

語 学 習 者 の数 は一 説 に よる と25万 人 を超 え る と言 う。

日本 語学 習 に お け る 最近 の 傾 向 と して、 学 習 目的 の 多様 化 が あげ られ る。

か つ て、 日本語 学 習 者 の大 半 が 、 宣教 師、 外 交 官、 日本 研 究者 お よび 学 生 一

主 と して文 学 、 美 術 、 歴 史 な ど 一 で 占め られ て い る時代 が あ った 。 しか し、

近 年 日本 経 済 の 成 長 に伴 って、研 究 者 、 学 生 の うち経 済 、経 営 を専 攻 す る者 、

そ して特 に ビジ ネ ス マ ンの数 が 激 増 して い る。

日本語 教 育 を志 す 者 の うち、 日本 の経 済 、 経 営 あ るいは商 習慣 など に関 心

を持 って い る 日本 語学 習者 が 増 加 す るに つ れ て、 日本 語 教 育 に い くつ か の 問

題 点 が あ る こ とが 明 らか に な って きた よ うに 思 わ れ る。 第 一 に、 日本 語 教 育
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図4.5.-1国 内 に お け る 日本 語 学 習者 の推 移(学 習 目 的別)
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表4.5.-2種 類 別 日本語教育機関数,日 本語教員数,日 本語学 習者数(昭 和54.10.1現 在)

区 分 主 な 学 習 対 象 等 機 関 数 日 本 語
教 員 数

日 本 語
学習者数

1大学院 日本語学等の専攻のあるところ 呼 3♂ 8♂

2

大

学

国

立

大

学

ア 日本語学科等設置大学 1 13 111

イ 奮話 大学院)欝 予鰍 育の課欝 設 3 88 156

・ 鷺 禦 恩 讐 攣目)として日本語数 16 48 374

工 補習として日本語教育を行っている大学 8 15 120

小 計 28 164 761

私

立

大

学

ア 日本語学科等設置大学 1 19 183

イ 大学進学予備教育の課程等設置大学 9 118 337

ジ ュニ ア ・イ ヤ ー ・ス タデ ィ ー ・ア プ ロ

ウ ー ド ・プ ロ グ ラムに よ る留 学 生受 入 大 学
で 日本 語 教 育を 行 って い る大 学

4 28 201

工 麗 容襲 総 欝 目)として躰 語数 13 59 529

オ 補習として日本語教育を行っている大学 8 21 129

力 鶏 他の目的で躰 語教育を行っている 4 44 191

小 計 39 289 1,570

大 学 計 67 453 2,331

3短 期 大 学 4 8 53

4

一

般

の

日

本

語

教

育

機

関

ア 成人一般対象 70 398 2,105

イ 宣教師対象 7 53 198

ウ 技術研修生対象 16 103 894

工 学術研究者対象 2 32 130

オ 大学入学志望者対象 4 100 627

力 外国人子弟対象(キ を除 く) 28 152" 5,801

キ 在 日米軍関係者対象 17 42 3,573

ク 米国国務省関係者対象 3 21 80

ケ その他の機関 7 29 92

小 計 154 930 13,500

合 言十 229 1,422 15,970
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表4.5.-5母 誤 別 日本 語 学 習 者数(昭 和54.IO.1'現 在)

言語の種類 学習者数 言語の種類 .学習者数 言語の種類 学習者数

英 語
人

7,827 ノ ル ウ ェ ー 語

人
39 チ ェ コ 語

人
8

中 国 語 3,995 フ ィ ン ラ ン ド語 38 ス ロバ キ ア語 8

日 本 語 1,230 デ ン マ ー ク'語 33 ア ム ハ ラ 語 6

フ ラ ン ス 語 527 ロ シ ア 語 30 カ ン ボ ジ ア語 5

ス ペ イ ン 語 342 ネ パ ー ル 語 30 ラ オ ス 語 5

朝 鮮 語 337 ヘ ブ ラ イ 語 24 フ ィ ジ ー 語 5

ド イ ツ 語 330 ビ ル マ 語. 21 モ ン ゴ ル 語 4

マ レ ー 語 307 ト ル コ 語 19 マダガスカル語 3

タ イ 語 250 パ シ ュ ツ 一 語 19 ウ オ ロ フ 語 3

ピ リ ピ ノ 語 ,211 ピ ジ ン 語 19 キ コ ン ゴ 語 3

イン ドネシア語 192 ポ ニ ラ ン .ド語 18 ジ.べ.ヒ ・ 語 ・ .3

タ ミ ー ル 語
'

181 ヨ ル パ 語"
-17

.ト .ン ガ.語
2

ヒ ン デ ィ ご 語 161 イ ボ 語 17 シ ャ ン パ ン語 2

ポ ル'ト ガ ル 語 149 ハ ウ サ 語 17 レフツェプル ク 語 2

イ タ リ ア 語 131 アイル ラン ド語 15 アイスラン ド語 1

ア ラ ビ ア 語 119 ベ ト ナ ム 語 14 サ ン ゴ 語 1

オ ラ ン ダ 語 102 バ ン ツ ー 語 14 ス ー ダ ン 語 1

ス ウ ェ ー デ ン 語 80 ア フ リカーンス語 14 .ル ー マ ニ ア 語 1

セ ル ビ ア ・ク ロ ア

ペ ル シ ア 語 71 チ ア ・ス ロベニ ア ・ 13 ク レ オ ー ル 語 1
マ ケ ド ニ ア 語 ・

ベ ン ガ リ 語 69 ギ リ シ ア 語 13 ゾ ン カ 語 1

ウ ル ド ウ 語 63 ブル ガ リア語 12 タ キ タ キ 語 1

'ロ マ ン シ ュ 語 63 ア シ ャ ン チ語 11 西 サ モ ア 語 1

シ ン ハ ラ 語 56 ル ガ ン ダ 語 11

ス ワ ヒ リ 語 54 ハ ン ガ リ ー 語 9
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図4.5-2出 身地 域別 日本語 学 習者 数(昭 和54.10.1現 在)

大 洋 州

269人(1.7%)

認1諜)

ヨ ー0ツ パ 州

1,502人(9.4%)

ア フ リカ州

202人(L3晶
鱒

135人(0.8%)

ア ジ ア 州

日 本 語 学 習 者6・988人(43.89・)

15,970人

北 ア メ リカ 州

6,601人(41.3%)

表4.5-1出 身 国 別 日本 語 学 習者 数(昭 和54.11.1現 在)

国 名 日本語学習者数 国 名 日本語学習者数

ア メ リ カ 6,303人 ブ イ リ ピ ン 211人

台 湾 3,221 イ ン ドネ シ ア 192

日 本 1,230 オ ー ス トラ リア 187

中 国 420 マ レ ー シ ア 177

イ ギ リ ス 411・ イ ン ド 161

韓 国 .337 カ ナ ダ 143

タ イ 250 シ ン ガ ポ ール 125

フ ラ ン ス 247 メ キ シ コ 125

西 ド イ ツ 238 ブ ラ ジ ル 123.

香 港 224 バ ング ラデ シュ 69

(注)日 本 語 学 習者 の 出 身国教126か 国 の うち上 位20位 ま での国 名 と 日本 語 学習 者 数 を

示 した。

出典:以 下 の数 表 すべ て国 内 の 日本 語 教 育 の概 要(文 化 庁)よ り 昭56.3.31
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図4.5.-5国 内 に おけ る 日本語 教 育 機 関の 推 移
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904人
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1,422人
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一93一

注



の効果、・効率の問題 であ り、第二に、学 習意欲 を高め る工夫の問題、そ して

最 後に 日本語教員 と学 習者 の人間的接触 の問題 で ある。以上3つ の問題 につ

いて、一般 的 な欧米 ビジネス マンが 日本語学 習を行 う場合 を想定 して検討 し

てみ たい。 ひ とつ の仮定 と して、学 習者 は約1年 間の集中 コースに参加す る

か、又は、毎 日あ るいは毎週決め られ た時 間の レ ッス ンを受け ることにより、

中級程度 の 日本語 をマス ターす る場合 を考え る。(日 本語教育については、

付論 「日本語 教育一言葉 と文化」 を参照 の こと。)

ε

(1)日 本語教 育の効果 ・効率

ビジネスマ ンが 日本語学習を始め たとい うこ とは、 とりもなおさず一般

人、普通 の人が 日本語 に興味 を示 している とい うこ とで ある。一昔 前は、

宣教 師、外 交官、学者 など 日本語その ものが 日々の糧 ともい うべ き学習者

が 中心 で あった。そ こで、 日本語教育の 方法 も、学 習者の旺盛 な意欲に支

え られて いる面が あった こ とも否 めない。学 習者 の 日本 文化に対 す る興味

を前提 とす るカ リキ ュラムを、 日本の先生 と生徒 との関係 をそのまま持 ち

込 む ことに よって教え る、 とい うことに なる。つ ま り、 日本文化 と日本的

な人 間関係 が濃 厚に入 り湿 った 日本語教育 であった と言え る。 宣教師、外

交 官、学者 などの職業 を持 った学習者 に とっては、それは望 む ところで あ

ったか も知れ ない。そ れに して も、ただ でさえ異質 な言語の学 習にあた っ

て、 日本的 す ぎる方法 に反発 を感 じる学習者 もあったであろ う。 しか し、

極端 に言 うと、ひ とつの 「修業」 あるいは 「道」 としての 日本語学習にお

いては、反 発す る者 は置 き去 りにされた と して も不思議ではない。

この タイプの外 国人 で、 日本語 「道」 を極 めた人の中には、 日本のお と

ぎ話か ら、 た こ上げ、 お年玉、ほかけ舟、鎮守の森 に至 るまで、 日本人か

ら見 ても極 めて博識 な入 もいる。 日本語 につい てはv敬 語 の使 い方を含 め

て文句のつけ よ うもない場合 もある。しか し、このタイプの人は、教育の方法

が ど うあれ 日本語 を身に付け ていたに違い ない と思われる。 日本語学 習に

対す る意欲 、語学の才、教養 など必要 な条件 が備 っている ことは証明され

●
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た こ とになるか らで ある。 問題は、 この ような 日本語の達人が生まれ るに

あた って、何人の落伍者が出たであろうかと考えてみることであろう、欧米の学

習 者に とって、 日本語が全 く異質で あるこ とを考え る と、落伍 者をむやみ

に責める こ とはで きない筈で ある。問題は、 落伍者 を救 うための努力が 日

本 語教 育において、 どの程度 なされて きたか ではないだろ うか。

日本語学 習におけ る、 ビジネスマ ンの急増は、教 育の効果、効率に一石

を投 じることに なる と思われ る。一般の ビジネスマ ンに とって、 日本語 は

ひ とつの技術 一 日本で商売す るための運転免許の よ うなもので しか ない。

日本語 の達人 に なることが望 ま しいこ とは当然 としても、 ビジネス マンで

ある以上 おのず と時間の制約が ある。限 られた時間の中で、効率 良 く日本

語 学習の効果 を上げ たい と考え るのが 自然 で ある。 しか も、出来 るだけ本

人の ビジネスに役 立つ 日本語 を。

従来 の 日本語教 育の方法は、基本的な考え方 として ピラミッ ド型 を 目指

していた。即 ち、 裾野 を広 くしてその上 に積み上げ る とい う方法 である。

これが、完 全 な方法であ るこ とは論をまた ないであろ う。 しか し、時間的

制 約の中で、 ピラ ミッ ド型が望 めない場 合、学 習者本人に必要 な分野 をあ

る レベルま で持 って い くためのいわば 凸型 の教 育法が可能 なので あろ うか。

次の学習意欲 を高め る工夫の 問題 と共 に、検討 の余地が ある ように思え る。

② 学習意欲 を高め る工夫

ビジネス マンが 日本語 を学 習す る場合、先程 のた こ上げ 、お年玉、ほか

け 舟、鎮 守の森 とい う類の言葉 よりも、経済、経営 あるいは商 習慣 に関わ

る言 葉に よ り興味を示す のは当然であ る。付論 「日本語教 育一言葉 と文化」

に もある通 り、 日本語 の言葉 を学ぶ過程 で学 習者が何かを発見 し 「あ、そ

うか」 と思 わせ る こ とは、学 習意欲 を高める上 で極 め て重要 とされ ている。

ここで発見す るのは言葉の背景に なっている 日本の文化である。言葉 と文

化の つなが りが で きる ことに よって、 日本語学 習の 巾と深 さが達成され る

ことにな る。
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ただ し、 ビジネス マンと しては、時間的制約か らピラミッ ド型 よりも凸

型 の学 習を 目指す ことに なる。 この場合、学習意欲 を高め る工夫 と して も、

ビジネス マンを対 象 と した ものが要求 され るであろ う。例 えば、 ひ とつの

会話パ ターン と して会社 におけ る課長 と課員の対話 を とり上げ る。その会

話パ ターンの学 習に入 る前に、 日本企業の年功序 列あるいは大 部屋 システ

ムなどが学 習者の母国語 で解説 してあれば理想的で ある。 もっ とも、学習

者の 日本語 の レベルが上 が るに従 って、意欲 の向上は より難 しい ものにな

って くる。 ビジネス マ ンとして 自分の 分野の事柄 に興味 を示す よ うになる

か らで ある。 これに対応す るためには、 日本語教 員に もそれ な りの知識が

必要 とな り、 ある レベル以 上に なった場合、法律、会計 な ど各 々の 分野 の

専門家、実務家 の協 力が望 まれ るところである。

以上 の よ うに、一般的 なビジネス マ ンの学 習意欲 を高め る工 夫 とい う点

で、 どこまでが一般 カ リキ ュ ラムに取 り込 めるこ とに なるかは検 討 の余地

が ある。 日本 の ビジネス社会 におけ る文化的背景について も、 欧米 を通 し

て定着 している 「日本的 」経 営についての考え方 もある と思 われ る。 この

点について充分に再考 した上で、 日本語教 育におけ る言葉 と文化 の扱 い方

に則 した ものにするためには、 相当量の作業が必要 となるであろ う。更 に、

それぞれ の分野の専 門家、実務 家 との協 力体制が整備され るこ とが望 ま し

いo

3

(3)日 本 語 教 員 と学 習者 の 人 間 的接 触

日本 語 教 育 に おけ る効 果 、 効率 お よび 学 習意欲 の 向 上、 この2つ の問 題

に 同時 に 関 っ て くる のが 、 日本 語 教 員 と学 習 者 の 人 間 的接 触 の 問題 で ある。

これ は 、欧 米 に おけ る先 生 ・生徒 間 の 関係 と 日本 に お け るそれ との違 い に

主 として 由来 す る と思 わ れ る。

この点 につ い て は、 米 国 の 心理 学 者T.A.ハ リス のP-A-C分 析 が ひ と

つ の示 唆 を 与え て くれ る と考 え られ る。 こ こで 、P-A-Cと は それ ぞ れ

次 の よ うな意 味 を持 つ。
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P(ペ ア レ ン ト)子 供 の 頃 に教 え 込 ま れ た規 律 や 習慣 の意 識 的 、無 意 識

的 記憶 。 多 くの 場 合 は 両親 に よ って教 え られ た もの で、 一 般 に抑 制 力 と法

る。

A(ア ダル ト)生 後10カ 月以後 、 次 第 に蓄 積 され た 適 切 な現 実 判 断 。

経 験 に基 づ い て 分 析、 整理 され た情報 に よ り臨 機応 変 の処 理 を す る。

C(チ ャイル ド)子 供 の 頃に 見 た り聞 いた り した こ とに 対 す るそ の時 の

感 情 の 意識 的 、無 意 識 的 記憶 、怒 り、 悲 しみ 、 不安 な どの 否 定 的 な もの と、

喜び 、 清新 な発 見 の驚 き な どの 積極 的 な もの とが ある。

T.A.ハ リスに よ る と、人 はそ れ ぞ れ が ペ ア レ ン ト、 ア ダ ル ト、 チ ャ

イ ル ド(総 称P-A-Cと 呼 ぶ)を 合 わせ 持 って い る。 人 と人 との対 話 は、

一 方 に よって提 出さ れ た 刺 激 とそ れ に対 す る相手 の反応 か らな って お り、

そ して そ の反 応 は更 に他 の人 が 反応 す るため の 新 しい 刺激 に な る。 こ の場

合、 そ れ ぞ れ の 人の ペ ア レ ン トとア ダル トとチ ャイル ドの どれ か が そ れ ぞ

れ 刺激 と反応 に な って い る。

一例 と して、 父親 の ペ ア レ ン トが 子 供 の チ ャ イル ドに 刺激 を与 え 、 そ の

反応 を父親 の ペ ア レ ン トが 受 け る、 とい う場合 を考 え て 見 る 〔図4.3.-4

(イ)参照 〕。 父親 は ペ ア レ ン トで子 供 を子 供 と して扱 い、 子 供 の 方 もチ ャ イ

ル ドで 父 親 の ペ ア レ ン トに 応 え て い る。 対 話 が ス ム ース に 行 わ れ る こ とに

なる。 次 に 、 図4.3-4(ロ)に 示 した 先生 と生 徒 の 関係 で あ るが 、 先 生 の ペ

ア レ ン トが 生徒 の ア ダ ル トを刺 激 し、 生徒 は先 生 のペ ア レ ン トある いは ア

ダ ル トに対 し て応 え て い る。 又 、 先 生 の ア ダ ル トが 生徒 の ア ダ ル トを刺 激

し、 生 徒 は 先 生 の ア ダ ル トある い はペ ア レ ン トに応え て い る。 そ して、 先

生 の アダ ル トが 生徒 の チ ャ イル ドを刺 激 し、生 徒 が先 生 の ア ダ ル トに対 し

て応 え て い る。 この い ず れ の ケ ース も対 話 が ス ム ース に運 ぶ 。T.A.ハ

リス のP-A-C分 析 に よ る と、 図4.3.-4(d)、 ←)の よ うに 刺激 と反 応 の

線 が交 叉 しな い場 合 、 両 者 共 フ ラス トレー シ ョンを感 じない。

こ こで、 図4.3-4内 に示 した 父親 と思 春 期 の息 子 の ケ ース を見 る と、

父 親 の ペ ア レ ン トが 息 子 の チ ャイル ドを刺 激 し、そ れ に対 して 自子 の 方 は
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アダ ル トで 父 親 の ア ダ ル トに応 え て い る。 あ るい は逆 に、 息 子 の ア ダル ト

が 父 親 の ア ダ ル トを刺激 したに もか か わ らず 、 父 親 は ペ ア レ ン トで息 子 の

チ ャイル ドに反 応 す る とい う、息 子 は対 等 の つ も りで あ る のに 父親 は 子 供

扱 いの 図 で あ る。 一 方、 成 人 同 志 の対 話 は 図4.3-4(→ に 示す よ うに、 ア

ダル トとア ダ ル トの関 係 が 一般 的 な形 で あ る と言 え る。

4.5.-4ペ ア レ ン ト(P)一 ア ダ ル トmu-一 チ ャ イ ル ドC)

⑧

◎
C

子供

(イ)

P

⑧
◎
父親

◎

(ロ)

P

AA

拓 ◎
生徒 先生

内

思春期
の子供

父親

(→

◎
④
◎

⑤
●
◎
成人 成人

ペ ア レ ン ト、 アダ ル ト、 チ ャ イル ド(P-A-C)モ デ ル を使 って 、 日

本 と欧 米 に おけ る先 生 と生徒 間 の 関係 を考 え てみ る。単 純 化 を恐 れ ず に言

え ば 、 欧 米 で の 関係 は 図4.3-4(n)va近 く、 日本 にお い て は内 の よ うな ケ

ー ス が 多 くみ られ るの で は ない で あ ろ うか
。

欧 米 で 子供 の 頃 か ら教 育 を受 け た者 に と って 、 先 生 ・生 徒 の 関係 は 図4.

3-4(ロ)の よ う なもの で あ る と理 解 して い る とす る。 と ころが 、 欧 米 の ビ
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ジネ ス マ ンが 日本 語 を学 習 す る場 合 、 こ と 日本語 に 関 して言 え ば 子 供 以 下

の存 在 で しか な く、 一 方 で、 先 生(日 本 人 と仮定 す る)は 万能 の 神 に もた

とえ られ る存 在 で あ る。数 学 の よ うな他 の科 目で あれば 、 生徒 の方 が 数 年

の学 習 で 先生 の能 力 を抜 き去 る こ とは 考 え られ ない こ とで は ない。 しか し、

成 人 に な って か ら 日本 語 を学 習 し始 め た 場 合 、 日本 人 の 先 生 の レベ ル に達

す る こ とは 不 可能 と言 っ て も良 い で あろ う。

この よ うな状況の中で、欧米 の学習者は 図43-4(ロ)の 関係 を求め る。む しろ、

本 来 ⇔ で あ るべ き関係 を、 先 生 ・生徒 とい うこ とで(ロ)で耐 え て い る と考 え

た方 が 良 いか も しれ ない。 とこ ろが 先生 の 方が 、 内 に見 る よ うな態度 で あ

った ら ど うな るか 。 つ ま り、 生 徒 は あ くま で ア ダ ル トと して反 応 し よ うと

す るに もか か わ らず 、 先生 の 方は頑 なま で に ペ ア レ ン トに よっ て生 徒 の チ

ャ イル ドを刺 激 す る、 とい うこ とに な る。 生徒 の方 は大 き な フ ラス トレ ー

ションを持 ち、日本 語 学 習 の意 欲 が 減退 す る原因 に な り得 るで あろ う。 も っ

と も、 先 生 の 方 も、 生 徒 が チ ャ イル ド→ ペ ア レ ン トと反応 して こ ないた め

に 、 「か わ い くない」 とい う訳 で不 満 を持 つ こ とに な るが。

こ こで更 に2つ の 点 を指摘 してお きたい 。 ひ とつ は、 日本 人が 何 か 物 を

教 え る場 合 に は、 ペ ア レ ン トとい って も父親 とい うよ りも母親 的 に なる、

とい うこ とで ある。 つ ま り、 い い意 味 で も悪 い意味 で も、 感 情移 入 が 過 ぎ

る傾 向 が あ る。 も うひ とつ は 、 いわ ゆ る 「甘 え の構 造 」 の た め か 、 日本 人

は 成 人 同志 で もア ダ ル トご ア ダ ル トの 関係 が 苦 手 で あ る。 ど う して も、 ペ

ア レ ン トあ る い は チ ャ イル ドの要 素 が 入 って くる。従 って 、成 人 に対 して

物 を教 え る と い うこ とが 本 来得 意 で ない のか も知 れ ない。
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4.5.5技 術 移転 と しての 日本 語 教 育

「あ る言語 が 他 の 国 に進 出す る には、 だ い た い三 つ の 力が あ る。 一 つ は政

治 力 で あ り、 一 つは 文化 力 で あ り、 一 つ は そ の こ とば の 優秀 性 で あ る。 」

(下 村 宏 「国 語 の世 界 的発 展 」 国 語 文化 講座 国語 進 出編、1942)

戦時 中 の韓 国、 台 湾、 東 南 ア ジア諸 国 へ の 日本 語 の 進 出 は政 治 力(軍 事 力)

に よる もの で あ った 。 「こ とば の優 秀 性 」 の こ とは ともか く、 文化 力 に つい

て は ど うか 。 美 術 に は じま った 日本 ブ ー ム は、映 画 、 建 築、 さ らに 文学 へ と

広 が りを見せ て い る。 しか し、 日本 経 済 の成 長 に とも ない 、 日本 的経 営、 技

術 、そ して何 よ りも 日本 の 市場 そ の ものが 外 国人 に と って 魅 力 あ る もの に な

って きて お り、 外 国 人 ビジ ネス マ ンの 日本語 熱 は 日本の 経 済 力に 負 うところ

が 大 きい 。

日本 語 を母 国 語 と しない 者 に 日本 語 を教 え る とい うこ とは、 日本 語 を ひ と

つ の 技術 とすれ ば 技 術 移 転 の 範 囲 に 含 ま れ る と考 え て良 い で あ ろ う。 日本語

が ひ とつ の 技 術 あ る いは 道 具 と して認 め 得 る こ とは、 例 え ば外 国 人 ビ ジネス

マ ンが 、 日本 で の 売 り込 み 、 経 営 、 情 報 収 集 な どに 用 いる場 合 を考 え れ ば 明

らか で あ る。 ビジネス マ ンに 限 らず 、 母 国 語 とは全 く異質 な言 語 を 習得 し よ

う とす る背 景 に は何 か 目的 が あ る のが 普 通 で あろ う。 即 ち、 日本 語 教 育 とは、

学 習者 の 目的 に沿 うよ うに効 率 良 く日本 語 とい う技 術 を学 習 者へ 移 転 す るこ

とで あ る と考 え る こ と もで きる。

学 習者 の 目的 が諜 報 活動 とい うこ とも あ り うる。 極 端 な例 と して、 ソ連 の

ス パ イに対 してス パ イ活動 が し易 い よ うに、 で き るだけ 効 率 良 く 日本語 を教

え るべ きか 、 とい う問 が成 り立 つ。 日本 語 教 育 の 立場 か らす る と答 え は イ エ

ス と い うこ とに なる。何 故 な らば 、 日本 語教 育の 目的 は、 日本 語 とい う技術

の 移 転 に す ぎ ない か らで あ る。 そ の 技術 が 如何 な る用途 に 使 用 され よ うと、

効 率 の 良 い 技術 の 移 転 が 日本 語 教 育 の 最 大 の 使 命 と言 え る。 ス パ イ活 動 の よ

うな極端 な例 を考 え な く と も、 日本 市 場 へ 進 出 を はか る外 国人 ビ ジネ ス マ ン

が 日本語 を 自由 に操 つ る よ うに なる こ とは、 国 内の商 売 敵 に と って は脅 威 に

映 るか も しれ な い。 しか し、 日本 語 教 育 とい う技 術 移転 は この点 で も無 色 中
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立 を守 ることに なる。

技術移転そ の ものは確か に無色中立で ある。 ただ し、技術 で ある 日本 語は

そ うはいか ない。 日本語 は 日本文化 と深いつ なが りを持 っている。 日本語は

ひ とつの体系を成 しているが、 その体系を形作 るひ とつ ひ とつの技に 日本文

化 がか らみつ いて いる。従 って、 日本語 を学習す ることは、学習の レベ ルに

よる程度 の差 はあるに して も、 日本文化の理解 を前提 としてい る。そ して、

日本語教 育を受けた側 、つ ま りは技術移転 を受け た側は 日本文化 の価値 感を

知 らず知 らず の うちに受容す ることに なる。

日本語教育の効果 を上げ るため には、学 習者の立場 を考慮 し、学 習者 の 目

的 に沿 うよ うに進めてい くこ とが肝要である。そのためには、 まず学 習者 に

つ いて知 らなければ な らない。学習者の母国語、経歴、 年令 、家族構 成、職

業、パ ーソナ リテ ィー、趣味 などで きるか ぎ りのデータを収集 し、そ して何

よ りも、本人 が 日本語学 習を希望す る理 由お よび どの位 の熱意 を持 っている

か につ いて知 ってお く必要がある。学習過程 にお いては、 で きる限 り体系的、

理論的に教え る こと、 学習者の動機 を高める工夫 をす ること、 人間的接触 に

お いて成人 同志のつ きあいの枠を守 る ことが必要になる。

この よ うに見て くる と、開発途上 国への技術 移転 と日本 語教 育の間には極

めて多 くの類似点が あるこ とが分 る。移転先で ある学習者が教え る側の レベ

ルを超えることが稀であることまで似ている。 もっ とも、移転先 には母国語に当

る。教え る側が及び もつか ない文化があることを忘れてはな らないで あろ う。

日本語教 育 といわゆ る技術移転 との間 にはい くつかの相違 点 を見つけ るこ

ともできる。第1に 、 日本語教 育は少人数 を対 象に した もので あ り、 多 くて

も40～50人 の クラスで教え るに過 ぎないが、技術移転 の場合には組織か

ら組織 とい う大企模 な移転 のケースが ある。第2に 、技術 移転においてはハ

ー ドウェアを含むため に、 メ インテナ ンス要員の訓練 など技術 を根付 かせ る

た めには一般的 に多年の歳 月 を要す る場合 が多い。

以上の よ うな相違点 を考慮 して も、 日本語教育 と技術移転 とは極め て似通

った現象で ある と思わ れ る。 日本語教育 も技術移転 もともに、人 間対人間の
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関係が基本 にな らざるを得 ない以 上、 「教え る」 とい う過程 に共通す る もの

があ るはず である。そ こで、前項 「日本語教育の問題 点」 お よび付論 「日本

語教 育一文化 と言葉」か ら、技術 移転 に も適用 で きる'と考え られるい くつか

の注意事項 を以 下に列 記す る。

① 学 習効率 を上げ るためには、 相手 の立場にた って、体 系的、理論的 に教

え る。

② 教え る過程 で、相手の学 習意欲 を高め る工夫 をす る。 この場合、 日本人

はただでさえ遊び の要素、 コーモアが ない こ とを忘れない。遊 びの要素 ユ

ーモアは単 なる息抜 き以上の意味 を持 ち極め て大切 である
。

③ 教える場 合 にも、相手 の尊厳 を守 り、成人同志 の人間的接触 を守る。技

術その もの では レベルが低い場合で も、人生論、哲学にお いて遜 色の ない

ものを持 っているはずで ある。

④ 初期 にお いては、技術だけ を教える ことに なるべ く専念 し、 中級 に至 っ

て文化 の要素 を取 り入れ てそれ を充分 に吸収 させ るよ う徹底的に教え込む。

上級 においてのび るため には、中級にお いて文化 的要素を どの程度、理解

しているかにかか って いる。

最後に、理想 的 な外 国語教 育 プログラム を編成 す るためには、如何に広い

視 点 が必 要 か を 次 に示 す。 技術移転において も巾広 い検討が必要 とされて

お り、ひ とつの参考 には なる と思われ る。

外 国語教育 プ ログ ラムにおけ る学 際的視点

(「 言語 と文化 と教 育 と平和」榊原政 弥、 日本語 教育、27号 、

1975年8月 、P34-35よ り)

① 文化人類 学:社 会 とい う規模 で見た人間の行動の くせ の観察 の し方。既

に観察済みのデータ等、文化 の偏向 を捉 え る眼、方法、 多

言語社会の実態の調査、単 言語 社会 との比較。

② 比較文化論:同 上

③ 数 学:数 理的思 考法。統計の処理技 術。

④ 社 会 学:人 間集団の特質。デ ータの と り方。
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⑤ 物 理 学:透 徹 した思考法 即ち因果関係 の正確 なつかみ 方、煮つめ方、

力関係 の法則(力 学)。

⑥ 心 理 学:こ とば と心の関係、及 びそ の実験観察技術、 多言語 人の意

識 、価値体系の観察。

⑦ 言 語 学:表 層構造 と深層構造 との論理 的側面 と心理的側面、比較 言

語学 の知見。

⑧ 論 理 学:現 存言語 の非記号性に関す る考察。論理学的思考法。

⑨ 歴 史:こ とばが文化 を、文化 が こ とば を制約 した姿 を史実か ら広

く深 くさ ぐり出 して正確 に記述す る事。(特 に複数文化 が

複数言語 を介 して拮 抗 した場 面の研 究。)、
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付論;日 本 語教育 一言葉 と文化

日本語 はひ とつ しか ない。 しか し、 これを内か ら見 る とき 「国語」 といい、外

か ら見 る ときは 「日本語」 とい う。 さ らに 「国語教 育」 と 「日本語教 育」 とい う

別の呼 び方が あ りうる。国語教 育 とは、 日本語 を母国語 とする者 を対象 としてお

り、発音、基礎構文、か な りの語 いを概に習得 している者に対 して、語 いの拡張、

読み方、書 き方、文体、 こ とばつかい などが重視 され る。一方、 日本語教育の対

象は、 日本語 を母国語 と しない者で、既 に 自国語 の体系を持 ち、言語能 力 と心理

の間に相 当の開 きがある。す なわ ち、国語教 育以 前の問題がた くさん あ る という

ことに なる。

以上 の こ とか ら、国際キ リス ト教大学(ICU)の 小出詞子教授は、 日本語教

育 を次の ように定義 している。

「日本語以 外の言語 体系 を母 国語 と して持 ち、そ の言語 と日本語 とを対照 しな

が ら問題 を取 り出して行 うもの。」(「 日本語教授法 の諸問題 」文化 庁、1972

年、P221)

小出氏 の定義の中の 「そ の言語 と日本語 とを対照 しなが ら問題 を取 り出す」 と

い う点 に、 日本語教育 の難 しさが ある。 これ は、言 い換え ると、 日本語教 育の中

で 「言葉 と文化」を ど う扱 ってい くか の問題 に もなるで あろ う。 日本語 は、言 う

まで もな く日本文化 と深 く結びつ いている。 しか し、外 国語 の学習 とい う点か ら

「言葉 と文化」 とい うものを眺 めてみ ると、 この両者 を習得す る方法 一言葉その

ものの学 習 と、 文化 につい ての学 習 とは、似 ている ようでかな り異 なる点が ある。

言葉 の習得 には技術的、理論 的ア プローチが要求 され るの に対 して、文化への接

近 、理 解は、 どちらか といえば主観 的、 感性的な要素 に影響されやす い。文化の

学 習は、人柄、教養の程度 などに よって、受け取 り方 にか な りの個人差が あ らわ

れ て くる。

言葉の学 習と文化 の学習の性質 には、 この ように基本的 な差異 があ る。 しか し、

言葉 の学習が進むにつれて、言葉の背景 になっている文化 の学習を避 け て通 るこ

とが で きなくなる段階 が くる。む しろ、 ある程度 の文化の習得 な しには、言葉 の

教 育の効率がかえ って妨げ られ ることに なる。 日本語教 育にお いて、 「言葉 と文
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化」の扱い方 は、言葉の学 習段階 に応 じて的確に行われ る必要 が生 じる。 「言葉

と文化」を学 習段階 に応 じて どの ように組み合わせ るかについては、異 なる意見

が あり、現時点では定説が ある訳ではない。 日本語教育の専門家が工夫 を凝 らし

て いる点 であ り、多数 発行 さ れている 日本語教科書 の中に、それぞれの考え 方が

反映されているのが現状 である。

日本語学 習の段階 と 「言葉 と文化」の扱 い方について、 ここで は、お茶の水女

子大学の池田摩 耶子氏 の考え 方につ いて概 説す る。池 田氏は、 日本語学 習の過程

を初級、 中級、上 級の3段 階 に分けて、それぞ れの段階 におけ る 「言葉 と文化」

の扱い方を次の よ うに見て い る。(「 日本語教 育」27号 、1975年8月 、 日

本語教育学会、P10-16)

(1)初 級

日本語 学習の初期 にお いては、言葉 の習得 に集中 し、文化 の問題 に触 れては

ならない。文化 の問題 につい てはあえて無視す る態度 を とる方が よい。 日本語

の教授法 としては現在 直接 法が一般的で ある。 直接法 では、学習中の 日本語 に

ついての説明 を日本 語で行 う。従 って、 日本語 の背景、つま りは文化 的要素を

説明す るには、学 習者の 日本語の レベルが 余 りに も低す ぎる ことに なる。初 級

の段階 には、脇 目もふ らず言葉 の教育だけ に没頭 し、早 く言葉の水準 を一定の

段階に持 ち上げ て しま った方が、 日本語教 育の文化 をも含ん だ長い学 習過程 を

考え ると、 より効率的で ある。

② 中 級

日本語学習の中級に入 っては じめて言葉にかかわ りあいの ある文化につ いて、

少 しずつ学 習者に説明をす るこ とが必要 となる。この段階 では、初級 に比較 し

て、文法的 な問題 ばか りでな く、漢字 と話 し言葉 、書 き言葉の語 いが著 しく増

加する時期 にあた る。 この段階は、言葉 を学ぶために文化的 背景 を解説す る時

期 であ り、それに よって言葉 を広 く深 く身につけ させ る ことが 目的 となる。そ

れ と同時に、言葉 を理解 す るため には、文化的背景 を理解 す ることが いかに大
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切か とい うことについて、学 習者の 目を開かせ る とい う目的 もある。中級過程

におい て、言葉 とそ の文化 的背景を十二分 に時間 をかけて学 習 したかに よ,って

学習者の 日本語 の水準 と日本文化 の受容度が決 定され るこ とになる。

(3)日 本語教 育の中で上級 こそが、言葉 と同時に文化 を考え る時で ある。言葉 を

取 りあげれば、 自然 に文化 も取 りあげ られ るとい う姿勢 を持つ とい うこ とが、

言葉 の正 しい理解 お よび言葉 を積極 的に使 いこなせ る よ うになるとい う点 で、

重要 なこ とに なる。

日本語教 育におけ る 「言葉 と文化」の取 り扱 いについて、 池田氏 が強調 して

い るの は、言葉の学 習が学習者に とって新 しい発 見につ なが る必要 が ある、 と

い うことで ある。外 国人 に とって 日本語の学習はただで さえ 極めて困難 なこ と

である。従って、学 習者のモチベ ーシ ョンを高め なが ら学 習 を続け る意欲 を持

続させ るこ とは、教育上 ど うして も必要 なこ とに なる。 しか も日本語 の よ うに、

言葉その ものが特 に欧 米の言葉 とま った く異質 な言葉 で ある場 合、欧米人の 日

本 語 の 学 習 を言 葉 だ け で 引 っぱ って い くこ とは 難 しい こ とが 多い 。 言葉

の学習に対 して意欲 を失 い、 時には絶望 感さえ抱 くに至 る。 この過程 で学習者

は、 実に複雑 な感情 を持 つ。こ うした精 神的回避 の状 態 を救 うのが、言葉の学

習に伴 って学習者が新 しい発 見、 つま りは 「あ、 そ うか」 と興味 をひ く 「こと」

を与え る工夫であ る。 ここでい う 「こと」が文化 に あたる。 この よ うな工 夫は、

日本語学習の 目標が達成 で きるか ど うかの境 目で ある中級段階 では特 に重要 な

こ とである。

池田氏 は、学 習者 の 興 味 が ひか れ る 「こと」 を広義 に文化 と呼んでい る。

しか し、文化 とはい って も、 「いわゆ る 日本文化」 だけ を考え る必要は ないで

あろ う。外国人が 日本語 を学 習 しよ うとい う動機 は様 々であ る。特 に、成人が

母 国語 とは全 く異 質 な言語 を学ぼ うとす る場合、相 当明確 な目的意識 を持って

いる と考え なくては な らない。従 って、 日本文化 とはい って も、美術、建 築、

文学 に限 る ものでは な く、広 く日本人の 社会活動、 習慣 の中か らその関心の対

象 を求め る必要が ある。近年、 日本の経済 力の進展 に伴 って、 日本語 を学ぼ う
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とす る ビジネス〔 ンの数が急激に増加 している。 この場合、彼 らの関心 をひ く

「こ と」の 中心は 日本の ビジネス社会におけ る文化で あろ う。 ビジネスマ ンが

日本語学習 に費せ る時間は一般 的に限 られ ている。短期間に集中 して学 習する

とい うケース もあろ うし、叉、毎 日あるい は毎週決 め られ た時間 を学 習に あて

る場 合 もあろ う。 しか し、いず れに して も学習時間が限 られている こ とは確か

で ある。

この ような状況 の中で、 ビジネスマンの 日本語学習に対す る意欲 を持続させ

るため には、それ 相当の工夫が必要 なことに なる。
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4.4技 術移転 の情報要素

口)既 に述 べ られてい るように、技術移転に王道 は ない。文化的 土壌 を人 間が

技術 の形で受け渡す 行為 を一朝一 夕に可能 であ るとは誰 しもが考え られない

と思 ってい る。同一 民族 同一言語 の特異 な国 として また高い教育水準 と勤労

意欲 を誇 りと して来た 日本国に於 てす ら西欧文明へのキ ャッチアップに明治以

後100年 を要していることか らも技 術移 転の重みがいか なるものか想像 され

よう。

今 日の世界情 勢の中で 日本の占める ウェイ トは 日々増加 し、 日本の行動は

単 に 自国のみ を考えた もの では通用 しな くな ってお り、 しか も、日本に対 して

求 め られ る事柄の中 に常に教師 と しての位置付 けが あることか ら技 術移転へ

の配慮 は恒常化の一 途をた どっている。

そ こで技術移転 の名捕 手経験 を活か して投手役 を との世界か らの ニーズが

生 まれて来 るが、技術移 転の場 合特 に受 け入 れる側の文化的社会的総 合 レベ

ル と移転され る技術 との整 合性の検討 を抜 きにしてスター トはできない。 まず

移転 されるべ き技術が適正技術 であるか否か、翻って適 正技術 とは何か とい う

技 術の選定評価の問題が第一の問いかけ となる。 これ については単 にマーケ

ッ トか ら来 るニー ズを満 たすのみでは当然不十分 であ り受 け入 れ国 の発展 に

とって価値 ある もの でなければな らない。

② 情報 要素

国 際 的 な技 術移 転 は政 府 一政府 、政府 一民 間、民間 一民 間の関係 か ら時

には国 際機関 も伴 って政府間ベース、企業ベ ース で行 われ商業的利益 を目的

と した企業活動 としてあ るいは必 ず しも目的 と しない経済協 力活動 と して進

め られ る。 これ らが組 合わ さって様 々な形の技 術移転 が生ず るが、いず れの

形態において もそ の成功 と不成功の評価は極めて微 妙であ り時間要素 、視 点

に よって大 き く変化す るこ ともある。 しか し受け入れ国のニーズに応 じそれ

を単に満たす ことでは成功 と言えず、広 く受け入れ国全体の文化社会 レベル

の 向上に寄 与す る価値が なければ な らない。
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ここで は技 術移 転 に 際 し移 転 され るべ き適 正 技 術 の 選 定 と移 転 実 施 活 動 に

お い て必 要 な情 報 要素 を洗 い 出 してそ の構 造 を 明 らか に して行 くべ く建設 プ

ロジ ェク トを ケ ー ス と して取 り上げ た。 建 設 プ ロ ジ ェク トは受 け 入 れ 国現 地

で進 め られ、 中近 東 の一 部 の国 々 を除 き現 地 国 の 人 々が参 加 す るほ か 調達 さ

れ る資 材 、機 材 に つ い て は 、現 地 調 達 品が いかに活用され るかが 重 要 要素 と な

って い る。 しか も建設 プ ロジ ェク トの場 合、 参 加 す る周 辺 産 業(セ メ ン ト、

ガラス 、 タイル 、 電 線 、 木 材 、 衛 生 陶器 、 鉄筋 、鉄 骨 、 塗 料 、 金物 、 家具 、

敷物 な ど)の 裾 野 の広 い こ とが 特 色 で あ り、 また イ ン フ ラス トラクチ ャー で

あ る水 、 電 気、 ガス な どの エ ネル ギ ー要因 、 道 路 、港 湾 な どの 流通 要因、 電

話、 郵 便 な どの通 信 要 因 との 関連 は極 め て大 きい ため 、 これ らを統 轄す る諸

官庁 、公 社 との 関連 も重 要 な 要素 と な って い る。

技 術移 転 の ため の 情 報 は移 転 す る側 と受 け 入れ る側 双 方 に と って 評価 で き

る よ うに な って い なけ れ ば な らない 。特 に技 術 移 転 で は 受 け 入れ 側 の 問題 が

大 きい こ とが 指摘 さ れ て お り、 日本の ように恐 ら く どん な技 術移 転 も受 け入

れ得 る土 壌 と力 の あ る国 での 常識 を ベ ース と した評 価 には 大 きな落 し穴 が あ

るだ ろ う。

(3)建 設 プロジェク トの企画 ・設計 と情報

建設すべ き対象を具 体的に設計図書化する企画 ・設計作業は、事前調査か

らス ター トす る。 ここで情報は非 常に重要 な働 きをす る。建設物は一 たん完

成すれば不都 合が生 じて も簡単に交換 できない ことや、建設 コス トが一般商

品に比べ高価 なこ とか ら長期的見通 しの下に計画され る。 また建設時の中断

や手戻 りは直接建設 コス トにONさ れるため正確 で信頼性 のある情報が必 要

とされ る。特 に生産施設 の場 合、製品の市場性の問題か ら建設 計画中の変 更

もしば しば生ず るため レンジの広い情報が必要 となる。

次 に受け入 れ国の国情 に適 した技術 を選定す るための情報が必要 となる。

イン フラス トラクチ ャーの整備状況は ど うか、受 け入れ国の資源活用上有効

となるか、雇用拡大に貢献す るか、技術 を修得 す る教育 ・技術 レベル面は ど
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うなるか、二次的 周辺産 業の拡 大化 に貢献す るか、 資金 的に特 に外貨の制 限

枠を超過することはないかなどを検討するが、 政府 の規制 や優遇措置 とい った国

家方針 とプライオ リテ ィをよ く把握 しておか なければ な らない。

建物や施設が完 成 した後の操業状態 での メンテナ ンスの問題は、操業時の

オペ レー ションの問題の1つ であ る。 これについては メンテナ ンスフ リー を

考えてお くことが理想 であ るが、 とか く忘れ られが ちでありまたランニングコ

ス トの面か らも大 きな要素 と思われ る。

技 術的な情報の うち、地盤調査 などの特殊 な技 術に よる情報に関 しては特

に信頼性の検討 が重 要 となる。受け入れ国現地の技術力に よる情報 をその ま

ま利用 で きるか ど うか、 出所の調査機 関の肩書 き(国 立大学試験室、国立研

究所 など)を 信用 して実態 を確認 しなか ったばか りに後 々の問題 となった例

も多 く、 プ ロジ ェク トの コス ト増加につ なが る危険 を考え て、事前に技術的

なつ き合わせ を行い、必要 に応 じて指導 してい くごと も考 え られ、 この時点

でも技 術移転が起 こ り得 る。.

(4)建 設 工 事 と情 報

建 設工 事 段 階 で の 技 術 移 転 は担 当者 同志 の直 接 交 渉 に よる ケー スが 多 く情

報 も ヒ ュー マ ンス ケ ー ル と な るが 、 建物 を具 体 的 な形 に して行 くとい う共 通

の 目標 に 向 って 協 力 関係 も し くは従 属 関係 を もち なが ら技 術 移 転 が行 われ る。

この段 階 では プ ロ ジ ェク ト参 加者 に とって様 々 な責 任(品 質 的 、 工 費 的、 工

期 的 、安 全 的)が 分 担 さ れ る問題 もあ って教 育訓 練 的 な組 織 、 制 度 が 生 まれ

るが 、基 本 的に 相 互 の信 頼 ・協 力精 神 を基 に した コ ミュニ ケ ー シ ョン活動 が

主 軸 とな って い なけ れ ば な らず 、そ こに コ ミュニ ケ ー シ ョンギ ャ ップが生 じ

て も 日本 的 常識 を無 理 や り持 ち込 み が ちに な るの を押 え 、 受 け入 れ 国 の 国情 、

ナ シ ョナ リズ ム に 適 合 した 形 に ア レ ン ジ して 行 か なけ れば な らない。

組 織 的 な技 術移 転 の 場 合、 一般 に 効率 の面 か ら、 労働 者 一 人一 人 に細 か い

技 術 が行 き渡 らな い こ とが 多 い こ とか ら、 労 働 者 を数 人 ま とめ て 指揮 す る フ

ォア マ ン(世 話役 と も言 う)を 仲 介 技 術者 と して 仕 事 を進 め る こ とが 多 い。
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この フ ォア マ ンの 働 きは 技 術移 転 が うま く行 くか ど うか の 大 きな鍵 を握 って

い る と もいえ る大 切 な役 割 を担 っ てい る。 即 ち、 実際 に道 具工具 を使 って仕 事

を進 める労働者のチー ム リー ダ ー で あ り作 業 に必 要 な材 料 な どの 手 配 もす る。

従 って誇 りを持 って い る人 々 も多 く、権 限 の委 譲 や仕 事 の正 しい 評 価 、 昇 給

昇 格 を行 う ことに よ って信 頼 関 係 が 生 まれ、 中途 の退 職 、 転 職 、 離 脱 もな く

技 術 移 転 と して成 功 す る こ とに も なる。

物 に よる技 術移 転 と して、 道 具 類 の役 割 は重 要 であ る。 ペ ンチ、 ドライ バ

ー 、 ハ ンマ ー、折 尺 な ど世 界共 通 の道 具 もあ れ ば、暴 出 し(測 量 して ポ イ ン

トや基 準 線 を明 示 す る作 業)に 使 われ る墨壷 の よ うに 、 日本 独特 の もの もあ

る。

北 ア フ リカの あ る建 設 工事 で は 日本か ら墨壷 を取 り寄 せ 、 実 際 に暴 出 しを

や って みせ 、 精 度 の 良 い仕 事 の 出来 ぱ え を実 証 し、 ハ ー ドな技 術 へ の信 頼 を

高 め た例 が あ る。一 般 に 寸法 精 度 に 対す る意 識 は、 日本 人 の 場 合 世 界 的 にみ

て 過 剰 と も言 え る程 で あ り、 国 に よ っては1ケ タ以 上の違 い が あ る と思 われ

るが、 いず れ に して も 出来 上 りに 明 らか に そ の差 異 が 認 め られ る し、 完 成 後

の 維 持 管理 状 態 まで も良好 で あ る こ とは喜 こば しい こ とで あ る。

⑤ 建 設工 事 完 成 後 と情 報

建 物 や 施設 が 完成 し操 業状 態 に な る と正 し く機 能 を発 揮 す る よ う、 メ ンテ

ナ ンス技 術者 へ 技術 移 転 が 生ず る。 メ ンテ ナ ンス の技 術 は 経 験 を必 要 と し、

しか もあ ま り脚 光 を浴 び る仕事 で は ない ことか ら、移 転 さ れ る受 け皿 の不 足

が あ るた め、 努 め て メ ン テナ ンス の必 要の ない よ うな事 前 配 慮 が 必 要 で あ ろ

う。

雨 は 少 ないが 、 日射 しが 強 い 、 ほ こ りが 多い 、 水 に石 灰 分 が 多 く配 管 の つ

ま りを起 し易 い、 電 圧 の 変 動が 激 しい とい った 自然条 件 、 イ ンフ ラス トラ ク

チ ャー の条 件 に対 して あ る意 味 で は 闘 う こ とに な る こ とか ら、 辛棒 強 い 活 動

が 必 要 に なる。 この 段 階 で の情 報 は極 めて 整 備 され に くい が 、 重 要 で あ る。
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建 設 プ ロ ジ ェク トは 多 くの情 報 に よっ て支 え られ 進 め られ、 完 成 後 は、 逆

に そ こか ら情 報 を生 み 出す とい う関係 に あ り、 しか も多 くの 人 々 と多 くの 周

辺 産 業 技 術 の 参加 を 常 に必 要 と して い るい わ ば 社会 の ミニチ ュア版 で あ る。

そ の 情 報 シス テ ムの 整備 に は、 人 的 な問 題 、 組織 的 な問題 、 社会 制 度 の 問 題

が あ り各 国 に よって 異 な ってい るが 、 信 頼 性 の あ る情 報 整 備 は 万人 の 欲 す る

所 で あ り、 早 急 に望 まれ て い る。

◆

ブ
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第5章 今 後 へ の 提 言
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第5章 今 後 へ の 提 言

本章の 目的は、前掲第1～4章 を基に、今後のわが国が発展途上諸国 に対 し、

技術移転 を実 効的に行 うための方策 を提言するこ とにある。 この方策 とは、戦略

と戦術 を再構成す ることだ、 と云い換 え ることが で きよう。す なわ ち、わ れわれ

は既 に、技術移転 を取巻 く様 々な現状 と考え方 について、 ある程度の知識 と理解

を持つに至 った。 しか し、 そ こか ら導かれ る筈の戦略 と戦術は必ず しも具体化 し

ていない。 のみ な らず、戦 略論 ・戦術論 の区別 も、 は っき りとは意識 され ていな

い状況 にあ る ように思われ る。

この ような状況は、変化 しつ つあるマーケ ットを意識 し、新 たな商 品開発 を進

め ようと してい る企業 一 しか し、 具体 的な戦略 と戦術の再構成 は これか らであ

る 一 の立場 と似てい ると云え よう。 変化 しつつあ る国際社会 とい うマー ケッ ト

を意識 し、実効 ある技術移転 とい う新た な商品を開発 し、 国際社会 に貢献 しよ う

としてい るのがわが国の立 場である。

本章 では、 実効あ る技術移転 の戦略 と戦術 を再構成するとい う立 場か ら、 先ず、

企業の戦略 ・戦術形成 との類以 に 目を向け、 ふまえるべ き必要 なプ ロセスを構造

化 して示す。 次に、 この構造 にお いて、現在行われ てい る技術移転 の問題状況が

どこにあ るか を示 した上で、 問題 解決の基本課題 を明 らかにす る。 最後に、 この

基本課題に対処す るための 方策 と しての提言が行われ る。
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5.1戦 略 と戦 術形 成 の 構 造 と方 法

図5.1は 、 企 業 の事 業 計 画vak・ け る戦 略 と戦術 形 式 の 方 法論 を、 構 造 的 ピ ラ ミ

ッ ドと して示 した もの で あ る。 この 図は 、事 業 計 画 の 形成 お よび再 検 討 の ため に

必要 ど され る プ ロセ ス と と もに、 これ らブ 『セ ス の 相互 関 係 を も同 時に 示 して い

る。 この プ ロセ ス は、

①

②

③

④

⑤

⑥

フ ィール ドデー タの検討(実 際に起 きてい る状況の把握)

問題構造 の把握(状 況 の関連 とその構造化作業)

洞察形成(問 題構造 を通 して考え られ る仮説作 り)

戦略形成(マ ーケ ッ ト特性 に合 った基本的対応の あ り方)

戦術形成(戦 略 を最 も有効 に達成す るた めの手段 ・方法)

企業 ポ リシーに よる検討(戦 略 を企業条 件に合わせ て再構成す る)
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戦術形成
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調 査 構 造

＼
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戦略 形 成 領域

口 戦略 形 成

問 題 構 造 の把 握 と洞 察 に基 づ い て行 う。

口 戦術 形 成

戦 略 を受 け て、 フ ィール ドデ ー タ と問題 構 造 の把 握 に基 づい て行 う。

口 事業 計 画 形 成

企 業 条 件 、 ポ リシ ーに基 づ き戦略 、 戦術 を実 態 に即 して再 形 成す る。

※ ㈱DYNAX社 、 竹川 氏 「成熟期 マ ーケ ッ トの革 新 とは」 よ り。

図5.1方 法 論(戦 略 形 成 一 事 業 計 画)
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の6項 目であ り、 す ぐれた事業計画 を形 るためには、以上の項 目を順序だてて正

確に検討 して い くことが必要 とされてい る。 同時に、 この ピラ ミットは、戦術形

成、戦略形成、事業計画形成の3つ の領域 を示す小 ピラミッ トに分解 され るこ と

を示 してい る。つ ま り、戦略 を受けて、 フィール ド調査デ ータと問題 構造 の把握

に基 づいて行 うのが戦術形成領域 で あ り、問題構 造の把握 と洞察に基づいて行 う

のが戦略形成領域 で あ り、企業条件 ・ポ リシーに基づ き戦略 ・戦術 を実際に即 し

て再形成す るのが事業計画形成領域 である。

さて、 図5.1の 企業に 関す る方法論の構造 を基 に技術移転に関す る方法論の構

造 を示 した ものが図5.2で あ る。
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図5.2技 術 移 転 の 方 法 論(戦 略 ・戦 術 形 成)
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1

図5.1と 図5.2の 基 本 的 な違 い は、図52に おい ては、技 術 移 転 を進 め よ うと し

てい る 日本(政 府 あ るい は企 業)、 技術 移 転 を受 け入 れ る相 手 国(政 府 あ るい は

企 業)と い う別 個 の 当事 者 が含 ま れて い る こ とで あ る。 す な わ ち、 図5.1の 事 業

計 画形 成 領 域 お よび 戦 略 形 成 領域 は、 そ れ ぞ れ 図5.2に お い て、 相手 国 の技 術 移

転 の政 策 領 域 お よび 日本 の 技 術 移 転の 政 策 領域 の 小 ピ ラ ミ ッ ド構造 に 対応 す る こ
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とにな る。 これ らの領域 では、相手 国 と日本が別個に政策形成 に携わ るのに対 し、

第3の 小 ピラ ミッ ド(図5.1の 戦術 形成領域 に対応す る)の 技術移転 の実施領域

では、相手国 と日本 の両当事 者の参加が前提であ る。

なお、 この構造に おい て、技術移転戦略 は、相手国の技 術移 転 の政 策 領 域 と

と もに、 日本 の技術移転 の政策領域、 の2つ の領 域 にまたが っている。 つま り、

ここでは、相手国の戦略 に対 し、 わが 国の戦略 を提示 し、両者の考 え方 の擦 り合

せが行われねば な らない こ とを示 してい る。 この ために は、 わが 国の戦略 を構築

しなければな らないが、 これに至 るには、企業の戦 略形成 と同 じく、① 実際に起

きてい る状況 の把握、② 状況の関連 とその構造 化作業、③ 問題構 造 を通 して考え

られ る仮説作 り、 の各項 目を順序 だてて正確 に検討 してい くべ きだ、 とい うのが

我 々の 考え方で あ り、 図5.2が 示 している内容である。

こ うしてわが国 の戦略 が形成 され、両国(政 府あるいは企業)で 合意 されれば、

戦術 としての技術 移転 プ ロジェク トの形成 プロセス とな る。つ ま り、 合意 された

戦略 を受け、 フィール ド調査 デー タと問題構造の把握に基づい て行 う技術移転 プ

ロジェク トの実施領域 に至るわけであ る。



5.2技 術 移 転 の現 状 と課 題

図5.2は 、本来あるべ き技 術 移転 の 戦略 ・戦術 形 成 の あ り方 を示 した もの で あ る

が 、 現 実 の姿 は、 必 ず し も この よ うに な っては い ない。 した が って 、本 来 あ るべ

き姿 に、 技 術 移転 の戦 略 と戦 術 を再 構 成 し よう、 とい うの が 我 々の 基 本 的 な考 え

方 で あ る。

さ て、 本 来 あ るべ き図5.2の 構造 に対 し、 簡 単 に云 って しま えぱ ロ現状 の姿 は こ

うだn、 と我 々 が考 え て い るの が 図5.3で あ る。
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意 図
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ポ リシ ー ・

意 図(洞 察)

図5.3技 術 移転 の 現状

相手国(政 府あ るいは企業)は 、そのポ リシャーや意 図か ら、具体 的な技術移

転 プロジェク ト(戦 術)を 提 示す る。それに対 し、わが 国(政 府 あ るい は企業)

は、直接、提示 された戦術 につい て検討す る、 とい う姿である。両者 の考え方の

擦 り合せ の行 われるべ き戦略 が抜 か され、い きな り、具 体的な プ ロジェク ト(戦

術)の 段 階で両者の考え方の擦 り合せが行われ るこ とになる。 したが って、た と

えば、 高度 な技術 の移転 を要求す る途上国(政 府 あるいは企業)、 それ に対 し、

もう少 し低 い レベルの技術 の方が 良いの ではないか と考え る 日本(政 府 あるいは

企業)の 間 で、 相互 に相手 の真意 を測 りかね、 双方が不満足の まま、互 の思想 ・
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性 格 の 違 い に帰 され て し ま う、 とい った こ とに も な る。

図5.3は 、 この よ うな 問題 点 を生 む 現在 の あ り方 を、 端 的 に 示 した もの で ある

が 、 この よ うな 現状 を もた ら してい る背 景 的要 因 を、 途 上 国 と 日本 とに 分け て示

した もの が 図5.4、 図5.5で あ る。

/

技 術 移 転

プ ロジェク トノ

!(戦 術)

/＼ こ づ/
ノ

繰…シ/■
、'、
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図5.4途 上 国 の 現状

1

○

○
…Ω 騨

フ ィ ール ド

で起 って い

る こ と 9

図5.5日 本 の 現 状
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途 上 国 の側 では 、 自国(政 府 あ るい は 企 業)の ポ リシー と意 図、 お よび 具体 的

な技 術 移転 プ ロジ ェク トと して の 戦術 に つ い ては 明 確 な認 識 を持 っ てい るが、 フ

ィー ル ドで起 って い る こ と(技 術 の受 け 入 れ 相 手国 で ある 日本 を含 む)、 お よび

技 術 移 転 の戦 略 につ いて の認 識 は、 必 ず し も充 分 で は ない。 一 方 、 日本 側 では、

技 術 移 転 を必 要 と してい る現 状 の 問題 構 造、 お よび、 問題 構 造 の 洞察 に基 づ く 日

本(政 府 あ るい は 企 業)の ポ リシー と意 図 に つい て は、 明確 な認 識 を持 ってい る

が 、 フ ィー ル ドで起 って い る こと、 お よび 戦 略に つ い ての 認 識 は、 途上 国 と同様 、

必 ず し も充 分 で は ない。 これ が、 図5.4、 図5.5の 示 してい る内 容 で あ る。

しか も、 こ こで注 意 して お くべ きこ とは、 途上 国 側 で 明確 に 認識 され て い る は

ず の戦 術 が 、 そ の基 と な る戦 略 の認 識 が 不充 分 な ため 、 必ず し も明確 な根 拠 を持

って い ない こ と、 お よび 日本 側 で 明確 に認 識 され て い るはず の 問題 構 造 が 、 そ の

基 と な る フ ィー ル ドで起 っ てい る こ との認 識 が 不 充 分 なた め、 必ず し も明確 な根

拠 を持 って い ない こ と、 の2つ の構 造 的 問題 点 で あ る。

以 上 の 分析 で、 技 術移 転 の 現 状 に お け る基 本 的 な課題 が どこに あ る か が判 明 し

た と思 う。 図5.4と 図5.5を 重 ね 合せ た 図5.6か ら明 らか な通 り、 ① フ ィー ル ド

で起 って い る こ とを、 しっか りと把 握 すべ き こ と、 ② 技術 移 転 の戦 略 を、我 々が

提 示 した方 法 論 の 構 造 に した が っ て、 しっか りと構 築 す べ き こ と、 の2点 が 基 本

課題 で あ る。 第1章 ～4章 の 内容 は、 全 て、 これ らの基 本 課題 に 集約 で き る、 と

我 々は 考 え て い る。 次に 述 べ る提 言 は、 これ らの基 本課 題 へ の 対 処 を軸 と して ま

とめ た もの で あ る。

で起

○
磁

○
図5.6基 本 課 題
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5.5提 言

(1)共 同研 究 の体 制 づ く り

第1は 、 フ ィール ド調 査 か ら戦 略 と戦 術 形 成 に 至 る実戦 型 の 共 同研 究 の体

制 を まず 作 り上 げ る こ とで あ る。 この共 同研 究 体 制 の特 徴 は 、参 画型 ・探 索

型 プ ロジ ェク トで あb、 図5.7に 示す よ うに、 技 術 移転 に 関 わ る全 当事 者が

参 画 し、 具 体 的 問題 へ の対 処 の探 索 に あ た る こと で あ る。

この ような 体制 が 有効 で ある実 例 は 多数 あ るが 、 こ こでは 、FAO(国 際

農 業 機 関)の 小農 プ ログ ラ ムの例 を挙 げ よ う。 多 くの 途上 国(こ こで は ネ パ

ー ル を代 表 と し よ う)で は小農 のた め の さ ま ざま な施 策 を行 っ てい る。 しか

し実 効 が ない 。 なぜ か 。 こ こか らプ ログ ラ ムは ス タ ー トす る。 政 府 の 施 策 当

事 者 は、 上 か ら下 ま で 全 て、 小農 の生 活 してい る フ ィール ド調 査 の 現 場 に

参 加す る。 そ この 小農 達 も集 ま る。 そ こで、 政府 の施 策 当事 者 は 、 小農 達 が

施 策 の 存在 さえ 知 らな い こ と を知 る。 こ こで 施 策 当事 者 は 現実 の 問題 が ど こ

に あ るか を考 え る。 小農 達 も、 政府 の 施 策 を受 け入 れ るた め に は、 自分達 を

組織 す る こ とが 必要 だ と考 え る。 こ う して 、FAOの 小農 プ ロ グ ラ ムは ネパ

ー ル で成 功 し、 拡 大 して い る。技 術 移 転 では、 小農 は相 手 国、 政 府 施 策 当事

者 は 日本 、FAOの 立場 は コ ンサ ル タ ン ト(図5.7)と 云 うこ と にな ろ う。

技術 移 転 に 関 し、 この よ うな共 同研 究 体 制 が有 効 で あ る理 由 は、 単 に フ ィ

ー ル ド調 査 の手 段 と して 最 も有 効 で あ る と云 うだ け では ない 。 この ような体

制 に よ って、 す で に我 々が示 した 方法 論 の プ ロセ ス を と って 戦 略 と戦術 形 成

が 共 同 で行 なわ れ る点 が 同 時 に重 要 な点 で あ る。

途

上

国

側

日

本

側

図5.7共 同研 究 体 制
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② 合意形成の シス テム作 り

技術移転 に関 して は、そ の戦略に関 し、相手国(政 府 あるい は企業)と 日

本(政 府 あるいは企業)と の間に合意が形成 されねばな らない。先に述べ た

共同研究 の体制は、戦略の 合意形成 システムの一つであるが、全 ての条件 に

関 し、 この ような体制 を求め る ことは困難 であろ う。 また、技術移転の内容

が既にル ーティン化 していれば、そ の必要 もない。 したが って、共 同研究の

成果 をまとめ、一般解 と しての技術 移転戦略に関する合意形成 システ ムを作

ることが、 提言の第2で あ る。

なお、技術移転戦略 の合意形成 にあた り、必要 とされる項 目と しては、 以

下が重要 であろ う。

1.産 業構 成 を考 えた移 転産業の選定 と順序 づけ

2移 転技術の選定(産 業 と技術、技術 の先端性 と基礎性な ど)

3.技 術定着の条件(労 働 力の適格性、受け入れ 国の環境 ・政策な ど)

(3)情 報 化 とス トック化

わ れ われ が 提示 した、 技 術移 転 の戦 略 と戦 術 形 成 の構 造(図5.2)に 関 し

て 、実 施 移 転 の 実 施 領 域 に お い ては、 実例 の情 報 化 とス トック化 が可 能 で あ

り、 望 まれ る。 この利 点 と して は、 ① フ ィー ル ド調査 を出発 点 と して行 う共

同研 究 に お い て も、 既存 情 報 が 整 理 され、 ス トック され て い る こ とは有 効 で

あ り、 重要 で あ る こ と、 ② 一 般 解 と して の わ が国(政 府 あ るい は 企業)の 技

術 移 転 戦 略 形 成 に 資す る こ と、 お よび、③ か りに、 時 間 ・経 費 等 の理 由 で、

フ ィール ド調 査 を不 充 分 とせ ざ る を得 ない 場 合 で も、 既 存 情 報 の 助 け に よ っ

て、 有 効 な戦 術(技 術 移 転 プ ロ ジ ェ ク ト)形 成 に役 立 つ こ と、 の3点 が 考 え

られ る。 さ らに 、 この 情 報 化 ・ス トック化 を、 わが 国 の経 済 発 展 の 経験 、 現

在 の途 上 国 の 経 験 とい った歴 史 軸 に よって整 理 し、 体 系 づけ てお け ば、 技 術

移 転相 手 国 と して の 途 上 国 、 お よび わ が国 の ポ リシー形 成 に も資す る と考 え

られ る。 なお 、 この情 報 化 ・ス トック化 に あ た って は、 新た な情 報 に よる フ

ィー ドバ ック を常 に可 能 に してお く配慮 が 重要 で あろ う。
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(4)技 術移 転 情報 セ ン ター の 設 立

上 記 の情 報 化 ・ス トック化 を効率 的 に 推 進す る上 で の 具 体 的 な制 度手 段 と

して、 非 営利 の技 術 移転 情 報 セ ン ター(仮 称)を まず 国 内 に 設 立 して お くこ

とが 考 え られ る。 この セ ンター の 当 面の 目的 は、 国 内 外 の 国 際機 関 ・政 府 機

関 ・民 間企 業 等 に 存 在 す る 技術 移 転 に関連 す る 各種 の既 存情 報 を で き るだけ

広 く、 しか も容 易 に 検 索 可能 な一 つ の情 報 シス テ ムに して お くこ とであ る。

この 情 報 システ ム の 機能 と して は、 ① デ ー タベ ース(蓄 積 ・検 索)、 ② 他 の

デー タベ ー スへ の ス イ ッチ ング な どの機 械 的機 能 に 加 え て、 ③ 情 報 に関す る

コン サ ルテ ィング、 ④ 情 報 に よる トレー ニ ン グ な どが 当 面 考 え られ る。

なお、 この よ うな情 報 セ ン ター の機 能 を有効 に 発揮 させ る上 での 、 現在 の

技 術 的背景 と して は 、 ① 遠 隔 地 間の 高速 通 信 を可 能 と して い る衛 星 通信 、 ②

五 感 の コ ミュ ニ ケー シ ョン手 段 と しての 、 ビ デオ テー プ/デ ィス ク(記 録 式)、

TVカ メラ(オ ン ラ イ ン)や 各 種 セ ンサ ー(感 覚 の 伝 達)な ど、 ③ ロー カル

処 理 の 高 性 能化 を もた ら した マ イ コン/ミ ニ コ ン、 ④ デ ー タ入 力の 容 易化 ・

低 価 格 化 した 機 器、 な どの発 達 が あ る。 これ らの技 術 背 景 は、 今までの人的 な

コ ミ ュニ ケー シ ョン に代 って、 技 術 移転 を情 報 を通 じて 行 うこ と を可 能 に し

.て い る と云 え る。 した が って、 この セ ンター は、 この ような 近年 の 技術 に よ

って、 国 内 だ け で な く、 国 外 か ら も容 易 に 利 用 で きる シス テ ム を提 供 で きる

ことに なろ う。

この 情 報 シス テ ム の デ ー タ構 造 と して は、 た とえ ば 、 ① 産 業 選択 のた め の

情報 、② 技 術 選 択 の た め の情 報 、③ 技 術 定 着 の ため の 情 報 、 さ らに④ 文 化 的

土 壌 に 関す る情 報 、 な どが 考 え られ る が、 これ らに関 連 し、 必 要 とさ れ る具

体 的情 報 を、 一 般 的 な重 要 性 に した が っ て整 理 す る こと は、 現 段 階 で求 め る

こ とは で きな い。 この た め に は、 共 同研 究 の 体 制 づ く りか ら始 め るべ きで あ

る こ とは 前 述 した 通 りで あ る。

しか し、 さ ま ざ ま な既 存 情 報 を、 ① 技 術 に関 す る情 報 、② 技 術 移転 相 手 国

に 関す る情 報、 ③ わが 国 の 産 業 に 関す る情 報 、 に分 け た上 で通 常 の 分類 に し

た が って の情 報 化 ・ス トック化 は、 現段 階 で も可 能 で あ る。 しか も、 まず こ
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の よ うに 既 存情 報 が ス トック化 され てい れ ば 、技 術 移転 に関 す る調査 ・研 究

が進 む に つ れ、 優 先度 の高 い 情 報 の必 要 性 に したが って、 デ ー タ構 造 ・検 索

シス テ ム を拡 張 ・開 発 してい くこ とが可 能 で あ る。

したが って、 当面 まず 開 始 で きる ところ か ら始 め る とす れ ば、 既 存 の 国 内

外 の技 術 開 発 情 報 な どの デ ー タベ ー ス(国 内vak・ い て は 例 え ばJICST)と

の リンケ ー ジ を進 め る こ とが 費用 ・効 果 の 面 で 最 も有利 で あろ う。 次に 当 面

す ぐに開 始 で きる こ とは、 国 際機 関(さ らに、 わが 国や 相 手 国 の政 府 機 関 や

民 間企 業)か らの情 報 収 集 で あ るが、 これ らは デ ー タ化 し、 デ ー タ メイ ンテ

ナ ンス を行 って い くこ とが 必 要 で あ る。

しか し、 この技 術 移転 情 報 セ ンターが、 本 来 の 目的 の た め にそ の偉 力 を発

揮 して い くた め に は、 た とえば① 日本 技術 の文 化 構 造 を 明 らか にす べ く日本

文 化 の研 究 と デ ー タ開 発、② 産 業 と技術 の 体 系 情 報 の 開 発、 ③ 資本 ・自然 資

源 条 件 ・エネルギー ・労働 力 ・技 術 ・技能 レベ ル な ど、 産 業 技術 の 有す る特 性 ・
も

制約条件 に関す る情報開発、④ 関係機関 ・専門家等 の制度的 ・人的関連の情`

報開発、 さ らに⑤技術に関す るビジュアル情報の開発(注)な ど、新た な情

報 とデー タの開発 を行 ってい くことが必要 であろ う。 これ ら新たな開発 には、

当然、大 きな費用 と時間 を要する ものと考え られ るだけに、 まず開発の ため

の内容 の具 体化 とその優先順位を明 らかに しなければな らない。 このために

は、 前述 した共同研究の体制づ くりと戦略 ・戦術の合意形成の システム作 り

を開始す る ことが前提 であろ うが、 この ような体制作 りを、 ここに提案 す る

技術移転情 報セ ンターの構想 に含 めて考 え るべ きか否かは、 このセ ンターの

機能の水準 を決定する上 での重要 な検討課題 だ と云え よ う。

注)こ の例 と して は、 コ ロラ ド州 立 大学 が国 内外 の政 府 ・企 業 向け に さま ざ まな技術 訓練

のた めに 開発 した 、 ビデ オテ ー プ によ る実施 指 導 用 の教 材 が あ る。
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補論 途 上国 の工業 化 と適正技術の役割

一中小 工業 育成の必要 と方策一
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補論 途上 国の工業化 と適正技術の役割

一中小工業育 成の必要 と方策一

(1)は じ め に

近代的経済発展は、地 方的な農業社会 を都市的 な工業国へ変化 させ る。 この

プロセスで と くに重要な ものは、①工 業化、② 都 市化、③労働 の部門間移動、

の3つ の指標が 示す構造変化で ある。 この変化の速度 ・特徴 は、 国の規模、 資

源の状態、入 口動態、政治や社会の歴 史的状況、 国の開発政策 な どを反映 し、

さま ざまで あるが、全体 の平均的傾 向は明 らかで ある。図1は 、 チ ェネ リー と

サーキ ンが 発展 レベル を異 にす る多数の 国か ら見 出 したパ ター ンであ る。 経済 一

が成長 するにつれ、一次産業の生産 と労働の割合 が低下 し、サー ビス と工業 の

比重が 高ま るが、 と くに工業生産の割合の変化 は顕 著である。 また、 この変化

に伴 ない、都市化 も大 きく進展す る。

図1.構 造 変 化 の 状況

生産の変化 の状況(GDPの シ ェア,1977年 価格)

労働の変化(労 働力の シェア,%)

8

7

002004006001.000ZOOO6,000

1人 当 りGNP、1977年 、 米 ドル

(半 対 数 目盛 り)
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1人 当 りGNP、1977年 、 米 ドル

(半 対 数目盛 り)

出 所:世 銀 、 「世 界 開 発 報 告 、1979」

工業化の パターンは、経 済 開 発 に 伴 う需要 と供 給の変化 に密接 に関連 して

い る。 資本 と技術 の蓄積に よる生産能 力の増大が供給側 の変化 で あ り、 これに

並行す る1人 当 り所得の増 大が需要構成に変化 をもた らし、生 産 と労働 の部門

別構 成 を変え、都市化 を進め る。 しか し多 くの途上国では、① 労働 力の部門間

移 動 が 生 産 の 変化 に 著 し く遅れ、貧困の格差 を拡 大させ つつあ り、 また、②

都市化が工業化 に先ん じて しまい、 深刻 な都市問題 を生 じて もい る。 この2つ

の現象は、 途上国 の工業化過程 での最 も深刻 な社会経済問題だ と云え ようが、

この背景 要因 と して は、多数の途上国 におけ る労働 力人 口の近年の激増 とと も

に、 これ らの国の工業開発が資本集約的 な技術 に依存 してい ることが無視で き

ない。

本節 では、途上国へ の技術移転 を考 える際に、 まず経済 学の立場か ら、途上

国の工業 化の課題が どこにあるか を解 明 し、そ こで必要 とな る適正技 術の重要

性 を指摘 し、その担 い手 となる途上国の 中小工業に焦点 を当て、 事例研究等 の

成果 を踏 まえた上 で、今後わが国が進 めるべ き有効 な技術移転の方法 としての

一つのアイデ ィアを提示 してい くことにす る。

ここでは、 技術移 転の問題 と中小工業 育成 とがなぜ結 びつ け られ るべ きか に

注1)
つ いて、 日本の経済 発展 の歴史 的経験 に照 らして若干 の説 明を加 えてお きたい。

一130一



日本 で最 初 の 製 造 業 セ ンセ ス が 行 わ れた1909年(日 露 戦 争終 結 の4年 後)

のGDPに 対す る製 造 業 の 割 合 は126%(こ の 数字 は 現 在 の低 所得 途 上 国 に

対 応 す る)で あ った。 この 年 の 小工 業(50人 未満)、 中工 業(50～499

人)、 大 工業(500人 以 上)に 対 す る雇用 の 配 分 はそ れぞ れ45.7%、33

6%、20,7%で あ った が 、 これ らの 数 字 も現 在 の 多 くの途 上 国 と共 通 して い

る。 しか し、 そ の後44年 の急 速 な 経済 成長 を経 た1953年(大 戦 後 の急 速 な

復 興 を果 した 時期)の 雇 用 の配 分 は、 そ れぞ れ43.4%、30.8%、25.8%

と、 驚 くほ ど変化 が ない 。 しか も、 この 間 には 産 業構 成 に 著 る しい 変化 が起 っ

た に も関 わ らず 、 で あ る。1909年 の食 品類 工 業、 繊 維 工 業、 重 化 学 工業 の雇

用 の割合 は、 それ ぞ れ24.8%、628%、124%で あ った もの が、1953

年 に は、 そ れ ぞ れ30.5%、23.1%、46.4%と 大 き く変 化 してい るの で あ

る。 つ ま り、 日本 の経 験 は 、 産 業 構造 の急 激 な変 化 の中 で、 中小 工 業 が一 貫 し

た 重 要 性 を示 して きた の で あ る。

さ らに、 日本 の経 験 は 、 中小 工業 に 適 した技 術選 択 の 重要 性 を示 して い るが、

この ことの経 済 学 か ら見 た 意 味 は 次 に述 べ よ う。 ここ では産 出資 本 比率 に つ い

て 中小 工 業 と大 工 業 の 違 い に 関 す る事 実 を指摘 して お きた い 。 日本 では、 業種

等 に余 り関 わ りな く、20～50人 の規 模 の 中小工 業 を ピー ク に、 規 模 が増 す

　

ほ ど産出資本 比率が低 くなってい る。 つま り、 この ような規 模の 中小工業 の資

本生産性 が高い。 しか し、 多 くの途上 国では必ず しも日本 と同 じパ ター ンを示

してはいず、概 ね規模に よらず平坦 なパ ターンを示 してい ることが多い。 この

ことは、逆に云えば、多 くの途上 国の 中小工業で、資本生産 性 を高め るような

技術進歩の余地が残され てい ると想像 させ る ものである。本 節 では、 現在 の途

上国の大問題 である都市化 について も、 この よ うな技術進歩 がなされ るな らば、

問題 の改善 に結びついてい くことを明 らかに してい くことにす る。

注1)以 下 の 記 述 は 、K.Ohkawa,M.Taj.ima"Smal1-MediumScaleManufacturi㎎Industry

AComparafivcStudyofJapanandDevelopingNafions「1,IDCJWorkingPap

erNo,A-02に よ る 。
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(2)近 代的技術 と伝統的技術

途上国経済 のさまざまな面 におけ る極端 な2重 構 造は よく知 られてい る所で

ある。 ここでは、途上 国の工業部 門が資本集約 的な近代部 門 と、適切な資本 を

欠いた伝 統部門、 の2つ か ら成る もの と し、 この ような経済 を簡単 なモデルで

捉 えてみたい。

図2は 、あ る財の生産 に2つ の技術 があると した際の等産 出曲線 を示 した も

のであ る。 ここで曲線Aは 資本集約的な近代的技 術 を用いた場 合の等産 出曲線

で あり、Bは 同 じ量の財 を伝統的技術 で生産す る場合の等産 出曲線である。縦

軸は この財 を一定量 生産す るに要する資本量 を、横軸は労働量 を表わす もの と

す る。

資 本

労 働

図2等 産出曲線(近 代 的技術vs.伝 統的技術)

近 代的技術 では 、同 じ量の生産 に、 よ り多 くの資本 を用い るが、必要 とされ

る労働 は少 ない。一 方、伝統 的技術 では、資本は少ないが多量の労働が用い ら

れ る。 なお、 ここでは、 これ ら技術 に固有 な労働技能 の違 いは当面無視 して議
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論 を進め よう。 近代的技術は相対的に安価 な資本 と高価 な労働 を特徴 とする先

進国経済に適応 してお り、一方、伝 統的技術 は、 高価な資本 と安価 な労働、 つ

まり途上国経済 に より適応 してい ると云える。

この ことは、A、Bの 等産 出曲線に、 これ ら2つ の経済 におけ る等 費用線

(同 じ費 用 で得 られ る資本量 と労働量の組合せ を示す)を あてはめれば良 く

理解で きる。aはAの 近代的技術 に対応 した先進 国の等費用線 であ り、bはB

の伝統的技術 に対応 した途上国の等費用 であ る。 もし、先進 国 でBの 技術 を用

い ようとすれ ば等 費用線はa'の ように な り、途上 国でAの 技術 を用 い ようとす

れば、b'の ようにな る。 しか しa<a'、b<b'で あるか ら、a'、b'に 対応す る

費用 を要 する技術 は、 どちらの経済 につい て も不合理であ る。 、

しか し、途上 国でのBの 伝統技術に よる生産が、先進国 でのAの 近代技術 に

よる生 産にた ち打 ちで きない としよう。 このことは、多 くの途上国 で伝 統産 業

が衰退 して きた ことか ら明 らかか も知れ ない。Bの 伝統的技術 は、 労働生産性

が低 く、先 進国 との競争で比較優位がない とすれ ば、途上国 の経済発展のため

には、Bの 伝統的技術に代わ る、 より生 産性の 高い技術(し か し、Aの ような

資本集約 的技術 ではない タイ プの)が 求 め られ るわけである。

(3)適 正技術 の開発

明治以来の 日本 の経済発展には、西欧か らの近代的技術の導入が大 きな役割

を果 した ことは周知の事実 である。 しか し、多 くの場合、当時の 日本の条件 に

合 うよ うに(つ ま り適正技術 となる よう)改 良 して きた。 これは、先に述べ た

ように、資 本 集約的 な西 欧の技術がそ のままでは、 多 くの場合、その頃の 日本

には不合理 であ ったか らで もある。 この ような適正技術の意味 を、経済学の立

場 で明 らか に しよう。
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資 本

,

労 働

図3.等 産 出曲線(技 術進歩 と適正技術)

等産 出 曲線A、Bは それぞれ、 前図の近代的技術 に対応 してい る。つ まり、

この ように2つ の技術 だけを比 べれば、 当時の 日本には伝統技術 の方に比較優

位 があ った と簡単に考 えてお こ う。 こ こで生産性 を上げ る手段 と しては、 資本

費 を抑 えなが らBか らB'の ように労働 を減 らすタイ プ、 また、Aの 資本費 を下

げ るタイ プ(た とえば シフ ト制 を採用す る 一 現在、韓国 な どの中進工業国で

盛ん に行 われてい る)な どが考え られ、 これ らは マ イナーな技 術 変化 に よる

適正技術 と云 えよ う。 しか し、Cの ように、近代技術 と伝統技術 の中間の適正

技術 を開発す るタイプの技術革 新が最 も重要な もの と云え るだろ う。 もちろん、

AkB'の タイプの技術進歩 は重要 で あり、それ なりの社会的能力(他 国か らの

技術移転 を受け入れ る能 力を含 めて)を 備えてい なければ な らない。 しか し、

Cの タイプの技術進歩が なされ るには、それ以上 に、 技術 を開発 してい く能 力

が必要 である。 この ような技術 開発能 力に よって、経済発展 に伴 な う社会 経済

条件の変化 に生産技術 を適応 させてい くことが可能 にな り、工業 発展が 自律的
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な ものにな ってい く。 た とえば 日本 の 明治期か らの繊維産業の発展は、 この よ

うな タイプの技術発展 に基づいていた と云え るだろ う。

したが って、 技術移転 を自律 的経済 発展を促進す る手段 として考 える際には、

既存技術 を利用 できる能 力だけでな く、適応 技術 を開発す る能 力に着 目す る必

要 がある。 ここで、 近代技術 と伝統技術の 中間に位置す る適正技術の 開発が可

能 であるための2つ の基本的条件 を述べ てX・こ う。第1は 、か なbの レN'ル の

伝統技術 が伝統的 中小工業の形で、 す でに存在 してい ること、 第2は 、近代技

術の仕組みが、 これ らの伝統的 中小工業 において理解可能 であ ること、 である。

つま り、 近代 技術 に対応す る伝統技術 の産業基盤が必要 であ り、 両者が余 り懸

け離れ ていては な らない。 また、近代技術 の仕組みがブ ラックボ ックスであ っ

てはな らない。

明治期 の 日本は一般的 に云 えば、 この ような条件にあ った し、 また現在の 中

進工業国 も、 これらの条件を満たしている産業が 多い。 しか し、 多 くの途上国 で

は、 そ うで は な い 場 合が殆 どである。 この場合は、資本集約 的な近代技術 を

そのまま導入す るこ とに なるが、競争 力が乏 しいため、 保護 が必要 に なって く

る ことが 多い。 次に、 この ような保護 された工業化 が もた らす途上国の問題 を

都市化 につ いて示 し、 より望 ま しい タイ プの工業化(適 正 な技 術選択に基 づ く

工業化)を 進 める方策 を考え る こととす る。

(4)近 代工業 の保護 と都市 の労働 市場

大部分 の途上国では、 工業化 を指導 し、支援す るために、政府が決定 的な役

割 を演 じて きてい る。 この支援策 で重要 な ものは、物理的 インフラの 整備(道

路 ・鉄道 ・港湾等 の運輸施設の建設や、電 力 ・上下水道 ・通 信等 のための国営

企業 の設置 な ど)で あるが、 しば しば政府 が資本集約的な近代 工業育成の名 目

の もとに製造業 部門 に直接介入 し、政 府所有 ・経営下 の公的企業 を設立す るこ

とも行われている。 こ うした 途上国の大部 分の公的企業は、 関税や割 当制度 に

より国際競争か ら保護 された独 占的国 内市場 で事業 を運営 し、免税措置 ・希少

な外貨 ・国内信用の 配分 にあた っての優先順位 を享受 してい る。 この ような保
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護措置は企業 に高い利潤 を もた らしそ うに思え るが、政府 の事業への干渉に加

えて、過剰人 員 ・高賃金等が理由 とな って、逆 にかな り高い損益 を出 してい る

のが一般的 である。

さて、 多 くの途上国の都市 では、 こうして保護 された近代部門 で正規の職 を

得 てい る恵 まれた 労働者が存在す る一方、生産性 の低い伝統部門や インフォー

マルセクター(街 頭 での物 売 りなどの低所得 部門)で 働 く多数の貧 しい人 々が

存在 してい る。 この ような途上 国の都市 では、深 刻な失業問題に も関わ らず農

村 か ら都市への大量の人 口移動 が生 じてい るが、 こ うした、程度の差は あれ、

途上国の都市化 に共通 する現象 は、労働市場 のあ り方に関係 していることが近

年 広 く認め られ てい る.こ こで、 この点の理解 を試みる ことに しょ野)

途上国 の都市の労働 市場 を分析す るには、①政府機関 を含む近代部門を中心

と した正規の賃金 雇用、② 自営(非 賃金雇用)お よび 日雇いや臨時雇いの賃金

雇用、お よび③ 農村(主 に小規模農業)に やけ る 自営お よび賃金 雇用、の3つ

の部門 に分けて考え ることが適 切である。 い うまで もな く、途上 国の都市の貧

困 層を形成 してい るのは、3つ の 部門の うち自営お よび 臨時雇用の部門である。

図4の(a)(b)(c)は 、 前記3つ の雇用部 門に対応 する労働市場モ デルである。 な

お、 このモデ ルが扱 ってい るのは、3部 門が代替 的労働 市場 と して考え られる

青年層 を中心 とす る未熟練労働 力だ と考えてほ しい。

(a)に関 しては、.Aは 正規雇用 部門 におけ る労働 需要 曲線、Sは 労働供給曲線

を示 してい る。 また(b)、(c)におけるB、Cは それ ぞれ、都市の 自営 ・臨時雇用

部門、 農村部門の労働需要 曲線 を示 している。

注2)以 下 の 記 述 は 、P.H.Sabotl}Meani㎎andMesurementofUrbanSurplusLabour!,,

Cb[fordEconornicPapers29(Nσvember1977)を 参 考 と し て い る。

、
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(a)都 市の正規雇用部門

所/月A

w1

L,労 者数

(b)都 市の自営 ・臨時雇用部門

所得/月

ro

r1

No N、 労働者数

(c)農 村 部 門

所得/月

1

0

y

y

F、F。 労働 者数

図4.労 働 市 場 モ デ ル

都市の正 規雇用 部門におけ る交点は、労働市場 が競争的 であ る場 合の労働需

給の均衡点 であ り、WへL(xは それぞれ、均衡 賃金、均衡労働 量 を示 してい る。

したが って、 も し、 都市の正 規雇用 の賃金水準 で均衡賃金がWoに あれば、この
{
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部 門に対す る求職者は全て雇用 され るのみ な らず、上記3つ の雇用部 門におけ

る賃金(労 働所得)は 労働の 限界生産性 に等 しくなり、Wo=ro==yoの 関係

が 成立す るこ とが重要である。 しか も、 この場合はい うまで もな く、経済 の総

産 出量 が極大化 され ることに なる。

しか し、 この正 規雇用部門の 賃金水 準は、近代部門に対す る最低賃金 な どの

制度的介入、労働組合 等の賃上 げ圧力、 あるい は質の高い労働 力 を維持す るこ

とを目的 と して雇用者が 自発 的に支払 う高賃金 などの結果、 均衡 賃金Woよ り実

際には相当高い水準Wに 設 定 され ることに特徴が ある。 この場合、都市の正規

雇用部門に雇用され る労働量 はLoか らL1に 減 じるの に対 し、 労働供給はL2に

増 大す る。 この結果、LIL2の 数の労働 の過剰供給が発生す ることにな るが、こ

れは農村か らや って きた労働者 が求職者 として都市に待 機す ることを意味 して

い る。 なお、図においてSが 均衡点 を越える と上方に折 れ 曲ってい るのは、求

職者が 正規雇 用を得 るか否かは不確実 なため、 この点 を境 に労働供給の賃金 弾

力性が低 くなる ことを示 した もの である。

正規雇用部門に対す る労働の過 剰供給が、都 市におけ る顕在的な失業者 とな

るか、それ とも求職期 間中、暫定的に 自営 ・臨時雇用部分に吸収 され るかは、

求職 システム等 に関係す る。 もし仮に、 自営 ・臨時雇用部 門に全 部が 吸収 され

る とす ると、(b)にお いて、 労働量 は均衡水準 のN。 よりN・ に増え るが、 この差

NoN1は 正規雇用部門におけ る過剰 供給量L,L2に 対応 してい る。この結果、競

争的な労働市場 であ る 自営 ・臨時雇用部門の賃金(所 得)はr。 か らr。 に低下

して しま う。都市の正規雇用 部門に対す る労働供給量 の増加分hL1は 、 農村

部門の労働供給量 を、均衡水準のFoか らF1に 減少 させ る。 しか し、 農村部 門

の所得はYoか らY1に 僅か に上昇す るに過 ぎない。 結果 と して、 都市において

は、相対的に高所得の労働人 口(a}と低所得の労働 人口(b)との二極分解 が生 じ、

そ の中間に農業労働入 口が位置す る とい うパ ター ンが得 られ る。 ここで注意す

べ きは、 都市におい て高賃金の職 を得 る可能性が存在す る限 り、た とえ 自営 ・

臨 時雇用部門の所得 が農村部 門の 所得 より低い と して も、農村か ら都市へ移 動

す ることは 厨合理的`な 行動 であ り、 したが って この ような所得 格差 をもた ら
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●

す労働市場構造 は長期 に亘 って ・安 定的 圃であり得 ることであ る。

(5)中 小工業育成 の必要

以上 に述べて きた ことか ら、途上 国の都市問題(大 量 の人 口流入や貧困層の

存在)が 、都市の特定の人 々に人為的 な高所得 を もた らす タィブの近代部門 を

中心,とする工業化政策(最 低賃金制 ・自由競争 を制限 してい る保 護主義 ・資本

集 約的な公的企業の設立 な ど)に 関連 してい ることが 明らかになった。 ここで

は、 この よ うな途上 国の現状を認 めた上で、 今後 の望 ま しい工業 化へ の技術面

での課題 を明 らかに したい。

図5.(図4.(b)に 対応 し 所得/月

てい ることに注意)は 、

都市の 自営 ・臨時雇用部

門の生産性 が技術進歩に

よって 高まった姿 を示 し

た もの であ る。都市の 自

営 ・臨時雇 用部 門(こ こ

で特 に伝統 的な中小工業

を考え てほ しい)に 技術

進歩が生 じることは、 図

5.vaお・け る労働需要 曲線

がBか らB'へ と上方に シ

フ トす ることを意味 して

yl

ri

rl

N1 労働者数

図5.都 市の 自営 ・臨時 雇用 部門

の技術進歩

い る。 こ れ に 伴 い 、 こ の 部 門 の 賃 金(所 得)は 当初 のr・ か らr{に 高 ま るが 、

r{がy1(農 村 部 門 の 所得)よ り も低 い 範 囲 内 では 、農 村 か ら都 市 へ の人 口移 動

を誘 発 す る こ と もない。(ltk・ 、rlがy1を 超えれば、r{=y{と な る よ うに、つ

ま り、2部 門 を加 え た生 産 を極 大 化 させ る方 向に 、 労働 力の 部 門 間 移 動 が 起 こ

る。)つ ま り、 も し、 この よ うな タイ プの技 術 進 歩 が可 能 であ れ ば 、 経 済全 体

の生 産 性の 増 加 を もた らす だ け で な く、 都 市問題(深 刻 な所 得格 差 や 人 口流入)
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に対 して も、望 ま しい解決を もた らす もの と云 え る。

ここで先に示 した図3を 想 い起 して も らいたい。 資本集約的な近代技術 でも

な く、 また生 産性の低 い伝統 的技術で もない、 中間的 な適正技術が この ような

技術進歩の担 い手に なるとは云え まいか。 日本 の工 業化の経験は、 現在の途上

国 と同様、工 業部門の2重 構造(大 企業 と中小企 業)に よって特徴づけ られて

きた。 しか し、 技術進 歩が大規模 な近代工業 部門だけで な く、伝 統的な中小工

業部門で も行 われて きた ことが、深刻な所得格 差 を回避す る上 でも、重要であ

った と云 え よ う。 多 くの途上国の 自営 ・臨 時雇用 部門は、非 常に低 い賃金(所

得)に 特徴が あ る。 日本 におけ る下請け制度の発達 は、 この ような低 コス トの

労働 力を活用す る手段 で もあ った。 こう したや り方 は現在の途上国に も可能で

はなかろ うか。途上国の今後の望 ま しい工業化には、 国内の産業間 ・企業間の

リンケー ジを考 慮 した、適正 な技術 選択に基 づ く中小 工業 の育成が課題で ある

とい うのが、 これまでの 分析 か ら得 られた一つの結論 である。

(6)途 上国中小 工業の現状 と技術移転の方 策

ここで まず述べ てお くべ きことは、 多 くの 途上 国では、 これ までの経済開発

のあ り方へ の反省 とと もに、雇用の拡 大、 所得 格差 の縮少等が国家政策 の 目標

に掲げ られ、 これ を達成 する手段 と して、近年 では中小工業育成のための各種

施 策がす でに構 じられ つつ あることである。大 工業 と中小工業 との間に下請関

係 を発達 させ 、 中小工業の技術水準、収益性の 向上をはか る方針 を今後の 中小

工業政策の柱 に しようと してい るイ ン ドネ シアの ような例 もある。

こう した政策は、 イ ン ドネシアに限 らず、た とえば メキシコやフ ィ リピンな

どで も、 と くに技術 水準の高い外資系企 業に対 して、 部品国産化 への強い要請

とな ってあ らわれ てい る。 イン ドネシアでは、 現地政府の この よ うな方針に対

応 して、外資 系企 業(と くに 日系合併企 業)は 、現地 の中小工業 を独 自に調査

する など して外注先 の発掘 に大 きな努力 を注 いでい る。 しか し、 これ らの外 資

系 企業か ら見れ ば、 イ ン ドネシアの 中小 工業は、 次の よ うな点で下請受注 をこ

な しうる水準 に達 してい ない と云われ てい る。

s
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●

。図面 を読む 力が な く、公差の概念 も持 たないので、部品1点 の製作 に何度 も

試作す るなど、 発注 か ら納入 までに長 時間 を要する。

。機械その他の 設備が、 精度 ・能 力ともに下請生産に適 当でない。

。納期や品質管理 を遵守 するための ノウハ ウを持 たず、 これ らに対す る意識 も

3)
低い。

この ような事情 は、 た とえば フィリピンで も同様であ り、発注元大企業か ら

みた下請 中小工業 の問題点 と して、

。納期 の観念が欠如 しが ちであ る。

。製品の不 良、 バ ラツキが大 きい。

。生産 効率が悪 く、 労働生産性が低 い。 、

。そ の結果、 コス トが 高い。
4)

と指摘 されてい る。

この ように、 大工業 との間に下請関係 を促進す ることに よって中小工業の発

展 を図るに して も、途上 国の現 実はそれ程容易 では ない ことが窺われ る。生産

技術のみ な らず、 経営 管理技術の 向上が同時に必要 なことを示 しているか らで

あ る。 した がって技術 移転 を進め る際には、適正 な生産技術 と経営 管理技術 を

一 つの パ ッケージ として行え る ような方策 を考え ることが重要だろ う。た とえ

ば大企 業の途上国への進 出に当 り、傘下 の中小企業 の進 出 も同時に 図 り、 これ

らの企業 をパ ッケージ としての技術移転 を進める際の核 と し、現地の伝統的な

概存企 業に移転技術 を波及させてい くといった方策である。

しか し、 途上 国の中小工業の存立形 態は下請生産だけ にあ るの では ない。 た

とえば、 イン ドネシアや フィ リピンでは、特定地域に産 出す る在 来的原材料 を

使用 し、 また、 同地域 に伝統 的に受け継がれている技能 に よって生産 活動 を行

っている地場型 産業 が存在 す る。 これ ら産業の市場 は全土、 時には海外へ の輸

出 も行 ってい る点な ど、わが国の地場型産業の い くつか と も共通 してい る。

注3)国 際 開発 セ ン ター、 東南 ア ジア諸 国工業 開 発基 礎 調査 ・イン ドネ シア の 中小工 業 開 晃 昭

和53年3月

注4)同 、 フ ィ リピ ンの中・」・工 業 開発 昭 和53年3月
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また全土 に散在 し、そ れぞれの地方市場 を販 売対象 と してい る食料 品 ・繊維

製 品 ・金属製品な どの通常の業種か ら成 る地方独立型産業 も、途 上国中小工業

の主要 な存立 形態であ る。 これ らの 中小工業(と くに後者)に ついては、独 自

の製 品を もった独立 メーカーと して、販路 を全国あるいは海 外に も持てる よう

な発展 の可能性 をも考慮すぺ きであろ う。

さらに、 国内市場 の限 られ た途上 国の場合には、近代的工 業 と云 って も、先

進国 の基準 で考える ような大工業 ではない ことが一般 である。 しか も、 この よ

うな中小途上国が国 際社会に おけ る圧倒的 多数派であることを考え ると、 彼 ら

の工業化 に対する強い 要求 に応え ること(し か し、 資本集約的技術ではな く、

適正 な技術選択に基 づ く工業 化 を促進す ること)が 、 わが国が国際社会 に今後

とも貢献 してい く上 で必要 だろ う。

こ うした中小途上 国では、大 工業の直接投資に よって、下請 中小工業 を発展

させ るといった可能性が 限 られ ているだけ に、既存 中小工業の生産技術 ・経営

管理技術の進 歩 を図 り、独立 メー カーと しての発展 を図ることが必要に なって

くる。生産 技術 ・経 営管理技術 を進歩 させ るための技術移転 をパ ッケー ジとし

て考え るな らば、 個別 技術 を進 め るだけでな く、適正技術 を備えたわが国の中

小工業(た とえば各地 の地場 産業 な ど)を 直接途上国 に進 出させ る ことが最適

な手段 で もあろ う。

しか も、多 くの途 上国 では、 こ うした 日本の 中小工業の直接の進 出を強 く望

ん で もい る。 た とえば、 南米 の小 国、 エクア ドルが良 い例 で あ り、税制の優遇

な ど、外 国か らの民 間直接 投資 を進 め るための積極的施策 を講 じてい る。 しか

し、 エクア ドル での 日本の比重は1%に も達 していない。 これは単に地域的理

由に よるだけ ではない。た とえば、1979年 度の わが国の 中南米 地域への民

間直接投 資額 はア ジア地域 を上 回 ってい るか らで ある。

現在 わが国が行 ってい る技 術移転(生 産技術 ・経営管理技術 を含め て)は 、

進 出合併企業、 提携 企業 などの民 間ベ ースが主体であ り、 またそ もそ も技術移

転は民間ベースでなければ効率的に行われ難い ことを考 える と、上 に述べた よ

うな中小途上 国への民間直接投資の現状は、技術移転 を進め る上 での根本的 な
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障害 だ とも云え よう。す でに明 らか な ように、 こうした中小途上国へは 日本 の

中小工業が独立 メー カー として進 出す るニーズがあ り、 また、比較的国内市場

が大 きな途上 国で も、 イン ドネシアや フ ィリピンに関 して前述 した ように独立

メー カー と しての発展のための技術移転 が必要 な産業が存在 してい る。 こ うし

た背景に も関わ らず、 日本の中小企業 の独立 メー カーとしての幅広 い海外進 出

を阻ん でい る現状は何 に起因 してい るのか。以下に、そ の考え られ る理 由を述

べ てみたい。

。日本 の中小工業の多 くは、大工業の 下請け、業界の地域的な まとま り、 卸売

りの商社や金融機関 との つなが り、 国や県 の育成政策 な どの傘の下 で育 って

きてい る。

。海外 でこの ような傘 を提供 で きるのは、 海外 に進 出した大工業、大商社 な ど

に限 られるだろ うが、国内市場 が小さい中小途上 国では、 これ らの傘が期待

で きない。事実、大企業が販売営業所等 を除いて工場 を作 る ことはない と思

われ る理由は、た とえばエクア ドルに 日本 の自動車企業 の大工 場が進 出す る

と、恐 らく一 日分の生産量 でエクア ドルとその近隣諸国の一二年 分の市場が埋

め尽されて しま うだろ うことに端的で ある。 つま り、圧倒 的 な大量 生産 に特

徴づけ られ る日本の大工業に とって、輸入代替工業化の段階に ある非常に多

くの国内市場 の限 られた途上 国は、進 出先 としての条件 を欠い てい る。

。この点は大商社について も同様であ る。扱い単位量当 りの非常 に低 い 口銭 、

つま り薄利大取引 きに特徴づ け られ る日本の大商社は、 中小途上国の多 くに

も社員 を送 ってい るとは云え、モル カルチ ャー産 品や大型商 品の取 引 きを 目

的 としていて、主 と して国内市場 を対象 とす る中小工業進 出に傘 を提供す る

こ とな どには全 く魅力 を感 じないだ ろ うか らである。

つ ま り、以上の ような理 由が背景 にあるとすれば、国内市場が 限 られてい る

圧倒 的多数の国 を含めた途 上国 の望 ま しい工業化のために、 日本 が民間ベ ース

での技術移転 とい う形で協 力すべ きだ とす るな らば、大企業や大商 社 とは別 の

『第三の傘 』を用意する必要が あろ う。そ して、 この傘 を作 るには、今 後の途

上国 の望 ま しい工業化(つ ま り、伝統的 中小工業の技術進歩 を図 るこ と)に 貢
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献 ず る とい う視 点 に立 って、 恐 ら く政 府 が イ ニ シャテ ィ ブ を発 揮 しなけ れば な

らな い だ ろ う。 次 に、 この小 論 の結 び と して、 こ う した 方 策 を具 体 化 す る上 で

踏 まえ るべ き課 題 を検 討 して お くこ とに した い。

(7)結 び

本節 では、 日本 の経済発展に果 してきた中小 工業の重要性 を背景 知識 としな

が ら、 現在の途上 国の工業化に伴 な う問題 点が どこにあるか を解明 し、 その上

で途上国の伝 統的な中小工業 の技術進歩 を促進 する手段 として、 日本 の中小工

業 を途 上国 に直接進出させ ることに よ り、そ こを核 と して技 術移転 を図るべ き

だ とい う一 つの構 図 を示 してきた。 つま り、 日本の中小工業の経験 をその まま

現在の途上国 に持 ってい くこ とで、 基本的 には 日本の経験 を途上国でそ っ くり

そ のまま実施 させ ようとい うアイデ ィアで ある。

この アイデ ィアは、 さ らに2つ の レベル で検討する必要が ある。 その1つ は、

中小工 業の海外進 出を促進 させ成功 させ るための、 上に述べた ような 『第三の

傘 』の内容 と して何が必要 なのか とい う点 であ り、そ の2つ は、 こ うして進 出

した 日本 の中小工業の生産技術 ・経 営管理技術 とい った もの を途上 国内の環境

に適応 させ た上で、 いかに して波及 させ てい くかとい う点 である。そ して、そ

の どち らの点につい て も、 残念 なが らわれわれは現在 まだ充分 な知 識 をもって

い ない と告白せ ざるを得 ない。

第1の 点に関 しては、中小企業事業団 をは じめ13の 機関が、 わが国の中小 企

業 の海外進 出に対す る情報提供 お よび海外投資資金の融資等 に関連 してい る。

しか し、 この情報提供 も、 すでに海外 投資が集中的 に行われている韓国 ・台湾

・香港 とい った近隣NICsや 北米 ・ヨー ロ ッパが主体 であ り、 しか も最近始ま

ったばか りで ある。 また融 資等に関 して も、途上国中小工業育成協力お よび適正

技術 の視点か ら発想 され た ものでは ない。 つま り、 こうした現在の施策は、 企

業の 自助努 力に対 す る消極的政策支援 であ り、 現実には後追い行政 であった と

も云え よ う。 しか し、た とえば独 自に海外進 出す るだけの 力が欠如 してい る構

造不況的 な業種(途 上国において は経済発展段階 に適合 してい る技術 を有 して
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い ると考え られ るだけに)の 積極的海外進出 を援 助する ことで、 ある意味 での

業種転換 を促進す ることは、 現在の 日本国 内の中小工業問題の改善に もつなが

るの ではないか。 『第三 の傘 』を作 るには、途上 国内 と同時に、 日本国内の 中

小工業の現状 を充分に把握 してかか る必要が あろ う。 なお、 こ うした現状 把握

に基 づいて事業 計画 を作 りあげ る方法については、提言 の章 を参考に してほ し

い。

第2の 点、 つ ま り進 出 した 日本企業の有す る技術 を途上 国内の環境 に適応 さ

せ、 波及 させ る方法 に関 しては、 さ らに研究的なアプ ローチが必要だろ う。 事

実、 日本の援助 で作 った実験農場 な ど、それ 自体 は成功 して も、技 術が全 く波

及 しない と云 った プ ロジェク トの事例 は枚挙に暇 がない程で あるか らである。

移転技術 を波及 させ る方策、例 えば 『第三の傘 』をさ らに側面か ら支える人造

り協 力の方式 とい った点の研究 は、 過去 のさまざま な事例等の情報 な しに行 う

こ とはで きない。 技術 移転情報 シス テムは、移転技術の波及条件 ・波及方法 に

ついて も扱 うことが望 まれ よう。

e

や
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